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(57)【要約】
アノード電極とカソード電極との間に半導体層を挟んだ薄片を複数重ねた周期構造体を構
成し、その周期構造体を渦巻き状に形成して太陽電池を構成する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
導電体層と当該導電体層の厚さ以上の厚さを有する非金属層との周期構造体からなる薄片
を有し、当該薄片に交差する方向から光を入射させることを特徴とする機能素子。
【請求項２】
導電体層と当該導電体層の厚さ以上の厚さを有する非金属層との周期構造体からなる薄片
を有し、当該薄片に交差する方向に、少なくとも一部、電子を流すことを特徴とする機能
素子。
【請求項３】
導電体層と当該導電体層の厚さ以上の厚さを有する非金属層との周期構造体からなる薄片
をその層が互いに交差し、かつ、上記導電体層のエッジ同士が所定の機能物質を介して対
向するように少なくとも２枚重ねた構造を含むことを特徴とする機能素子。
【請求項４】
複数の導電体層がそれらのエッジを対向させて互いに交差し、かつ、上記導電体層のエッ
ジ同士が所定の機能物質を介して対向する構造を含むことを特徴とする機能素子。
【請求項５】
厚さが０．２ｎｍ以上１００ｎｍ以下の導電体層と当該導電体層の厚さ以上の厚さを有す
る誘電体層との周期構造体からなる薄片をその層が互いに交差し、かつ、上記導電体層の
エッジ同士が所定の記憶媒体を介して対向するように少なくとも２枚重ねた構造を含むこ
とを特徴とする記憶素子。
【請求項６】
絶縁体層と強磁性体層との周期構造体からなる薄片をその強磁性体層のエッジ同士が対向
するように少なくとも２枚、その間に厚さが０．２ｎｍ以上１０ｎｍ以下のトンネル絶縁
体層をはさんで重ねた構造を含むことを特徴とする磁気記録素子。
【請求項７】
アノード電極とカソード電極とが、間に半導体層をはさんで渦巻き状に形成され、全体と
して板状の形状を有することを特徴とする太陽電池。
【請求項８】
厚さが０．５ｎｍ以上１０ｎｍ以下の金属層と誘電体層との周期構造体からなる薄片を少
なくとも１枚有することを特徴とする触媒反応装置。
【請求項９】
光電変換層が渦巻き状または同心形状に形成され、全体として板状の形状を有し、この板
に交差する方向から光を入射させる光電変換素子であって、
　上記板の厚さ方向に上記光電変換層の光電変換可能な光の波長が段階的および／または
連続的に変化していることを特徴とする光電変換素子。
【請求項１０】
第１の電極と第２の電極とが、間に上記光電変換層をはさんで渦巻き状または同心形状に
形成されていることを特徴とする請求の範囲第９項記載の光電変換素子。
【請求項１１】
上記第１の電極および上記第２の電極のうちの少なくとも一方が、上記板の厚さ方向に互
いに分離して設けられた複数の電極からなることを特徴とする請求の範囲第９項記載の光
電変換素子。
【請求項１２】
上記板の光入射面から厚さ方向に上記光電変換層の光電変換可能な光の波長が段階的に増
加しており、上記第１の電極および上記第２の電極のうちの少なくとも一方が、上記板の
厚さ方向に上記各段階に対応した位置に互いに分離して設けられた複数の電極からなるこ
とを特徴とする請求の範囲第９項記載の光電変換素子。
【請求項１３】
上記光電変換層がｐ型半導体層とｎ型半導体層とからなるｐｎ接合であることを特徴とす
る請求の範囲第９項記載の光電変換素子。
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【請求項１４】
上記ｐ型半導体層および上記ｎ型半導体層が上記板の厚さ方向に組成傾斜した無機半導体
または有機半導体からなることを特徴とする請求の範囲第１３項記載の光電変換素子。
【請求項１５】
上記板の光入射面から厚さ方向に上記ｐ型半導体層および上記ｎ型半導体層のバンドギャ
ップが段階的および／または連続的に減少していることを特徴とする請求の範囲第１３項
記載の光電変換素子。
【請求項１６】
上記光電変換素子は円形、三角形または六角形の形状を有することを特徴とする請求の範
囲第９項記載の光電変換素子。
【請求項１７】
発光層が渦巻き状または同心形状に形成されたことを特徴とする発光素子。
【請求項１８】
上記発光素子が板状の形状を有することを特徴とする請求の範囲第１７項記載の発光素子
。
【請求項１９】
第１の電極と第２の電極とが、間に上記発光層をはさんで渦巻き状または同心形状に形成
されていることを特徴とする請求の範囲第１７項記載の発光素子。
【請求項２０】
アクティブな防塵フィルターを用いて作業室をクリーンな環境に維持するクリーンユニッ
トにおいて、
　上記防塵フィルターの粉塵捕集効率をγとするとき、上記作業室の清浄度が１／γで支
配されることを特徴とするクリーンユニット。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
　この発明は、機能素子、記憶素子、磁気記録素子、太陽電池、光電変換素子、発光素子
、触媒反応装置およびクリーンユニットに関し、例えば、ボトムアップ系のシステムとト
ップダウン系のシステムとの統合に関するものである。
【背景技術】
　従来の機能素子は、半導体集積回路に代表されるように、微細加工に基づくトップダウ
ンのアプローチで製造されたものが主流である。そして、特に半導体素子に関しては、バ
ーディーン（Ｂａｒｄｅｅｎ）らによるトランジスタの発明や、ノイス（Ｎｏｙｃｅ）ら
による半導体集積回路の発明を経て現在、このトップダウンのアプローチに基づく巨大な
半導体エレクトロニクス産業が興っている。
　一方、トップダウンのアプローチは様々な点で限界が見え始めているため、この限界を
打破する手法として、自己組織化などによるボトムアップのアプローチが近年注目され、
盛んに研究されている。
　なお、細胞系も神経系も各場所において自律分散的に時間とともに連続的に拡大・成長
することが報告されており（Ｒ．Ｒ．Ｌｌｉｎａｓ，Ｔｈｅ　Ｂｉｏｌｏｇｙ　ｏｆ　ｔ
ｈｅ　Ｂｒａｉｎ，ｐ．９４，Ｗ．Ｈ．Ｆｒｅｅｍａｎ　＆　Ｃｏｍｐａｎｙ，ＮＹ，１
９８９）、これはボトムアップの範疇に属する。
　また、ボトムアップでは、自律分散局所性により各部が局所ルールに従って勝手に構造
形成していくが、この構造形成には四つのタイプ（一定、周期的［入れ子的］、機能構造
的、ランダム）があることがセルラーオートマトンを使って示されている（Ｓ．Ｗｏｌｆ
ｒａｍ，Ａ　Ｎｅｗ　Ｋｉｎｄ　ｏｆ　Ｓｃｉｅｎｃｅ，ｐｐ．５１－８１，Ｗｏｌｆｒ
ａｍ　Ｍｅｄｉａ　Ｉｎｃ．，ＩＬ，ＵＳＡ，２００２）。
　また、ドリフト速度の一定性に基づき、時間とともに連続的に移動する２次電子（素粒
子の飛跡に沿って生成する電子）を利用した素粒子検出器としてタイムプロジェクション
チェンバー（Ｔｉｍｅ　Ｐｒｏｊｅｃｔｉｏｎ　Ｃｈａｍｂｅｒ，ＴＰＣ）の改良が本発
明者らにより報告されている（Ｐ．Ｎｅｍｅｔｈｙ，Ｐ．Ｏｄｄｏｎｅ，Ｎ．Ｔｏｇｅ，



(4) JP WO2006/035610 A1 2006.4.6

10

20

30

40

50

ａｎｄ　Ａ．Ｉｓｈｉｂａｓｈｉ，Ｎｕｃｌｅａｒ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　ａｎｄ　
Ｍｅｔｈｏｄｓ　２１２（１９８３）２７３－２８０）。
　また、金属界面により形成されるナノ空間、特に、２次元試料平面とこれに対向する探
針との局所空間に観測されているプラズモン励起による表面増強効果など、有用で興味深
い物理現象が観測されている（二又等、日本分光学会、平成１４年度春季講演会シンポジ
ウム「顕微振動分光法の最前線」講演要旨集、ｐｐ．２０－２３）。
　また、有機金属化学気相成長法（ＭＯＣＶＤ法）を用いた半導体成長において成長方向
に１原子層の分解能が得られることが本発明者により報告されている（Ａ．Ｉｓｈｉｂａ
ｓｈｉ，ＭＯＣＶＤ－ｇｒｏｗｎ　Ａｔｏｍｉｃ　Ｌａｙｅｒ　Ｓｕｐｅｒｌａｔｔｉｃ
ｅｓ，Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｙ　ｏｆ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ　Ｍｉｃｒｏｓｔ
ｒｕｃｔｕｒｅｓ，ｅｄｓ．Ｇ．Ｆａｓｏｌ，Ａ．Ｆａｓｏｌｉｎｏ，Ｐ．Ｌｕｇｌｉ，
Ｐｌｅｎｕｍ　Ｐｒｅｓｓ，ＮＹ，１９８９）。
　また、電気化学的成長においても、その機構の詳細が知られている（春山志郎、表面技
術者のための電気化学　ｐ．１１２，丸善、東京、２００１）。
　また、電気化学分野において、中和した高分子電解質を水中に分散させた溶液に被塗物
と対極とを浸漬し、被塗物と対極との間に直流電流を印加して被塗物に高分子電解質を析
出させることができることが知られている（山岡亜夫監修「実用高分子レジスト材料の新
展開－フォトポリマーとしての応用展開－」、第６章、シーエムシー出版、１９９６年）
。
　また、幅約４０ｎｍの金属ワイヤーの十字配置の交差部に分子エレメントをはさんだ構
造が報告されている（Ｙ．Ｃｈｅｎ，Ｄ．Ａ．Ａ．Ｏｈｌｂｅｒｇ，Ｘ．Ｌｉ，Ｄ．Ｒ．
Ｓｔｅｗａｒｔ，Ｒ．Ｓ．Ｗｉｌｌｉａｍｓ，Ｊ．Ｏ．Ｊｅｐｐｅｓｅｎ，Ｋ．Ａ．Ｎｉ
ｅｌｓｅｎ，Ｊ．Ｆ．Ｓｔｏｄｄａｒｔ，Ｄ．Ｌ．Ｏｌｙｎｉｃｋ，ａｎｄ　Ｅ．Ａｎｄ
ｅｒｓｏｎ，Ｎａｎｏｓｃａｌｅ　ｍｏｌｅｃｕｌａｒ　ｓｗｉｔｃｈ　ｄｅｖｉｃｅｓ
　ｆａｂｒｉｃａｔｅｄ　ｂｙ　ｉｍｐｒｉｎｔ　ｌｉｔｈｏｇｒａｐｈｙ，Ａｐｐｌ．
Ｐｈｙｓ．Ｌｅｔｔ．８２（２００３）１６１０）。
　また、ボトムアップの範疇の他の例として自己組織前進自律的階層獲得（ｓｅｌｆ－ｏ
ｒｇａｎｉｚｅｄ　ｐｒｏｇｒｅｓｓｉｖｅ　ｈｉｅｒａｒｃｈｉｃａｌ　ａｃｑｕｉｓ
ｉｔｉｏｎ，ＳＯＰＨＩＡ）化による構造形成の方法やニューロンの成長方法が提案され
ている（特開２０００－２１６４９９号公報、国際公開第０２／３５６１６号パンフレッ
ト）ほか、一般に生命・生体系に遍く見られる遺伝子支配による形態発現（遺伝子由来構
造）がある。他方、トップダウンの範疇の他の例としてはＭＥＭＳ（ｍｉｃｒｏ　ｅｌｅ
ｃｔｒｏｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　ｓｙｓｔｅｍｓ）系やマイクロケミカルリアクターがあ
るほか、一般的にはホモ・ファベルとしての人間の脳による構造物形成（脳由来構造）が
挙げられる（例えば、養老　猛、「唯脳論」、青土社、１９８９年）。
　また、固体電解質における金属原子移動に基づいた、金属微細架橋を利用したナノブリ
ッジ（ＮａｎｏＢｒｉｄｇｅ）構造と呼ばれるものが知られている（インターネット〈Ｕ
ＲＬ：ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｎｅｃ．ｃｏ．ｊｐ／ｐｒｅｓｓ／ｊａ／０４０２／１８
０１－０１．ｈｔｍ〉（平成１６年２月１８日検索））。
　また、スピントンネル接合の磁気インピーダンスの周波数依存性について報告されてい
る（Ｊｐｎ．Ｊ．Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｖｏｌ．４２（２００３）ｐｐ．１２４６－１２
４９）。
　また、トランジスタおよびＬＣ回路からなる発振回路におけるトランジスタとＬＣ回路
との帰還ループの一部にスピントンネル接合素子を接続するとともに、スイッチング手段
を設け、このスイッチング手段のスイッチング周波数によって磁気データの読み取り速度
を規定するようにした磁気センサを再生用磁気ヘッドとして用いる磁気記録装置が提案さ
れている（特許第３５５７４４２号明細書）。
　また、ｐｎ接合面に太陽光が垂直入射するタイプの太陽電池は多く報告されている（例
えば、Ｄ．Ｊ．Ｆｒｉｅｄｍａｎ，Ｊ．Ｆ．Ｇｅｉｓｚ，Ｓ．Ｒ．Ｋｕｒｔｚ，ａｎｄ　
Ｊ．Ｍ．Ｏｌｓｏｎ，Ｊｕｌｙ　１９９８・ＮＲＥＬ／ＣＰ－５２０－２３８７４）。
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　上述のトップダウン系とボトムアップ系とを統合することができれば、両者の利点を最
大限活かすことができ、従来にない新たな機能素子の実現が可能になると考えられるが、
本発明者の知る限り、これまで、そのための有効な具体的手法は何ら提案されていなかっ
た。
　そこで、この発明が解決しようとする課題は、ボトムアップ系とシリコンＬＳＩに代表
されるトップダウン系との利点を最大限活かすことができる高機能の機能素子および磁気
記憶素子を提供することである。
　この発明が解決しようとする他の課題は、上記の記憶素子または磁気記録素子の基本構
成要素と同様な要素を用いた新規な太陽電池、光電変換素子、発光素子および触媒反応装
置を提供することである。
　この発明が解決しようとするさらに他の課題は、より一般的には、上記の記憶素子、磁
気記録素子、太陽電池、光電変換素子、発光素子、触媒反応装置などを含む新規な機能素
子を提供することである。
　この発明が解決しようとするさらに他の課題は、従来のように大掛かりで小回りが効か
ず、巨大な設備投資や固定資産負担が必要な巨大なクリーンルームを用いることなく、ク
リーンな環境を容易に得ることができ、また、一直線状にしか連結できない従来のクリー
ンユニットの持つ空間利用効率の悪さを解決し、トータルのパフォーマンスを投資的にも
作業効率的にも部屋の面積有効利用的にも最大化することができ、目的に応じたトータル
な一連のプロセスフローに対応してプロセスを高いフレキシビリティーを持って低コスト
で簡便に実行することができ、上記の各種の機能素子の製造に用いて好適なクリーンユニ
ットシステムおよびこれに用いて好適なクリーンユニットを提供することである。
　上記課題およびその他の課題は、添付図面を参照した本明細書の以下の記述により明ら
かとなるであろう。
【発明の開示】
　本発明者は、従来技術が有する上記の課題を解決すべく、鋭意考察を行った。以下にそ
の概要について説明する。
　周知のように、トップダウンのアプローチによる半導体デバイスの製造においては、フ
ォトリソグラフィーを用いた２次元のパターニングが多用される。第１図Ａに半導体デバ
イスの一例としてＭＯＳＬＳＩ（例えば、メモリ）を示す。第１図Ａに示すように、２次
元のパターニングは通常、ＵＶ（紫外線）、ＥＵＶ（極紫外線）フォトリソグラフィーや
、電子線リソグラフィーを用いて、半導体基板において空間的に横方向の情報の交換を行
うことなく、各時点で一気に（一括露光、現像、エッチングなど各要素プロセスが行われ
る時刻、時刻において瞬間的につまり、時間軸上の一点一点で）行われている。すなわち
、２次元のパターニングの大きな特徴は時間が非連続、散発的（ｓｐｏｒａｄｉｃ）に織
り込まれていることである。
　２次元のパターニングでは、フォトレジストに対する、フォトマスクを使った一括露光
により構造が決まるので、構造形成においては構造間の横方向の情報の交換はない。すな
わち、因果律は主に、面内ではなく面と垂直方向の相互作用の中に存在する（ｏｕｔ－ｏ
ｆ－ｐｌａｎｅ　ｃａｕｓａｌｉｔｙ）。２次元のパターニングでは、第１図Ｂに示すよ
うに、大局的ルールの存在のもと、ブロック構造をとり、また各ブロック毎にある特別な
方位が存在するため、空間構造は一般に、微視的にも巨視的にも非等方的になる。言い換
えれば、構造は外在的要因から決まっており、回路設計図の実空間表現にすぎないと言え
る。また、基板上の構造の変化量は、時間に対してδ関数状のパルス列となる。
　このように、トップダウン系は、いわば非連続的に時間が投影された非等方的な（方向
性のある）構造である。今、系が時間連続投影性あるいは空間等方性を有するときそれぞ
れ↑と記し、時間非連続投影性あるいは空間非等方性を有するときそれぞれ↓と記し、例
えば、系が時間連続投影性と空間等方性とを有するとき、（時間投影性、空間方位性）＝
（↑、↑）のように記すことにすると、トップダウン系は時間非連続投影性と空間非等方
性とを有するため、（時間投影性、空間方位性）＝（↓、↓）と表される。
　一方、すでに述べたように、最近その重要性が認識されてきたもうひとつの流れはボト
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ムアップ系である。そのシステムとしては、例えば半導体量子ドットに代表される無機物
系の自己組織化系がある。また、生物系の細胞の培養では、第２図Ａに示すような細胞お
よび神経系の成長が挙げられる。第２図Ａにおいて、符号１１は生体組織体、１２は神経
、１３は細胞を示す。細胞系も神経系も各場所において自律分散的に時間とともに連続的
に拡大・成長することは、すでに述べたとおりである（Ｒ．Ｒ．Ｌｌｉｎａｓ，Ｔｈｅ　
Ｂｉｏｌｏｇｙ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｂｒａｉｎ，ｐ．９４，Ｗ．Ｈ．Ｆｒｅｅｍａｎ　＆　
Ｃｏｍｐａｎｙ，ＮＹ，１９８９）。
　第２図Ｂに示すように、ボトムアップでは、自律分散局所性により各部が局所ルールに
従って勝手に構造を形成していくため、時間が連続的に投影されている。このとき、例え
ば、第１図Ａの場合と同様の２次元的広がりを持つボトムアップ構造（例えば、膀胱上皮
細胞など）では、因果律は面内に存在する（ｉｎ－ｐｌａｎｅ　ｃａｕｓａｌｉｔｙ）。
Ｓ．Ｗｏｌｆｒａｍがセルラーオートマトンを使って示しているように、この構造形成に
は四つのタイプＩ～ＩＶ（一定、周期的［入れ子的］、機能構造的、ランダム）がある（
Ｓ．Ｗｏｌｆｒａｍ，Ａ　Ｎｅｗ　Ｋｉｎｄ　ｏｆ　Ｓｃｉｅｎｃｅ，ｐｐ．５１－８１
，Ｗｏｌｆｒａｍ　Ｍｅｄｉａ　Ｉｎｃ．，ＩＬ，ＵＳＡ，２００２）。また、ボトムア
ップ系では、局所ルールに従うことから、大局的にはこれといった特別な方向が存在しな
いため、空間構造は一般に等方的になる。この場合、全体構造は、生成則に則って内在的
要因から決まる。構造の変化量は、時間に対してスムーズな連続線となる。
　このように、ボトムアップ系は、時間が連続的に投影された等方的な（方向性のない）
構造であるので、上記の記法に従うと（時間投影性、空間方位性）＝（↑、↑）と表され
る。
　さて、生物は、遺伝子により支配される体組織性に基づくボトムアップ性と脳による統
御性に基づくトップダウン性とをうまく絡み合わせて、総体としてそれらの統合を具現化
している。より具体的には、体組織形成におけるボトムアップ性と脳によるトップダウン
性との統合を、長い進化の過程を経て、受精卵からの個体の成長に際し、細胞に神経系を
付随させることにより行っている。
　すなわち、第２図Ｂに示すように、ボトムアップの起こった細胞の集合体では、神経系
という連絡網を随伴することで各場所へのアクセスが可能となり、この神経系を介して脳
からの指令・制御・情報抽出などが行われる。自己組織化体としての生物にはこの随伴神
経系があることが本質的である。
　一方、系を有効に運用するには、制御系は被制御系よりはるかに少ない「体積」で情報
伝達・制御を行わなければならない。生体系は、そのために、３次元の細胞系に対し神経
系という１＋α（ただし、０＜α＜１）のフラクタル次元のひもをつけていると言える。
伝達・制御系の次元は常に細胞系の次元より小さいことが必要である。この神経系は生体
内に３次元的に張り巡らされている。
　生体は、このように、受精卵の発生からの経過時間が連続的に投影された神経系という
ボトムアップの自己相似的な低次元性構造物を通じて、いわば最小限のセットアップによ
って、細胞系という３次元性を持つ別種のボトムアップ系を制御・統合している。
　他方、上述のような生体そのもののシステム以外にも、人工のシステムにおいて、リジ
ッドな固体系ではないが、ドラム缶様の容器中に充填されたガスという最小限のセットア
ップにおいて、経過時間の空間座標への連続的投影を利用し、フルに３次元的に空間アド
レスを認知するシステムとして第３図に示すようなＴＰＣがあり、本発明者らによりその
開発および優れた性能が報告されている（Ｐ．Ｎｅｍｅｔｈｙ，Ｐ．Ｏｄｄｏｎｅ，Ｎ．
Ｔｏｇｅ，ａｎｄ　Ａ．Ｉｓｈｉｂａｓｈｉ，Ｎｕｃｌｅａｒ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ
　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　２１２（１９８３）２７３－２８０）。
　このＴＰＣについて少し詳しく説明すると、第３図に示すように、ガスの入った円筒形
状のＴＰＣ２１の両端から入射した電子ビーム２２と陽電子ビーム２３とが衝突して新た
な素粒子２４がジェット状に生成する。この素粒子２４の飛跡に沿って生成した電子２５
は、軸方向に一定のドリフト速度で、ＴＰＣ２１の両端にあるセクター２６と呼ばれる２
次元検出器へ到達するので、上記の衝突時刻を起点としたときのセクター２６への到達ま
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での経過時間で軸方向、すなわちｚ方向の位置が分かる。第４図はセクター２６の部分の
拡大図であり、符号２６ａはセンスワイヤー、２６ｂはグリッド、２６ｃはパッド、２６
ｄは電気力線を示す。第４図に示すように、セクター２６のセンスワイヤー２６ａの部分
で電子がアバランシェを引き起こし、それによって電気信号をセンスワイヤー２６ａとそ
の下部に存在するパッド２６ｃとに与えることでｘ、ｙ方向の位置が求まる。こうして３
次元位置が求まるが、ｚ方向の位置は、電子のドリフト速度が一定であることに起因して
上述のように時間情報が空間に投影されている。この特徴からそのシステムはタイムプロ
ジェクション（時間投影）チェンバーと呼ばれ、この空間への時間投影のコンセプトの有
用性を実証するひとつの例となっている。
　セクター２６では、いわばセンスワイヤー２６ａとパッド２６ｃとの間の状態が読み出
されている。つまり、一種の情報読み出しが行われており、局所アドレシングを行ってい
るとみなすことができる。パッド２６ｃの代わりに例えばワイヤーとワイヤーとを近接さ
せて交差させても同様の作用が生じる。第４図では、センスワイヤー２６ａという微小電
極の近傍の電場集中の様子が端的に示されている。強い電場を生じるにはなるべく細いセ
ンスワイヤー２６ａが望ましいが、このようにＴＰＣは時間の空間への投影と、細い構造
体の交差部における電場集中（およびそれに伴なう信号増幅）という２つの重要な特徴を
有している。
　さて、ムーア（Ｍｏｏｒｅ）の法則に代表されるロードマップに沿った展開を示すシリ
コンＬＳＩは、いわゆるトップダウン型のデバイスおよびシステムの代表格であるが、そ
のサイズ上、動作パワー上（環境温度上）、ならびに製造設備投資上の限界が言われてい
るけれども、根本的な解決策は見出されておらず、早晩、限界を迎えると危惧されて久し
い。
　トップダウン型に対するアンチテーゼとしてボトムアップが叫ばれて注目されているが
、その最大の難点は、個別アドレスができないという点である。
　ナノスケールでは、生物由来の機能と非生物由来の機能とが、同じ相互作用機構（究極
的には電磁相互作用）にまで還元できるので、進展の著しいナノテクノロジーは、非生物
と生物とを統合する潜在的重要性を秘めているが、依然として本格的実用化に至っていな
い。
　すなわち、従来技術の延長線上にある微細構造の作製方法は、ＥＵＶや電子線リソグラ
フィーなどを使うものか、分子などを用いるいわゆるボトムアップのものがあるが、両者
をつなぎ、さらには結合によりシナジーを見出そうとするデバイス・システムはない。こ
れは、上述の時間連続投影性と空間等方性とに関する記法に従うと、ボトムアップという
（時間投影性、空間方位性）＝（↑、↑）のシステムとトップダウンという（時間投影性
、空間方位性）＝（↓、↓）のシステムとの両者がまったく正反対の、すなわち↑対↓と
いう性格を持つため、水と油とが相容れないのとまったく同様に、両者の間に接点を見出
すことが難しいことによる。
　ナノスケールの世界と巨視的スケールの世界とをつなぐことは、ナノテクノロジー分野
で今後得られる新しい効果や機能を既存のシリコンベースのＩＴインフラ構造と接続し、
相乗効果を引き出そうとする際に避けて通れない関門である。しかし、未だ嘗て誰もその
接続に十分に成功していないと考えられる。
　ナノテクノロジーを通じてその高度な効能が期待されるボトムアップ物質系はこのよう
にナノスケールで個別アドレシング可能な仕組みがないため、本格的な実用化に至ってい
ない。
　これはすなわち、人工のボトムアップ系では、生体の脳と体組織とを結ぶ神経に相当す
るボトムアップの主体に随伴する制御ラインを設けることに成功していないため、これが
トップダウン・ボトムアップ両系統の接続をこれまで困難にしてきたといえる。
　時間とともに成長して３次元的に構造を張り巡らしアクセスするという生体の神経系の
備える特徴を部分的に満たす、似て非なるシステムとして上述のＴＰＣがある。これは、
電子の一定ドリフト速度に基づく時間連続投影性と、細い導電構造体の交差部における信
号増幅に基づくシステム全体への３次元的なアクセスという２つの重要な特徴を有してい
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るが、このＴＰＣはその内部にガスを含むので、完全な固体デバイスとしては成立してい
ない。
　すでに述べたように、従来、トップダウン系をなす半導体集積回路（例えば、メモリー
）などの２次元構造体の製造には、第１図Ａに示すような一括露光によるパターニングが
用いられる。この場合、分解能はｘ、ｙの２方向に要求されるが、その精度は現在の最高
の分解能でも、生産レベルで７０ｎｍ程度、研究室のチャンピオンデータでも数ｎｍ程度
であり、しかもこれはバルクサイズ全体に亘っては実現されていない。
　また、２次元試料平面とこれに対向する探針との局所空間で観測されているプラズモン
励起による表面増強効果など、有用で興味深い物理現象が観測されているが（二又等、日
本分光学会、平成１４年度春季講演会シンポジウム「顕微振動分光法の最前線」講演要旨
集、ｐｐ．２０－２３）。このような物理現象を担いうるナノ構造体を例えばｍｍ～ｃｍ
のバルクサイズに亘って並列多重化したシステムは存在しない。すなわち、ナノスケール
で稠密な構造を有し、しかも個別アクセスが可能な、ナノ離散化バルクサイズ構造体をな
す物質は存在しない。
　上記の課題の解決は、いわば、水と油とを結ぶところの石鹸の性質（両親媒性）あるい
は細胞系と脳系との間を結ぶところの神経系に相当する資質を備えた接続中間層あるいは
接続プラットフォームを用意することにより達成することができ、特に、人工神経系によ
りボトムアップ系とトップダウン系とをつないだ配置を取ることにより達成することがで
きる。
　より詳細には、（時間投影性、空間方位性）＝（↑、↑）のボトムアップ系と（時間投
影性、空間方位性）＝（↓、↓）のトップダウン系との間に、第３の構造として（時間投
影性、空間方位性）＝（↑、↓）の性質を持つ系を挿入することにより達成することがで
きる。このために、人工のボトムアップ系で神経に相当する随伴ラインを設ける。あるい
は、あらかじめ設けておいた随伴系のそばに自己組織化系を成長させる。
　第５図に示すように、１次元超格子３１の成長を、時間が投影されたものとして起こさ
せる。ここで、１次元超格子３１の成長方向の空間座標は時間の流れをそのまま表してい
るため、これは時間が連続的に空間構造へ投影された系と言える。制御された成長速度、
望ましくは一定の成長速度を用いることにより、時間（座標）による空間構造の連続的な
制御を行う。また、成長方向という特別な方位を存在させることにより、空間構造を一般
に非等方的とすることができる。
　さらに、上記のようにして成長させた１次元超格子３１の薄片化を行う。その意義は次
の点にある。第６図Ａは１次元超格子３１、第６図Ｂは１次元超格子３１をワイヤー化し
た超格子ワイヤー３２、第６図Ｃは１次元超格子３１を薄片化した超格子薄片３３を示す
。第６図Ａ、第６図Ｂおよび第６図Ｃに示すように、１次元超格子３１は確かに成長方向
に時間ｔが織込まれている構造であるが、時間（＝成長方向の軸上の一点）にアクセスす
る際、距離ｒを指定しても面内座標は無限にあること（第６図Ａ）、１次元超格子３１を
ワイヤー化してしまうと、時間（＝成長方向の軸上の一点）を指定した時、その部分は量
子ドットであるため他所からアクセスができない（第６図Ｂ）、といった問題があるのに
対し、１次元超格子３１を薄片化した時には、一義的に位置を決定することができ、かつ
、ｒだけ離れた異なる別の一点（地点）も一義的に定まり、そこから横ラインを通じてア
クセスもできる（第６図Ｃ）。このように、１次元超格子３１の薄片化により、上述の（
↑、↓）の性質を有する系を実現することができる。
　さらに、第７図に示すように、上記の２次元の超格子薄片３３をもうひとつの同様な超
格子薄片３４と互いに９０度方位がずれた状態で重ね合わせる。この超格子薄片の２枚重
ねで擬似的（離散的）な等方性を回復すると同時に、この２枚重ねで２次元格子を形成す
ることにより、ナノサイズにおいて離散的しかし稠密に空間にアクセスする仕組みができ
、これを以って全体で連続的な任意のボトムアップ系に対し個別にアドレスする神経系に
相当するものを人工的に付与することができる。
　第７図に示す構造は、第２図Ａおよび第２図Ｂに示すボトムアップ系が、時間が連続的
に投影された等方的な（方向性のない）構造（これを今第１の構造とする）であり、第１
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図Ａおよび第１図Ｂに示すトップダウン系が、時間が非連続的に投影された非等方的な（
方向性のある）構造（これを今第２の構造とする）であるのと対照的に、丁度それらの中
間の性質を有する、時間が連続的に投影された非等方的な（方向性のある）構造（これを
今第３の構造とする）であり、ボトムアップ系とその連続時間性を、またトップダウン系
とその空間非等方性を共有する。このため、この第３の構造は、ボトムアップ系とトップ
ダウン系との双方に良い親和性を有しており、時間連続投影性および空間等方性具有、つ
まり（↑、↑）なる性質と時間非連続投影性および空間非等方性具有、つまり（↓、↓）
なる性質というまったくの両極端の構造（だからこそそれらの結合がこれまでなされなか
った）を結びつけることができる。
　しかも、第７図に示すように、第３の構造は、上記の超格子薄片を２枚重ね合わせるこ
とで離散的な等方性（擬似等方性）を回復させ、ボトムアップ系に２次元的に完全にアク
セスすることができる。
　さらに、すでに述べたように、従来、トップダウン系をなす半導体集積回路などの２次
元構造体では一括露光によるパターニングが用いられ、分解能はｘ、ｙの２方向に要求さ
れ、しかもその精度は現在の最高の分解能でも、数ｎｍ程度であるのと対照的に、上記の
第３の構造の部分は、時間を空間に投影する手法で形成するため原子層の分解能を持つこ
とができる。このため、たとえボトムアップ部分が分子程度の大きさのユニットからなっ
ていても、そこへ個別アクセスすることが可能となる。
　従来のリソグラフィーの分解能限界を乗り越える手法そのものとして、自己組織化を用
いる試みがなされている。実際、例えば、自己組織化でできた量子ドットや単一分子を使
った２次元メモリでは、数Åオーダーの精度での配列が可能である。しかし、これらの自
己組織化微細構造への独立アクセスに関しては方法がない。金属配線などで外からアクセ
スしようとしても、金属配線をリソグラフィーにより形成するのでは、すでに述べたよう
に、分解能が十分ではない。
　すなわち、トップダウン系で用いられる従来のリソグラフィーでは１原子層オーダーの
分解能はまったく得られておらず、また、ボトムアップのみを用いたのでは（分解能はま
だしも）独立アクセスが不可能であったものが、上記の超格子薄片３３のように、１次元
超格子の成長速度を制御して時間を空間に投影するとともに、これを薄片化して方向性の
自由度を最小に絞った構造を用いることにより、トップダウン系とボトムアップ系とを相
補的につなぐことができ、１原子層オーダーの分解能と独立アクセスとの両方を達成する
ことができる。すでに述べたように、分解能に関しては、第８図に示すように、本発明者
により、ＭＯＣＶＤ法によるＡｌＡｓ／ＧａＡｓ２原子層超格子の成長において成長方向
に１原子層の分解能が得られることが示されている（Ａ．Ｉｓｈｉｂａｓｈｉ，ＭＯＣＶ
Ｄ－ｇｒｏｗｎ　Ａｔｏｍｉｃ　Ｌａｙｅｒ　Ｓｕｐｅｒｌａｔｔｉｃｅｓ，Ｓｐｅｃｔ
ｒｏｓｃｏｐｙ　ｏｆ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ　Ｍｉｃｒｏｓｔｒｕｃｔｕｒｅｓ
，ｅｄｓ．Ｇ．Ｆａｓｏｌ，Ａ．Ｆａｓｏｌｉｎｏ，Ｐ．Ｌｕｇｌｉ，Ｐｌｅｎｕｍ　Ｐ
ｒｅｓｓ，ＮＹ，１９８９）。ここで、第８図Ａ、第８図Ｂおよび第８図Ｃはそれぞれ、
透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）による暗視野像、格子像および回折パターンを示す。
　すでに述べたように、ＭＯＣＶＤの成長機構は本質的に表面拡散とキンク成長とからな
り、第９図に示す電気化学的成長機構と同じである（春山志郎、表面技術者のための電気
化学ｐ．１１２，丸善、東京、２００１）。従って、１次元超格子の成長は電気化学的手
法を用いても時間の関数として行うことができる。つまり、電気化学的手法を用いて第６
図Ａに示すような時間の連続的な流れをそのまま表している１次元超格子を成長させるこ
とができ、連続的時間座標による空間構造の制御を行うことができる。第１図Ａおよび第
１図Ｂに示す一括露光、現像、エッチングという時間軸上の離散的な点での空間構造の制
御に比べ、一桁以上の分解能の向上が可能である。
　このため、上記の方法によれば、微細で離散的かつ稠密な繰り返し構造、例えば、金属
などの導電体ストリップ／誘電体の繰り返し構造を原子層の精度で形成することができる
。
　上記の第３の構造をこのような導電体ストリップ／誘電体の繰り返し構造で形成する場
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合、第１０図Ｃに示すような、導電体ストリップ４１、４２がそれらの面同士が対向する
ように交差していてその交差部の面積が大きい配置ではなく、第１０図Ｂに示すように、
導電体ストリップ４１、４２がそれらのナイフエッジ同士が対向するように交差していて
、その交差部の面積が非常に小さい配置とするのが望ましい。第１０図Ｂの場合、導電体
ストリップ４１、４２の厚さ、すなわちエッジ幅は例えば１～１０ｎｍオーダーであり、
このとき導電体ストリップ４１あるいは導電体ストリップ４２を隔てる誘電体の厚さは例
えば１０～１００ｎｍオーダーである。第１０図Ｂにおいて、符号４５は１辺のサイズが
例えば１～１０ｎｍオーダーの擬０次元スペースを示す。
　第１０図Ｂに示す配置が望ましい理由を以下に示す。
　第１０図Ａは局所的な電磁場による表面増強効果が確認されているＳＰＭ（表面プロー
ブ顕微鏡）の配置を示し、探針４３の先端が試料の表面４４（２次元面）に近接している
。以下、第１０図Ａに示す場合と第１０図Ｂに示す場合とについてナノ空間での電位の空
間分布を計算する。
　第１０図Ａの場合は、鏡映効果を勘案して探針同士が対向している場合として計算する
ことができる。この時の探針の先端間の距離と、第１０図Ｂの交差部の導電体ストリップ
４１と導電体ストリップ４２との間隔は、比較のため同じとする。今、真空中に金属性の
構造物があり、金属部の電位は外から設定しているとすると、空間電荷はゼロであるので
、この場合に解くべきポアッソン方程式は簡単になってラプラス方程式
（∂２／∂ｘ２＋∂２／∂ｙ２＋∂２／∂ｚ２）φ（ｘ，ｙ，ｚ）＝０　　　　　（１）
となる。空間をメッシュ（間隔Δ）に切り差分方程式化すると
φ（ｉ，ｊ，ｋ）に対して、
　∂φ（ｉ，ｊ，ｋ）／∂ｘ＝（φ（ｉ，ｊ，ｋ）－φ（ｉ－１，ｊ，ｋ））／Δ
　∂φ（ｉ，ｊ，ｋ）／∂ｙ＝（φ（ｉ，ｊ，ｋ）－φ（ｉ，ｊ－１，ｋ））／Δ
　∂φ（ｉ，ｊ，ｋ）／∂ｚ＝（φ（ｉ，ｊ，ｋ）－φ（ｉ，ｊ，ｋ－１））／Δ
となる。例えば、ｘについては、
　∂２φ／∂ｘ２＝（φ’（ｉ＋１，ｊ，ｋ）－φ’（ｉ，ｊ，ｋ））／Δ＝（（φ（ｉ
＋１，ｊ，ｋ）－φ（ｉ，ｊ，ｋ））／Δ－（φ（ｉ，ｊ，ｋ）－φ（ｉ－１，ｊ，ｋ）
）／Δ）／Δ＝（（φ（ｉ＋１，ｊ，ｋ）＋φ（ｉ－１，ｊ，ｋ）－２φ（ｉ，ｊ，ｋ）
）／Δ２

となる。同様にして∂２φ／∂ｙ２、∂２φ／∂ｚ２を求めて（１）式に代入すると結局
０＝（（φ（ｉ＋１，ｊ，ｋ）＋φ（ｉ－１，ｊ，ｋ）－２φ（ｉ，ｊ，ｋ））／Δ２＋
（（φ（ｉ，ｊ＋１，ｋ）＋φ（ｉ，ｊ－１，ｋ）－２φ（ｉ，ｊ，ｋ））／Δ２＋（（
φ（ｉ，ｊ，ｋ＋１）＋φ（ｉ，ｊ，ｋ－１）－２φ（ｉ，ｊ，ｋ））／Δ２

となる。以上をまとめると
φ（ｉ，ｊ，ｋ）＝（φ（ｉ＋１，ｊ，ｋ）＋φ（ｉ－１，ｊ，ｋ）＋（φ（ｉ，ｊ＋１
，ｋ）＋φ（ｉ，ｊ－１，ｋ）＋（φ（ｉ，ｊ，ｋ＋１）＋φ（ｉ，ｊ，ｋ－１））／６
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
という漸化式を回すことによってラプラス方程式の解が求まる。
　第１０図Ａの配置における境界条件を入れて（２）式を用いて計算すると第１１図～第
１４図に示す電位分布が得られる。ここで、第１１図～第１４図の各番号（１～１２）は
探針の先端間の空間座標を表し、０と１２が探針の先端の位置である。第１１図～第１４
図の各ａ図においては、ｚ軸はフルスケール１０００（任意単位）で固定であり、各ｂ図
においては、電位の大きさによってスケーリングを行って縦軸を描いてある。
　同様にして第１０図Ｂの場合、すなわち導電体ストリップ４１、４２のナイフエッジ同
士が対向している場合について計算すると、第１５図～第１８図に示す電位分布が得られ
る。第１５図～第１８図でも上記と同じく、各番号は導電体ストリップ４１、４２のナイ
フエッジ間の空間座標を表し、０と１２がナイフエッジの先端の位置である。また、上記
と同じく、第１５図～第１８図の各ａ図においては、ｚ軸はフルスケール１０００（任意
単位）で固定であり、各ｂ図においては、電位の大きさによってスケーリングを行って縦
軸を描いてある。
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　第１１図～第１４図と第１５図～第１８図とを比較すると、第１０図Ａに示す場合およ
び第１０図Ｂに示す場合ともに、交差部の断面積は０次元であることを反映して、中間地
点付近では似たような電位変化、すなわち急峻な電場変化をしていることが分かるが、第
１２図の番号５から第１３図の番号７への変化量と、第１６図の番号５から第１７図の番
号７への変化量とを比較すると、同じ電位を与えた場合でも、探針の先端同士が対向して
いる場合よりもむしろ、導電体ストリップ４１、４２のナイフエッジ同士が十字状に交差
して対向している場合の方が、単位長さあたりの電場変化が大きく、強い量子効果を引き
出すことができることを示唆している。
　第１１図～第１４図に見られるように、対向探針間のポテンシャルは両探針の先端を結
ぶ軸の方向（図中、上下方向）に対称であり、また、その軸の周りに回転対称であるのに
対し、ナイフエッジの十字交差配置では、第１６図および第１７図に見られるように、中
間点付近でポテンシャルが鞍点状の特異な形状となる。すなわち、上下非対称であり、２
回回転対称性と、π／４回転＋上下反転の対称操作に対する不変性とを有する。すなわち
、Ｄ２ｄ対称性を持つ。これらは、十字交差部にはさまれる分子の配置・荷電対称性を制
御して新しい量子機能を引き出すための良いツールとすることができる。また、交差角を
９０度からずらすことにより、Ｄ２対称性へとブレークダウンすることもできる。
　また、第６図Ｃあるいは第７図に示す構造において、１次元超格子３１を導電体層と誘
電体層との周期構造体とし、その導電体層の厚さを十分に小さくすることにより、第１０
図Ｂに示す構造および第１５図～第１８図に示す電位分布を実現することができることが
分かる。
　これにより、上記の第３の構造において、表面増強効果を引き起こすようなサイトを超
多重並列に並べることができる。この場合、表面プローブ顕微鏡のヘッドを多数並べた構
造の多重並列表面プローブの場合とまったく異なり、稼動部がない点が大きなメリットで
ある。また、超格子薄片として例えば厚さが１～１００μｍのものを用いることにより、
導電体ストリップ４１、４２を極めて細くすることができ、かつ、導電体ストリップ４１
、４２の高い導電性と薄片面の平坦性とを維持することができる。
　例えば、第１０図Ｂに示す導電体ストリップ４１、４２の交差部の擬０次元スペース４
５にボトムアップ物質を設けると、この第３の構造におけるｘ、ｙ交差系をなす導電体ス
トリップ４１、４２を人工神経ラインとして、例えばこの第３の構造の外側に設けた従来
のシリコンＬＳＩ系とそのボトムアップ物質とをつないで新規の機能を得ることも可能と
なる（例えば、特開２０００－２１６４９９号公報、国際公開第０２／３５６１６号パン
フレット）。
　導電体ストリップ４１、４２、より一般的には導電ラインは、電子を媒体としているの
で、相互作用が伝わる速さが極めて速い。他方、ボトムアップ領域の変化、特に原子の配
置（コンフィグレーション）の変化（官能基の位置変化など）は慣性質量が大きいため、
速さはかなり遅い。通常、両者の速さの間には一桁以上（一般には数桁）の差がある。従
って、第７図に概念的に示した配置を実物質を用いて実現した一例である第１９図に示す
構造はナノスケールで離散化されたバルクサイズ時空間系であり、各導電ラインの交差部
にはさまれた原子・分子とラインを流れる電子（または正孔）とを断熱近似的に扱うこと
ができる。すなわち、第１９図は金属と誘電体との周期構造体からなる２枚の超格子薄片
を互いに９０度方位がずれた状態で重ね合わせたものであり、金属からなる導電体ストリ
ップ４１、４２の交差部の擬０次元スペース４５にボトムアップ物質が設けられる。導電
体ストリップ４１は誘電体層４６で分離され、導電体ストリップ４２は誘電体層４７で分
離されている。第１９図には、この系がメモリであるとした場合に記憶密度１Ｔｂ／ｉｎ
２に相当する各部の寸法の例を記載した。
　通常、原子団・分子団の相互作用は最近接のものを通じて漣が立つように、いわば近接
場的に伝わる。しかし、第１９図に示す系では、導電ラインを通じて原子・分子にとって
は瞬時に、いわば遠隔作用的にやり取りが起こる。系が隅々までを「知っている」ことが
臨界状態の本質のひとつであるので、この第１９図に示す系は、従来の物質にない（例え
ば、連続系に対し離散系であるセルラーオートマトン（例えば、（Ｓ．Ｗｏｌｆｒａｍ，
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Ａ　Ｎｅｗ　Ｋｉｎｄ　ｏｆ　Ｓｃｉｅｎｃｅ，ｐｐ．５１－８１，Ｗｏｌｆｒａｍ　Ｍ
ｅｄｉａ　Ｉｎｃ．，ＩＬ，ＵＳＡ，２００２）参照のこと）がそうであるように）「臨
界状態」に親しい新物質ということができる。そして、この系に現れると期待される変調
された自己組織化臨界現象や自発的対称性の破れを通じてナノ構造物理の新側面を現出さ
せることができる。すなわち、局所的かつ個別的にアドレスすることの可能なナノ構造体
を大局的サイズで得ることによって微視的世界と巨視的世界とをつなぐとともに新しい量
子機能を創出することができる。
　この発明は上記の考察に基づいて案出されたものであり、上記の考察、後に記述する発
明の実施の形態などにより裏付けられるものである。
　すなわち、上記課題を解決するために、第１の発明は、
　導電体層と当該導電体層の厚さ以上の厚さを有する非金属層との周期構造体からなる薄
片を有し、当該薄片に交差する方向から光を入射させる（アクセスさせる）ことを特徴と
する機能素子である。
　この機能素子は、時間が連続的に織り込まれた構造において、織り込まれた方向に直交
する方向から、当該構造にアクセスすることを特徴とする機能素子の一例である。
　ここで、好適には、薄片に直交する方向から光を入射させる。また、導電体層は最も好
適には金属層である。導電体層は、典型的にはストリップ状またはリボン状である。この
機能素子が例えば太陽電池である場合には、この金属層としてアノード電極とカソード電
極とを用い、非金属層としては半導体層を用いる。
　第２の発明は、
　導電体層と当該導電体層の厚さ以上の厚さを有する非金属層との周期構造体からなる薄
片を有し、当該薄片に交差する方向に、少なくとも一部、電子を流すことを特徴とする機
能素子である。
　ここで、典型的には、導電体層の幅方向に沿う方向に電子を流す。導電体層は最も好適
には金属層であり、典型的にはストリップ状またはリボン状である。
　第３の発明は、
　導電体層と当該導電体層の厚さ以上の厚さを有する非金属層との周期構造体からなる薄
片をその層が互いに交差し、かつ、導電体層のエッジ同士が所定の機能物質を介して対向
するように少なくとも２枚重ねた構造を含むことを特徴とする機能素子である。
　ここで、導電体層は最も好適には金属層であり、典型的にはストリップ状またはリボン
状である。
　第４の発明は、
　複数の導電体層がそれらのエッジを対向させて互いに交差し、かつ、導電体層のエッジ
同士が所定の機能物質を介して対向する構造を含むことを特徴とする機能素子である。
　第１～第４の発明において、導電体層は、典型的にはストリップ状またはリボン状であ
る。また、導電体層の厚さは、一般的には０．２ｎｍ以上１００ｎｍ以下あるいは１ｎｍ
以上１００ｎｍ以下あるいは０．２ｎｍ以上６０ｎｍ以下、好適には０．２ｎｍ以上３０
ｎｍ以下、非金属層の厚さは、一般的には０．２ｎｍ以上２００μｍ以下、典型的には０
．２ｎｍ以上５０μｍ以下である。
　第５の発明は、
　厚さが０．２ｎｍ以上１００ｎｍ以下の導電体層と当該導電体層の厚さ以上の厚さを有
する誘電体層との周期構造体からなる薄片をその層が互いに交差し、かつ、導電体層のエ
ッジ同士が所定の記憶媒体を介して対向するように少なくとも２枚重ねた構造を含むこと
を特徴とする記憶素子である。
　ここで、導電体層は、典型的にはストリップ状またはリボン状である。また、導電体層
の厚さは好適には１ｎｍ以上１００ｎｍ以下あるいは０．２ｎｍ以上６０ｎｍ以下、好適
には０．２ｎｍ以上３０ｎｍ以下、誘電体層の厚さは一般的には０．２ｎｍ以上２００μ
ｍ以下、典型的には０．２ｎｍ以上５０μｍ以下である。記憶媒体は、例えば絶縁膜また
はナノブリッジ構造である。記憶素子は、典型的には、読み出し専用記憶素子（ＲＯＭ）
である。交差部に記憶される情報（データ）の読み出しは、対角線（最長の対角線のみな



(13) JP WO2006/035610 A1 2006.4.6

10

20

30

40

50

らず、折れ線状の部分対角線も含む）上の複数個の交差部に亘る並列読み出し（（ほぼ）
同時読み出し、あるいは（ほぼ）同時アクセス）により行うこともでき、このようにする
と高速の読み出しが可能である。
　第６の発明は、
　絶縁体層と強磁性体層との周期構造体からなる薄片をその強磁性体層のエッジ同士が対
向するように少なくとも２枚、その間に厚さが０．２ｎｍ以上１０ｎｍ以下のトンネル絶
縁体層をはさんで重ねた構造を含むことを特徴とする磁気記録素子である。
　ここで、トンネル絶縁体層および強磁性体層としては種々のものを用いることができる
が、具体的には、トンネル絶縁体層として例えばＡｌ２Ｏ３膜、強磁性体層として例えば
Ｃｏ膜を用いる。絶縁体層および強磁性体層は、典型的にはストリップ状またはリボン状
である。
　第７の発明は、
　アノード電極とカソード電極とが、間に半導体層をはさんで渦巻き状に形成され、全体
として板状の形状を有することを特徴とする太陽電池である。
　ここで、半導体層は、光電変換が可能であり、渦巻き状に形成することに支障がない限
り、基本的にはどのようなものであってもよいが、典型的には、アモルファスシリコン層
などの無機半導体層または有機半導体層である。この太陽電池の形状は問わないが、典型
的には円形、三角形または六角形の形状を有する。アノード電極およびカソード電極は、
典型的にはストリップ状またはリボン状である。
　第８の発明は、
　厚さが０．５ｎｍ以上１０ｎｍ以下の金属層と誘電体層との周期構造体からなる薄片を
少なくとも１枚有することを特徴とする触媒反応装置である。
　ここで、金属層は例えばＡｕ膜、Ｐｄ膜、Ｐｔ膜などであり、誘電体層はＴｉＯ２膜や
ＳｉＯ２膜などの酸化膜である。金属層は、典型的にはストリップ状またはリボン状であ
る。薄片は、反応ガスとの接触面積を増して触媒作用を高める観点より、好適には複数枚
、間隔をあけて積層する。
　第９の発明は、
　光電変換層が渦巻き状または同心形状に形成され、全体として板状の形状を有し、この
板に交差する方向から光を入射させる光電変換素子であって、
　上記板の厚さ方向に上記光電変換層の光電変換可能な光の波長が段階的および／または
連続的に変化していることを特徴とするものである。
　典型的には、第１の電極と第２の電極とが、間に光電変換層をはさんで渦巻き状または
同心形状に形成される。また、典型的には、第１の電極および第２の電極のうちの少なく
とも一方、通常は少なくともアノード電極が、板の厚さ方向に互いに分離して設けられた
複数の電極からなる。また、典型的には、板の光入射面から厚さ方向に光電変換層の光電
変換可能な光の波長が段階的に増加しており、第１の電極および第２の電極のうちの少な
くとも一方が、板の厚さ方向に上記の各段階に対応した位置に互いに分離して設けられた
複数の電極からなる。光電変換層は、典型的には、ｐ型半導体層とｎ型半導体層とからな
るｐｎ接合である。これらのｐ型半導体層およびｎ型半導体層は、無機半導体、有機半導
体のいずれであってもよく、典型的には、板の厚さ方向に組成傾斜した無機半導体または
有機半導体からなる。典型的には、板の光入射面から厚さ方向にｐ型半導体層およびｎ型
半導体層のバンドギャップが段階的および／または連続的に減少している。第１の電極お
よび第２の電極の厚さは必要に応じて決められるが、典型的にはそれぞれ０．２ｎｍ以上
１００ｎｍ以下である。また、光電変換層の厚さも必要に応じて決められるが、典型的に
は１０ｎｍ以上１００ｎｍ以下である。光電変換層は、公知の色素増感湿式太陽電池と同
様に、色素を担持した半導体光電極とこの半導体光電極と接した電解質層とこの電解質層
と接した対極とにより構成してもよい。電解質層としては、好適には固体電解質層が用い
られる。この固体電解質層は印刷や塗布などにより形成することができる。半導体光電極
としては、典型的には、酸化チタン（例えば、アナターゼ型構造のもの）などの金属酸化
物からなるものが用いられる。典型的には、板の光入射面から厚さ方向に半導体光電極に
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担持させる色素の種類を変え、この色素が吸収する光の波長を段階的に増加させる。より
具体的には、板の光入射面から厚さ方向に、半導体光電極に担持させる色素を、短波長の
光を吸収するものから長波長の光を吸収するものへと段階的に変化させる。この光電変換
素子の形状は問わないが、典型的には円形、三角形または六角形の形状を有する。
　第１０の発明は、
　発光層が渦巻き状または同心形状に形成されたことを特徴とする発光素子である。
　この発光素子は、典型的には、板状の形状を有し、具体的には、例えば円形、三角形ま
たは六角形の形状を有する。この発光素子を単色発光とする場合、発光層には単一のバン
ドギャップを有する発光材料を用いる。これに対して、白色発光あるいは複数色発光とす
る場合、この発光素子においては、典型的には、発光層のバンドギャップの制御により、
板の厚さ方向に発光層の発光可能な光の波長が段階的および／または連続的に変化してい
る。また、典型的には、第１の電極と第２の電極とが、間に発光層をはさんで渦巻き状ま
たは同心形状に形成される。また、典型的には、第１の電極および第２の電極のうちの少
なくとも一方が、板の厚さ方向に互いに分離して設けられた複数の電極からなる。また、
典型的には、板の一主面から厚さ方向に発光層の発光可能な光の波長が段階的に変化して
おり、第１の電極および第２の電極のうちの少なくとも一方が、板の厚さ方向に上記の各
段階に対応した位置に互いに分離して設けられた複数の電極からなる。典型的には、発光
層はｐ型半導体層とｎ型半導体層とからなるｐｎ接合である。これらのｐ型半導体層およ
びｎ型半導体層は、無機半導体、有機半導体のいずれであってもよく、典型的には、板の
厚さ方向に組成傾斜した無機半導体または有機半導体からなる。典型的には、板の一主面
から厚さ方向にｐ型半導体層およびｎ型半導体層のバンドギャップが段階的および／また
は連続的に変化している。第１の電極および第２の電極の厚さは必要に応じて決められる
が、典型的にはそれぞれ０．２ｎｍ以上１００ｎｍ以下である。また、発光層の厚さも必
要に応じて決められるが、典型的には１０ｎｍ以上１００ｎｍ以下である。
　上記課題は、より一般的には、以下のようにして解決することが可能である。
　すなわち、第１１の発明は、
　局所的な相互作用により形成される第１の構造と予め設定された大局的な規則により形
成された第２の構造とが、非等方的な構造を有する第３の構造を介して結合されてなるこ
とを特徴とする機能素子である。
　第１２の発明は、
　第１の構造と第２の構造とが第３の構造を介して結合されてなる機能素子の製造方法で
あって、
　第３の構造を非等方的な構造を有するように形成する工程と、
　第２の構造を予め設定された大局的な規則により形成する工程と、
　第１の構造を局所的な相互作用により形成する工程とを有することを特徴とするもので
ある。
　第１３の発明は、
　局所的な相互作用により形成される第１の構造と予め設定された大局的な規則により形
成された第２の構造とが、非等方的な構造を有する第３の構造を介して結合されてなる機
能素子を用いたことを特徴とする機能システムである。
　第１１、第１２および第１３の発明においては、例えば、第１の構造が自律分散型相互
作用により形成されたものであり、第２の構造が予め設定された大局的な設計ルールによ
り形成されたものであり、第３の構造が非等方的な周期構造を有する平面または曲面から
なるものである。あるいは、第１の構造が自律分散型相互作用により形成されたものであ
り、第２の構造が予め設定された大局的な設計ルールにより形成されたものであり、第３
の構造が非等方的な周期構造を有する面を複数交差させて重ねたものである。
　第１４の発明は、
　時間が連続的に投影された等方的な第１の構造と時間が不連続的に投影された非等方的
な第２の構造とが、非等方的な周期構造を有する第３の構造により結合されてなることを
特徴とする機能素子である。
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　第１５の発明は、
　第１の構造と第２の構造とが第３の構造を介して結合されてなる機能素子の製造方法で
あって、
　第３の構造を非等方的な構造を有するように形成する工程と、
　第２の構造を時間が不連続的に投影された非等方的なものとして形成する工程と、
　第１の構造を時間が連続的に投影された等方的なものとして形成する工程とを有するこ
とを特徴とするものである。
　第１６の発明は、
　時間が連続的に投影された等方的な第１の構造と時間が不連続的に投影された非等方的
な第２の構造とが、非等方的な周期構造を有する第３の構造により結合されてなる機能素
子を用いたことを特徴とする機能システムである。
　第１４、第１５および第１６の発明においては、例えば、第３の構造が非等方的な周期
構造を有する面を複数交差させて重ねたものである。
　第１７の発明は、
　時間が連続的に投影された等方的な第１の構造と時間が不連続的に投影された非等方的
な第２の構造とが、時間が連続的に投影された非等方的な第３の構造により結合されてな
ることを特徴とする機能素子である。
　第１８の発明は、
　第１の構造と第２の構造とが第３の構造を介して結合されてなる機能素子の製造方法で
あって、
　第３の構造を時間が連続的に投影された非等方的なものとして形成する工程と、
　第２の構造を時間が不連続的に投影された非等方的なものとして形成する工程と、
　第１の構造を時間が連続的に投影された等方的なものとして形成する工程とを有するこ
とを特徴とするものである。
　第１９の発明は、
　時間が連続的に投影された等方的な第１の構造と時間が不連続的に投影された非等方的
な第２の構造とが、時間が連続的に投影された非等方的な第３の構造により結合されてな
る機能素子を用いたことを特徴とする機能システムである。
　第１７、第１８および第１９の発明においては、例えば、第３の構造が、時間が連続的
に投影された非等方的な２次元構造をその方向性をずらして少なくとも二つ重ねて擬似的
に等方性を回復したものである。
　第２０の発明は、
　ボトムアップで形成された第１の構造とトップダウンで形成された第２の構造とが、非
等方的な周期的な第３の構造を介して結合されてなることを特徴とする機能素子である。
　第２１の発明は、
　第１の構造と第２の構造とが第３の構造を介して結合されてなる機能素子の製造方法で
あって、
　第３の構造を非等方的な周期的なものとして形成する工程と、
　第２の構造をトップダウンで形成する工程と、
　第１の構造をボトムアップで形成する工程とを有することを特徴とするものである。
　第２２の発明は、
　ボトムアップで形成された第１の構造とトップダウンで形成された第２の構造とが、非
等方的な周期的な第３の構造を介して結合されてなる機能素子を用いたことを特徴とする
機能システムである。
　第２０、第２１および第２２の発明においては、例えば、第１の構造が自己組織化によ
るボトムアップで形成されたものであり、第２の構造がトップダウンで形成された集積回
路（半導体集積回路など）であり、第３の構造が、時間が連続的に投影された非等方的な
２次元構造を複数交差させて重ねて擬似的に等方性を回復したものである。
　第２３の発明は、
　自己相似性またはフラクタル構造を有する第１の構造とトップダウンで形成された集積
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回路からなる第２の構造とが、非等方的な周期構造を有する第３の構造により結合されて
なることを特徴とする機能素子である。
　第２４の発明は、
　第１の構造と第２の構造とが第３の構造を介して結合されてなる機能素子の製造方法で
あって、
　第３の構造を非等方的な周期構造を有するように形成する工程と、
　第２の構造をトップダウンで集積回路として形成する工程と、
　第１の構造を自己相似性またはフラクタル構造を有するものとして形成する工程とを有
することを特徴とするものである。
　第２５の発明は、
　自己相似性またはフラクタル構造を有する第１の構造とトップダウンで形成された集積
回路からなる第２の構造とが、非等方的な周期構造を有する第３の構造により結合されて
なる機能素子を用いたことを特徴とする機能システムである。
　第２３、第２４および第２５の発明においては、例えば、第３の構造が、非等方的な周
期構造を有する面を複数交差させて重ねたものであり、また、集積回路は半導体集積回路
などである。
　第１１～第２５の発明において、第３の構造は、例えば、厚さが０．２ｎｍ以上６０ｎ
ｍ以下、好適には０．２ｎｍ以上３０ｎｍ以下、典型的には１～１０ｎｍオーダーの導電
体層と厚さが０．２ｎｍ以上５０μｍ以下、典型的には０．２ｎｍ以上６００ｎｍ以下、
より典型的には１０～１００ｎｍオーダーの誘電体層との周期構造体からなる薄片をその
層が互いに交差するように少なくとも２枚重ねた構造を有する。
　また、非等方的な構造は、単一の空間周波数を有するものであっても、複数の空間周波
数を有するものであってもよい。さらに、非等方的な構造は、例えば、相互作用が伝わる
特徴的な時間に１桁以上の差がある互いに異なる性質を有する複数種の相互作用または物
理現象の担体を有し、注目している相互作用または物理現象についてそのホストとなる物
質の系において、速い相互作用時間または物理現象時間で特徴付けられる担体（例えば、
電子）に対応する第１のホスト物質により、遅い相互作用または物理現象で特徴付けられ
る担体（例えば、原子または分子）に対応する第２のホスト物質が、１ｎｍ以上１００ｎ
ｍ以下のスケールのオーダー（例えば、０．２ｎｍ以上６００ｎｍ以下）で離散化された
ものである。また、この場合、例えば、第１のホスト物質について、全体システムの内部
の任意の位置に対して、これと連結しているこの第１のホスト物質が、少なくとも１箇所
、このシステムを囲む１次元ラインまたは曲線上に存在するか、露出している。
　第３の構造に導電体層と誘電体層との繰り返し構造を用いる場合、導電体層に接触する
両側の誘電体層の性質は互いに同一であっても異なっていてもよい。
　典型的な一つの例では、トップダウンで製造された集積回路（半導体集積回路など）か
らなる第２の構造と第１の構造および第３の構造の結合体とがこの結合体の辺縁に存在す
る直線または曲線状の一次元構造をインターフェース領域として結合する。
　第２６の発明は、
　第１１、第１４、第１７、第２０、第２３の発明における第３の構造が３層以上積層さ
れてなることを特徴とする機能材料である。
　第２７の発明は、
　第１１、第１４、第１７、第２０、第２３の発明における第１の構造および第３の構造
からなる積層体が２層以上積層されてなることを特徴とする機能材料である。
　第２８の発明は、
　ストリップ状の導電体層と誘電体層との周期構造体からなる薄片をその層が互いに交差
するように、かつ、導電体層のエッジ同士が対向するように少なくとも２枚重ねた構造を
含むことを特徴とする機能素子である。
　第２９の発明は、
　ストリップ状の導電体層と誘電体層との周期構造体からなる薄片をその層が互いに交差
し、かつ、導電体層のエッジ同士が対向するように少なくとも２枚重ねた構造を含むこと
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を特徴とする機能材料である。
　第３０の発明は、
　厚さが０．２ｎｍ以上６０ｎｍ以下のストリップ状の導電体層とこの導電体層の厚さ以
上の厚さを有する誘電体層との周期構造体からなる薄片をその層が互いに交差し、かつ、
導電体層のエッジ同士が対向するように少なくとも２枚重ねた構造を含むことを特徴とす
る機能素子である。
　第３１の発明は、
　厚さが０．２ｎｍ以上６０ｎｍ以下のストリップ状の導電体層とこの導電体層の厚さ以
上の厚さを有する誘電体層との周期構造体からなる薄片をその層が互いに交差し、かつ、
導電体層のエッジ同士が対向するように少なくとも２枚重ねた構造を含むことを特徴とす
る機能材料である。
　第３０および第３１の発明において、導電体層の厚さは好適には０．２ｎｍ以上３０ｎ
ｍ以下、誘電体層の厚さは一般的には０．２ｎｍ以上２００μｍ以下、典型的には０．２
ｎｍ以上５０μｍ以下である。
　第３２の発明は、
　非等方的な構造が、相互作用が伝わる特徴的な時間に１桁以上の差がある互いに異なる
性質を有する複数種の相互作用または物理現象の担体を有し、注目している相互作用また
は物理現象についてそのホストとなる物質の系において、速い相互作用時間または物理現
象時間で特徴付けられる担体に対応する第１のホスト物質により、遅い相互作用または物
理現象で特徴付けられる担体に対応する第２のホスト物質が、１ｎｍ以上１００ｎｍ以下
のスケールのオーダーで離散化されていることを特徴とする機能素子である。
　第３３の発明は、
　非等方的な構造が、相互作用が伝わる特徴的な時間に１桁以上の差がある互いに異なる
性質を有する複数種の相互作用または物理現象の担体を有し、注目している相互作用また
は物理現象についてそのホストとなる物質の系において、速い相互作用時間または物理現
象時間で特徴付けられる担体に対応する第１のホスト物質により、遅い相互作用または物
理現象で特徴付けられる担体に対応する第２のホスト物質を、１ｎｍ以上１００ｎｍ以下
のスケールのオーダーで離散化することを特徴とする機能素子の製造方法である。
　第３４の発明は、
　非等方的な構造が、相互作用が伝わる特徴的な時間に１桁以上の差がある互いに異なる
性質を有する複数種の相互作用または物理現象の担体を有し、注目している相互作用また
は物理現象についてそのホストとなる物質の系において、速い相互作用時間または物理現
象時間で特徴付けられる担体に対応する第１のホスト物質により、遅い相互作用または物
理現象で特徴付けられる担体に対応する第２のホスト物質が、１ｎｍ以上１００ｎｍ以下
のスケールのオーダーで離散化された機能素子を用いたことを特徴とする機能システムで
ある。
　第２６～第３４の発明においては、その性質に反しない限り、第１１～第２５の発明に
関連して述べたことが成立する。
　さらに、第１１～第３４の発明においては、その性質に反しない限り、第１～第１０の
発明に関連して述べたことが成立する。
　上述のように構成されたこの発明によれば、局所的な相互作用により形成される第１の
構造と予め設定された大局的な規則により形成された第２の構造とを、非等方的な構造を
有する第３の構造を介して結合することにより、従来困難であったトップダウン系とボト
ムアップ系との統合を容易に行うことができる。
　上記の種々の素子は、以下の新規なクリーンユニットあるいはクリーンユニットシステ
ムを用いることにより、巨大でかつ設備コストが高い従来のクリーンルームを用いること
なく、高い歩留まりで製造することができる。
　すなわち、第３５の発明は、
　クリーンな環境に維持することができる作業室と、
　作業室の後部、上部および下部のうちの少なくとも一つならびに少なくとも一方の側部
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にそれぞれ設けられた連結部とを有することを特徴とするクリーンユニットである。
　作業室の連結部を後部、上部、下部および二つの側部のどこに設けるかは、クリーンユ
ニットを二次元的（平面的）または三次元的（立体的）にどのように配置するかに応じて
適宜決められる。例えば、クリーンユニットを水平面内に配置する場合、連結の自由度を
大きくし、クリーンユニットシステムのフレキシビリティーを高めるためには、好適には
、連結部は、作業室の後部および両側部にそれぞれ設けられる。この場合、一つのクリー
ンユニットに対し、後部および両側部に合計三つのクリーンユニットを連結することが可
能である。また、クリーンユニットを鉛直面内に配置する場合、連結の自由度を大きくし
、クリーンユニットシステムのフレキシビリティーを高めるためには、好適には、連結部
は、作業室の上部または下部および両側部にそれぞれ設けられる。この場合、一つのクリ
ーンユニットに対し、上部または下部および両側部に合計三つのクリーンユニットを連結
することが可能である。連結部は、一般的には、作業室の壁に設けられた開口部とこの開
口部を開閉可能に設けられた遮断板とを有する。この遮断板は、開閉可能である限り、基
本的にはどのようなものであってもよいが、典型的には、引き戸や扉などである。この遮
断板の開閉は、手動で行ってもよいし、光センサーなどのセンサーを作業室内部に取り付
けるとともに、遮断板の開閉機構を設け、オペレーターの手や試料が遮断板に近づいた時
に自動的に開閉するようにしてもよい。また、作業室にベルトコンベアーなどの搬送機構
を設け、入り口と出口との間でこの搬送機構により試料を搬送する場合には、試料が搬送
機構により出口付近まで搬送された時、これをセンサーにより検知して遮断板を開閉機構
により開閉するようにしてもよい。遮断板または作業室の壁面にパッキンなどのシール部
材を設けて遮断時の気密性を高めるようにしてもよい。
　作業室は、その中でどのような作業（あるいはプロセス）を行うかによっても異なるが
、クリーンな環境において化学プロセス、化学反応、結晶成長、バイオプロセスなどを実
行するような場合、典型的には排気ダクト、および送風動力を有しないパッシブな防塵フ
ィルターを有する。これらの排気ダクトおよび防塵フィルターは、典型的には作業室の上
部に設置される。この場合、一般的には、クリーンユニットは密閉タイプであるが、これ
に限定されるものではない。これに対し、作業室内で非化学プロセス（例えば、表面プロ
ーブ顕微鏡による物理測定や検査やアセンブル（組立）作業）を実行するような場合、作
業室は、典型的には、圧力制御用などの通風孔および送風動力を有するアクティブな防塵
フィルター（例えば、ＨＥＰＡフィルターやＵＬＰＡフィルターなど）を有する。典型的
には、防塵フィルターは作業室の上部に設けられ、通風孔は作業室の側壁下部に設けられ
る。この場合、一般的には、クリーンユニットは、通風孔により作業室の内部圧力を制御
する開放系タイプであるが、これに限定されるものではない。作業室には、圧力制御用な
どの通風孔に加えて、配線などを通すためなどの目的で一つまたは二つ以上の孔が設けら
れることがある。作業室から流出する気体が、活性炭などを用いた吸着装置または除害装
置またはそれらの両方を経た後、アクティブな防塵フィルターの入り口に入るように構成
し、さらに、好適には吸着装置および／または除害装置に外界に繋がる排気ダクトを設け
ることで、気体中に含まれる有害微粒子などを吸着し、あるいは有害ガスを無害化してか
ら外部に排出するようにすることにより、有害微粒子や有毒ガスなどの発生を伴うバイオ
プロセス（細胞培養、細胞融合、遺伝子組み替え、植物体育成、形質改変など）や化学プ
ロセスなどにも適用することができる。また、通風孔から流出する気体がアクティブな防
塵フィルターの入り口に入るように構成することにより、同じ防塵フィルターを用いてい
ながら、作業室の清浄度の大幅な向上を図ることができる。作業室の清浄度の向上の観点
からは、最も好適には、作業室の通風孔などから流出する気体の全て（１００％）がアク
ティブな防塵フィルターの入り口に入るように構成されるが、必ずしもそのようにする必
要はなく、流出する気体の一部がアクティブな防塵フィルターの入り口に入るように構成
するだけでも効果を得ることができる。典型的には、作業室に直結された気密性を有する
管がアクティブな防塵フィルターの入り口に繋がっていることにより気体が循環するよう
に構成され、かつ気密性を有するようにする（ターボシステム）。作業室は、必要に応じ
て作業用のグローブを有し、これは通常、作業室の前部に設けられる。
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　クリーンユニットは、例えば、ナノテクノロジープロセスユニットやバイオテクノロジ
ープロセスユニットであり、各種のプロセスに用いることができる。
　クリーンユニットは、例えばドラフト、クリーンベンチ、グローブボックスなどである
が、これに限定されるものではない。
　クリーンユニットの作業室の形状は種々の形状であってよく、必要に応じて選ばれるが
、具体例を挙げると、直方体状または立方体状、直方体または立方体を変形した形状、球
状、半球状、楕円体状、円筒状などであってよい。また、作業室の内部の大きさは、基本
的には使用目的などに応じて設計により適宜決定するものであるが、例えば、オペレータ
ーがグローブなどを用いて作業室の内部で各種の作業（プロセスの実行、クリーニングな
どのメンテナンスの実施など）を行うことができるようにするためには、作業室内に外部
から手を入れて作業空間のほぼ全体に届く大きさであることが望ましく、一般的には幅、
高さ、奥行きとも１ｍ以内に選ばれる。一方、作業室の大きさがあまりに小さすぎると、
作業に支障を来すおそれがあるため、一般的には３０ｃｍ程度以上に選ばれる。作業室内
に外部から手を入れて作業を行う必要がない場合、例えば作業を自動化する場合、あるい
はクリーンユニットを試料などを入れたまま携帯する場合などには、作業室の大きさをよ
り小さくすることが可能である。
　作業室は、板状のハードな部材により構成するほか、風船あるいはバルーン状のソフト
な材料を用いて構成してもよい。
　クリーンユニットの内部には、使用目的に応じて、コンパクトな装置を収めることがで
きる。この装置は、具体的には、例えば、後述のような各種のプロセス装置、ラッピング
装置、解析装置（例えば、光学顕微鏡、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）、原子間力顕微鏡（
ＡＦＭ）などの走査プローブ顕微鏡（ＳＰＭ）など）、反応装置、マイクロケミカルシス
テム、マイクロケミカルリアクター、露光装置、エッチング装置、成長装置、加工装置、
殺菌装置、粒径フィルター、人工光源、バイオ装置、食品加工装置、検査装置、駆動装置
などである。人工光源としては、細胞系の育成や植物体の育成を行う場合、好適には、ス
ペクトル半値幅が３０ｎｍ以下の発光ダイオードや半導体レーザ、特にパルス駆動半導体
レーザが用いられる。
　第３６の発明は、
　クリーンな環境に維持することができる作業室を有する複数のクリーンユニットが連結
されてなるクリーンユニットシステムにおいて、
　複数のクリーンユニットのうちの少なくとも一つのクリーンユニットが、
　クリーンな環境に維持することができる作業室と、
　作業室の後部、上部および下部のうちの少なくとも一つならびに少なくとも一方の側部
にそれぞれ設けられた連結部とを有することを特徴とするものである。
　複数のクリーンユニットは、その全てが、クリーンな環境に維持することができる作業
室と、作業室の後部、上部および下部のうちの少なくとも一つならびに少なくとも一方の
側部にそれぞれ設けられた連結部とを有するクリーンユニットであってもよく、また、こ
のクリーンユニットと従来の左右方向のみ連結可能なクリーンユニットとが混在したもの
であってもよい。
　このクリーンユニットシステムは、例えば、非単一直線状配置、左右方向あるいは上下
方向あるいは前後方向の折れ線状配置、枝状配置、ループ状配置またはそれらの二つ以上
が混合した配置でクリーンユニットが連結された部分を含み、全体がそれらの非単一直線
状配置、折れ線状配置、枝状配置、ループ状配置または混合配置であってもよい。ここで
、折れ線状配置は少なくとも一つの曲がりを有するが、好適には二つ以上の曲がりを有す
る。一つの曲がりを有する場合の一例はＬ字型である。ここで言う曲がりには、例えば直
角に曲がる場合のように非連続的に曲がる場合だけでなく、連続的にあるいは滑らかに曲
がる場合も含まれる。したがって、例えば二つの曲がりを有する場合には、Ｕの字型に曲
がる場合も含まれる。折れ線状配置に関して述べた以上のことは、以下においても同様で
ある。
　クリーンな環境に維持することができる作業室と、作業室の後部、上部および下部のう
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ちの少なくとも一つならびに少なくとも一方の側部にそれぞれ設けられた連結部とを有す
る上記のクリーンユニットについては、第３５の発明に関連して述べたことが成立する。
　第３７の発明は、
　クリーンな環境に維持することができる作業室を有する複数のクリーンユニットが連結
されてなるクリーンユニットシステムにおいて、
　非単一直線状配置または折れ線状配置でクリーンユニットが連結された部分を含むこと
を特徴とするものである。
　第３８の発明は、
　クリーンな環境に維持することができる作業室を有する複数のクリーンユニットが連結
されてなるクリーンユニットシステムにおいて、
　複数のクリーンユニットのうちの少なくとも一つのクリーンユニットは複数の連結部を
有し、この複数の連結部は、試料が当該連結部を通過する際の方向が互いに非平行または
互いに直交する少なくとも二つの連結部を含むことを特徴とするものである。
　第３９の発明は、
　クリーンな環境に維持することができる作業室を有する複数のクリーンユニットが連結
されてなるクリーンユニットシステムにおいて、
　複数のクリーンユニットのうちの少なくとも一組の隣接するクリーンユニットにおいて
、一方のクリーンユニットの出口を試料が通過する方向と他方のクリーンユニットの入り
口を当該試料が通過する方向とが互いに非平行または互いに直交することを特徴とするも
のである。
　第４０の発明は、
　クリーンな環境に維持することができる作業室を有する複数のクリーンユニットが連結
されてなるクリーンユニットシステムにおいて、
　所定の有限エリアに収まるように折れ線状配置でクリーンユニットが連結されているこ
とを特徴とするものである。
　第４１の発明は、
　クリーンな環境に維持することができる作業室を有する複数のクリーンユニットが連結
されてなるクリーンユニットシステムにおいて、
　ループ状配置でクリーンユニットが連結された部分を含むことを特徴とするものである
。
　第４２の発明は、
　クリーンな環境に維持することができる作業室を有する複数のクリーンユニットが連結
されてなるクリーンユニットシステムにおいて、
　複数のクリーンユニットはモザイク状配置で連結された複数種類のクリーンユニットを
含むことを特徴とするものである。
　ここで、複数のクリーンユニットには、例えば、ドラフト、クリーンベンチ、グローブ
ボックスなどが含まれる。実行するプロセスに着目すると、複数のクリーンユニットには
、化学プロセスユニット、非化学プロセスユニット、バイオプロセスユニットなどが含ま
れる。複数のクリーンユニットは、例えば、ループ状配置でクリーンユニットが連結され
た部分を含んでもよい。
　第４３の発明は、
　クリーンな環境に維持することができる作業室を有する複数のクリーンユニットが連結
されてなるクリーンユニットシステムにおいて、
　トータルな一連のプロセスフローの中で複数回現れる同種類のプロセスを、複数のクリ
ーンユニットにループ状配置でクリーンユニットが連結された部分を設けることにより、
同一のクリーンユニットにおいて実行可能であることを特徴とするものである。
　第４４の発明は、
　クリーンな環境に維持することができる作業室を有する複数のクリーンユニットが連結
されてなるクリーンユニットシステムを用いて素子を製造する素子製造方法において、
　複数のクリーンユニットは互いに種類が異なるコンパクトな装置をそれぞれ内部に有す
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る複数のクリーンユニットが折れ線状配置またはループ状配置で連結された部分を含み、
この部分においてトータルな一連のプロセスフローのプロセスの全部または主要部を一貫
して実行するようにしたことを特徴とするものである。
　ここで、素子には、上記の種々の素子や半導体素子などの各種電子素子のほか、バイオ
素子、バイオエレクトロニクス素子などが含まれる。
　第３７～第４４の発明において、好適には、複数のクリーンユニットのうちの少なくと
も一つのクリーンユニットが、クリーンな環境に維持することができる作業室と、作業室
の後部、上部および下部のうちの少なくとも一つならびに少なくとも一方の側部にそれぞ
れ設けられた連結部とを有する。複数のクリーンユニットの全てがこのようなクリーンユ
ニットであってもよい。このクリーンユニットについては、第３５の発明に関連して述べ
たことが成立する。
　第４５の発明は、
　クリーンな環境に維持することができる作業室と、
　作業室に設けられた排気ダクトおよびパッシブな防塵フィルターとを有することを特徴
とするクリーンユニットである。
　ここで、このクリーンユニットは、作業室の後部、上部および下部のうちの少なくとも
一つならびに少なくとも一方の側部にそれぞれ設けられた連結部を有するものであっても
、そうでなくてもよい。前者の場合については、その性質に反しない限り、第３５の発明
に関連して述べたことが成立する。以下に説明する第４６の発明においても同様である。
作業室は、典型的には化学プロセス装置を有するが、それに限定されるものではない。
　第４６の発明は、
　クリーンな環境に維持することができる作業室を有する複数のクリーンユニットが連結
されてなるクリーンユニットシステムにおいて、
　複数のクリーンユニットのうちの少なくとも一つのクリーンユニットが、
　クリーンな環境に維持することができる作業室と、
　作業室に設けられた排気ダクトおよびパッシブな防塵フィルターとを有することを特徴
とするものである。
　第３６～第４３および第４６の発明において、クリーンユニットシステムは、各種用途
に用いることができ、例えば、ナノテクノロジープロセスユニットやバイオテクノロジー
プロセスユニットを用いることにより、ナノテクノロジープロセスシステムやバイオテク
ノロジープロセスシステムなどの各種のプロセスシステムを得ることができ、さらには、
ナノテクノロジープロセスユニットおよびバイオテクノロジープロセスユニットを組み合
わせることにより、ナノ・バイオ融合プラットフォームを実現することができる。このこ
とは、以下のクリーンユニットシステムにおいても同様である。このクリーンユニットシ
ステムは、具体的には、材料処理システム（無機材料プロセスシステムや有機材料プロセ
スシステム）、素子製造システム、細胞系育成システム、植物体育成システムなどである
。
　また、第３６～第４４および第４６の発明において、複数のクリーンユニットのうちの
少なくとも一つのクリーンユニットは、典型的には、例えば次に述べるようなコンパクト
なプロセス装置、解析装置、反応装置、マイクロケミカルシステム、マイクロケミカルリ
アクター、露光装置、エッチング装置、成長装置、加工装置、殺菌装置、粒径フィルター
、人工光源、バイオ装置、食品加工装置、検査装置、駆動装置などを内部に有する。
　上記のクリーンユニットに搭載するプロセス装置、解析装置、反応装置、マイクロケミ
カルシステム、マイクロケミカルリアクター、露光装置、エッチング装置、成長装置、加
工装置、殺菌装置、粒径フィルター、人工光源、バイオ装置、食品加工装置、検査装置、
駆動装置などとしては、小型のクリーンユニットであってもその中に収まるような十分に
コンパクトなものが好適に用いられる。例えば、クリーンユニットシステムで試料の投入
から製品アウトプットまでのトータルな一連のプロセスを実行する場合、あるいは、その
プロセスの主要部を構成する一連のプロセスを実行する場合、そのプロセスフローの中で
現れる種々の物理・化学処理に各々対応するプロセス装置について、このクリーンユニッ
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トに収まり得るコンパクトな装置群を用いる。これらのプロセス装置は、クリーンユニッ
トに対して出し入れ自在に設けてもよいし、クリーンユニットに一体化してもよい。
　例えば、上記の種々の素子や半導体素子などの高機能素子の製造は、材料投入から製品
アウトプットに至る一貫したプロセスを用いるため、高度に管理された巨大なクリーンル
ームの中に配置されたリソグラフィー装置やエッチング装置などの高度精密装置間で基板
を受け渡すことで従来実現されてきたことは既に述べたとおりであるが、この発明におい
ては、最近の諸テクノロジーの発展をベースに以下のような装置の置換を行い、装置のコ
ンパクト化を行う。例えば、透過型電子顕微鏡観察や従来型の走査型電子顕微鏡観察（Ｔ
ＥＭ・ＳＥＭ観察）などは卓上型走査トンネル顕微鏡観察・原子間力顕微鏡観察（ＳＴＭ
／ＡＦＭ観察）あるいはミニ走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）にて置き換える。光リソグラフ
ィー装置としては、その露光光源をガスレーザから半導体レーザ（例えば、文献１０）で
置き換える。薄膜成長法に関しては、分子線エピタキシ（ＭＢＥ）、有機金属気相成長法
（ＭＯＣＶＤ）といった大規模装置の使用を取り止め、マイクロケミカルリアクター（文
献１１）などを用いる。メタライゼーションに関しても、金属メッキ装置あるいは卓上型
ミニデポジション（成膜）装置などを用いる。さらに、マイクロＣＶＤ（化学気相堆積）
装置、マイクロＲＩＥ（反応性イオンエッチング）装置、ミニスピンコータ、ミニベーキ
ング装置などを用いる。
　以上の置換を行うことにより、事実上、半導体などのプロセスにおける基板投入から光
リソグラフィー、電極作製、表面観察など、基板投入からロットアウトまでのプロセスの
全部あるいはその主要部分を構成する一連の流れを、巨大クリーンルームを用いることな
く、通常の部屋に置かれた、局所的なクリーンな閉空間（典型的には卓上スペース程度の
）を包むクリーンユニットの連結体の中で一貫して完結することができる。すなわち、上
記の置換による装置のコンパクト化によりクリーンユニットをテーブル上に設置可能な程
度に小型化することができるので、作業室の後部および少なくとも一方の側部にそれぞれ
連結部が設けられた上記のクリーンユニットを折れ線状配置（つづら折り状配置など）や
ループ状配置などで連結することでクリーンユニットシステム全体でも小さな面積しか用
いないで済む。そして、クリーンスーツ、エアシャワー、クリーンマットなどが不要とな
るため、ほとんど全ての作業を局所的に極めてクリーンな雰囲気下で、人体にも環境にも
やさしく行うことができる。
　上述のように構成された第３５～第４６の発明によれば、クリーンユニットの作業室の
後部、上部および下部のうちの少なくとも一つならびに少なくとも一方の側部にそれぞれ
連結部が設けられていることにより、左右方向のみならず、後方あるいは上下部にも他の
クリーンユニットを連結することができ、クリーンユニットの連結の自由度が大幅に増加
する。このため、クリーンユニットを折れ線状配置やループ状配置などで連結することが
でき、実行するプロセスに応じて最適な配置でしかも最小の面積でクリーンユニットシス
テムを構成することが可能となる。また、特に、例えば、クリーンユニットの作業室の後
部、上部および下部のうちの少なくとも一つならびに少なくとも一方の側部にそれぞれ連
結部が設けられ、また、作業室に通風孔およびアクティブな防塵フィルターが設けられる
ことにより、クリーンユニットの連結の自由度が大幅に増加するだけでなく、作業室の内
部をクリーンな環境に維持することができる。
　また、クリーンユニットシステムが非単一直線状配置、折れ線状配置、枝状配置、ルー
プ状配置またはそれらの二つ以上が混合した配置でクリーンユニットが連結された部分を
含むことにより、実行するプロセスに応じて最適な配置でしかも最小の面積でクリーンユ
ニットシステムを構成することが可能となる。
　また、複数のクリーンユニットのうちの少なくとも一つのクリーンユニットは複数の連
結部を有し、この複数の連結部は、試料が当該連結部を通過する際の方向が互いに非平行
または互いに直交する少なくとも二つの連結部を含むことにより、クリーンユニットの連
結の自由度が大幅に増加し、実行するプロセスに応じて最適な配置でしかも最小の面積で
クリーンユニットシステムを構成することが可能となる。
　また、所定の有限エリアに収まるように折れ線状配置でクリーンユニットが連結されて
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成することができる。
　また、複数のクリーンユニットがモザイク状配置で連結された複数種類のクリーンユニ
ットを含むことにより、多種多様なプロセスが含まれているプロセスに最適なクリーンユ
ニットシステムを構成することができる。
　また、トータルな一連のプロセスフローの中で複数回現れる同種類のプロセスを、複数
のクリーンユニットにループ状配置でクリーンユニットが連結された部分を設けることに
より、同一のクリーンユニットにおいて実行可能であることにより、同種類のプロセスに
必要なクリーンユニットの数を大幅に減少させることができる。
　また、複数のクリーンユニットが互いに種類が異なるコンパクトな装置をそれぞれ内部
に有する複数のクリーンユニットが折れ線状配置またはループ状配置で連結された部分を
含み、この部分においてトータルな一連のプロセスフローのプロセスの全部または主要部
を一貫して実行することにより、材料処理、素子製造、細胞系育成、植物体育成などのプ
ロセスを効率的に実行することができる。
　また、クリーンユニットの作業室に排気ダクトおよびパッシブな防塵フィルターが設け
られていることにより、作業室の内部を送風動力を用いずにクリーンな環境に維持するこ
とができる。
　ところで、いま、連結部の有無を問わず、通風孔および送風動力を有するアクティブな
防塵フィルター（例えば、ＨＥＰＡフィルターやＵＬＰＡフィルターなど）によりクリー
ンな環境に維持するボックス状の作業室を有するクリーンユニットを考える。この場合、
この作業室内のダスト密度ｎ（ｔ）は、防塵フィルターの風量をＶ、作業室の体積をＶ０

、内面積をＳ、単位面積・単位時間当たりのダスト微粒子の脱離レートをσ、設置環境の
ダスト密度をＮ０、防塵フィルターのダスト捕集率をγとして

で記述される。このとき、

および

と定義すると、ダスト密度は

となり、時間がたっても外気のダスト密度の一次の関数となってしまう。つまり設置環境
に大きく左右されてしまう。
　次に、既に述べたターボシステムを考える。すなわち、作業室に直結された気密性を有
する管がアクティブな防塵フィルターの入り口に繋がっていることにより気体が循環する
ように構成され、かつ気密性を有する場合である。この場合、ダスト密度ｎ（ｔ）は、
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で記述される。このとき

および

と定義すると、ダスト微粒子濃度は

となり、時間が十分たてば、第２項は急速にゼロに近づくため、第１項、すなわちαｎ／
βｎ＝（Ｓσ／Ｖ０）／（γＶ／Ｖ０）＝Ｓσ／γＶのみが残る。この項は外気のダスト
密度を含まないため、このクリーンユニットの設置環境によらず、究極の清浄度が得られ
ることがわかる。ここで特徴的なことは、ターボシステムを用いないクリーンユニットで
は、作業室の清浄度は、１－γあるいはそのべき乗（１－γ）ｎで支配されるのに対し、
ターボシステムを用いるクリーンユニットでは、作業室の清浄度は１／γで支配されるこ
とである。また、Ｓσ／γＶを最小化することが重要である。
　そこで、第４７の発明は、
　アクティブな防塵フィルターを用いて作業室をクリーンな環境に維持するクリーンユニ
ットにおいて、
　上記防塵フィルターの粉塵捕集効率をγとするとき、上記作業室の清浄度が１／γで支
配されることを特徴とするものである。
　典型的には、防塵フィルターはＨＥＰＡフィルターまたはＵＬＰＡフィルターであり、
作業室から流出する気体の全てが上記アクティブな防塵フィルターの入り口に入るように
構成される。特に、作業室に直結された気密性を有する管が上記防塵フィルターの入り口
に繋がっていることにより気体が循環するように構成され、かつ気密性を有する。作業室
内で化学プロセスを実行する場合には、好適には、化学プロセス対応の防塵フィルターを
用いるとともに、上記の管に吸着剤または吸着塔を接続することで、ダクトなどを通じて
外部に接続することなく、クローズドシステムで有害物質の除去とクリーンな環境の維持
とを両立させることができる。作業室の内壁からのダストあるいは粉塵の放出を最小化す
るために、好適には、作業室の内壁の少なくとも一部に粘着シートが貼り付け、例えば一
定期間使用したら貼り替える。粘着シートを多層化したものを使用した場合には、粘着シ
ートを一枚ずつ剥がすことで清浄なシート面を出すことができる。また、作業室の内壁表
面について、作業室から除去しようとするダスト微粒子の径と同じオーダーの表面凹凸の
フーリエ成分を持たないように平滑加工することによって、この粒径を有するダスト微粒
子の作業室の内壁表面への吸着を最小限に抑えることができる。
　第３５～第４６の発明によるクリーンユニットあるいはクリーンユニットシステムの構
成あるいはこれに関連して説明したことは、その性質に反しない限り、この第４７の発明
にも成立し、あるいは適用することができる。
　また、必要に応じて、上述の二以上の発明を組み合わせてもよい。
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【図面の簡単な説明】
　第１図Ａおよび第１図Ｂは、この発明を説明するための略線図、第２図Ａおよび第２図
Ｂは、この発明を説明するための略線図、第３図および第４図は、ＴＰＣを説明するため
の略線図、第５図は、この発明を説明するための略線図、第６図Ａ、第６図Ｂおよび第６
図Ｃは、この発明を説明するための略線図、第７図は、この発明を説明するための略線図
、第８図Ａ、第８図Ｂおよび第８図Ｃは、ＡｌＡｓ／ＧａＡｓ２原子層超格子の成長を説
明するための透過型電子顕微鏡による暗視野像、格子像および回折パターンを示す写真、
第９図は、電気化学的成長機構を説明するための略線図、第１０図Ａ、第１０図Ｂおよび
第１０図Ｃは、この発明を説明するための略線図、第１１図～第１４図は、第１０図Ａに
示す場合の交差部の電場分布の計算結果を示す略線図、第１５図～第１８図は、第１０図
Ｂに示す場合の交差部の電場分布の計算結果を示す略線図、第１９図は、この発明を説明
するための略線図、第２０図Ａ、第２０図Ｂ、第２１図、第２２図、第２３図Ａ、第２３
図Ｂおよび第２３図Ｃは、この発明の第１の実施形態を説明するための略線図、第２４図
Ａ、第２４図Ｂおよび第２４図Ｃは、この発明の第１の実施形態による機能素子を示す略
線図、第２５図は、この発明の第２の実施形態を説明するための略線図、第２６図は、こ
の発明の第３の実施形態を説明するための略線図、第２７図Ａおよび第２７図Ｂは、この
発明の第４の実施形態を説明するための略線図、第２８図は、この発明の第４の実施形態
を説明するための略線図、第２９図Ａおよび第２９図Ｂは、この発明の第５の実施形態を
説明するための略線図、第３０図Ａ、第３０図Ｂ、第３０図Ｃ、第３０図Ｄ、第３０図Ｅ
および第３０図Ｆは、この発明の第６の実施形態を説明するための略線図、第３１図は、
この発明の第７の実施形態を説明するための略線図、第３２図Ａ、第３２図Ｂおよび第３
２図Ｃは、この発明の第８の実施形態を説明するための略線図、第３３図Ａ、第３３図Ｂ
および第３３図Ｃは、この発明の第９の実施形態を説明するための略線図、第３４図Ａ、
第３４図Ｂおよび第３４図Ｃは、この発明の第９の実施形態による有機太陽電池の製造方
法を説明するための略線図、第３５図Ａ、第３５図Ｂおよび第３５図Ｃは、この発明の第
１０の実施形態を説明するための略線図、第３６図および第３７図は、この発明の第１０
の実施形態による有機太陽電池の製造方法を説明するための略線図、第３８図は、この発
明の第１０の実施形態による有機太陽電池の配置例を示す略線図、第３９図、第４０図Ａ
および第４０図Ｂは、この発明の第１２の実施形態を説明するための略線図、第４１図Ａ
および第４１図Ｂは、この発明の第１２の実施形態による触媒プラットフォームの使用方
法を説明するための略線図、第４２図Ａ、第４２図Ｂ、第４２図Ｃ、第４３図および第４
４図は、この発明の第１３の実施形態を説明するための略線図、第４５図Ａ、第４５図Ｂ
および第４５図Ｃは、この発明の第１４の実施形態を説明するための略線図、第４６図は
、この発明の第１４の実施形態による太陽電池を用いた太陽電池システムを説明するため
の略線図、第４７図および第４８図は、この発明の第１５の実施形態を説明するための略
線図、第４９図および第５０図は、この発明の第１６の実施形態による太陽電池を用いた
太陽電池システムを説明するための略線図、第５１図は、この発明の第１７の実施形態を
説明するための略線図、第５２図Ａ、第５２図Ｂおよび第５２図Ｃは、この発明の第１８
の実施形態によるクリーンユニットを示す上面図、正面図および側面図、第５３図Ａ、第
５３図Ｂおよび第５３図Ｃは、この発明の第１８の実施形態によるクリーンユニットに装
着するトランスファーボックスを示す上面図、正面図および側面図、第５４図Ａおよび第
５４図Ｂは、この発明の第１８の実施形態によるクリーンユニットとトランスファーボッ
クスとの接続を説明するための側面図および正面図、第５５図Ａおよび第５５図Ｂは、こ
の発明の第１８の実施形態によるクリーンユニットに装着する投入／取り出しボックスを
示す側面図および正面図、第５６図Ａおよび第５６図Ｂは、この発明の第１８の実施形態
によるクリーンユニットの使用しない連結用開口部の遮断方法を説明するための側面図お
よび正面図、第５７図Ａ、第５７図Ｂおよび第５７図Ｃは、この発明の第１９の実施形態
によるクリーンユニットを示す上面図、正面図および側面図、第５８図Ａおよび第５８図
Ｂは、この発明の第２０の実施形態によるクリーンユニットシステムおよび比較のための
従来のクリーンユニットシステムを示す略線図、第５９図は、この発明の第２１の実施形
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態によるクリーンユニットシステムを示す略線図、第６０図は、この発明の第２２の実施
形態によるクリーンユニットシステムを示す略線図、第６１図は、この発明の第２３の実
施形態によるクリーンユニットシステムを示す略線図、第６２図は、この発明の第２４の
実施形態によるクリーンユニットシステムを示す略線図、第６３図は、ヒルベルト曲線を
示す略線図、第６４図Ａ、第６４図Ｂおよび第６４図Ｃは、この発明の第２５の実施形態
によるクリーンユニットを示す上面図、正面図および側面図、第６５図Ａ、第６５図Ｂお
よび第６５図Ｃは、この発明の第２６の実施形態によるクリーンユニットを示す上面図、
正面図および側面図、第６６図は、この発明の第２７の実施形態によるクリーンユニット
を示す正面図、第６７図は、第６４図Ａ、第６４図Ｂおよび第６４図Ｃに示すクリーンユ
ニットにより得られる清浄度の測定結果を示す略線図である。
【符号の説明】
　　　　　　　　　１４１　　　Ｃｕ膜
　　　　　　　　　１４２　　　Ｔｉ膜
　　　　　　　　　１４３　　　Ｃｕ２　Ｓ膜
　　　　　　　　　１５１　　　アノード電極
　１５１－１～１５１－ｎ　　　微小アノード電極
　　　　　　　　　１５２　　　カソード電極
　１５２－１～１５２－ｎ　　　微小カソード電極
　　　　　　　　　１５３　　　有機半導体膜
　　　　　１５４、１５５　　　取り出し電極
　　　　　　　　　１６２　　　樹脂製ベースフィルム
　　　　　　　　　１８１　　　酸化膜
　　　　　　　　　１８２　　　金属膜
　　　　　　　　　１９４　　　中心軸
　１９５－１～１９５－ｎ　　　ｐコンタクト層
　　　　　　　　　１９６　　　コネクター
　１９７－１～１９７－ｎ　　　電極
２１１、２５１、１６０１　　　作業室
【発明を実施するための最良の形態】
　以下、この発明の実施形態について図面を参照しながら説明する。
　まず、この発明の第１の実施形態について説明する。
　この第１の実施形態においては、電気化学的成長法を用いて超格子薄片を形成する。第
２０図Ａはそのための成長装置を示す。第２０図Ａに示すように、この成長装置において
は、電解槽５１に、成長させようとする二種類の物質に対応したアニオン（Ａ－）５２お
よびカチオン（Ｃ＋）５３を含む電解液５４が入れられている。そして、この電解液５４
中に、電気化学的成長の基板となる例えば微小円柱状の電極部を有する軸５５が挿入され
ているとともに、この軸５５をはさむように二つの電極５６、５７が設けられている。こ
こでは、軸５５の電極部は接地されており、電極５６、５７はそれぞれ電圧Ｖｌ、Ｖｒに
バイアスすることができるようになっている。電極５６、５７はリング状に軸５５の電極
部を囲む配置でもよい。また、電解槽５１に仕切りを設けてアニオン５２とカチオン５３
とを別々に配するとともに、軸５５を回転させるようにしてもよい。
　第２１図は軸５５の詳細構造の例を示す。第２１図に示すように、軸５５は、成長時の
基板となる電極部５５ａが他の部分５５ｂに比べて少し直径が大きくなっている。そして
、電極部５５ａの下側にこれと接触して例えばガラスやセラミックスなどからなる円板状
の支持板５８が軸５５と同軸に取り付けられているとともに、電極部５５ａの上側に溶剤
易溶性有機膜５９がプリコートされた円板状の支持板６０が同じく軸５５と同軸に取り付
けられている。支持板５８、６０の直径は同一とする。また、これらの支持板５８、６０
の間隔は、成長させるべき超格子薄片の厚さと同一とし、具体的には例えば１～１０００
μｍ、典型的には例えば１０～１００μｍである。
　この成長装置を用いて超格子薄片を成長させるには、例えば、第２０図Ｂに示すように
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、電極５６、５７を交互にＶｌ＝＋Ｖ２、Ｖｒ＝－Ｖ１にバイアスする。この場合、電極
５６が＋Ｖ２にバイアスされている時には、電解液５４中のカチオン５３が軸５５の電極
部５５ａの側面上に堆積し、電極５７が－Ｖ１にバイアスされている時には、電解液５４
中のアニオン５２が軸５５の電極部５５ａの側面上に堆積する。このようにして、第２１
図に示すように、支持板５８と溶剤易溶性有機膜５９との間の空間において、軸５５の電
極部５５ａの側面上に、交互に二種類の物質、具体的には、誘電体（絶縁体）である溶剤
難溶性電析有機膜６１および電析金属膜６２の周期構造体を同心円状（年輪状あるいはバ
ウムクーヘン状）にラテラル成長させることができる。成長終了後、溶剤易溶性有機膜５
９を溶剤で溶解して年輪状の周期構造体を取り出す。
　ここで、電析金属膜６２の金属としては、例えば、金（Ａｕ）、白金（Ｐｔ）、銅（Ｃ
ｕ）などを用いることができる。めっき浴としては、Ａｕの場合は、例えばＫＡｕ（ＣＮ
）、（ＮＨ４）２ＨＰＯ４、Ｋ２ＨＰＯ４などを含むものを用い、Ｃｕの場合は、例えば
ＣｕＳＯ４・５Ｈ２Ｏ、Ｈ２ＳＯ４、チオ尿素などを含むものを用い、Ｐｔの場合は、例
えば（ＮＨ４）２ＰｔＣｌ、ＮａＨＰＯ４・１２Ｈ２Ｏなどを含むものを用いる。
　また、溶剤難溶性電析有機膜６１の成長には、例えば有機酸イオンをアクティブエージ
ェントとして用いる（山岡亜夫監修「実用高分子レジスト材料の新展開－フォトポリマー
としての応用展開－」、第６章、シーエムシー出版、１９９６年）。
　溶剤難溶性電析有機膜６１および電析金属膜６２の成長にほぼ一定の成長速度を用いる
ことにより、時間インターバルを構造に射影することができ、第２２図に示すように、各
層が原子層オーダーの厚さ精度を有する溶剤難溶性電析有機膜６１および電析金属膜６２
の周期構造体からなる円板状の超格子薄片を得ることができる。
　次に、この円板状の超格子薄片の一部を第２２図の実線の四角形で示されるように切り
出したものを２枚用意する。第２３図Ａおよび第２３図Ｂにこのようにして切り出された
四角形状の超格子薄片７１、７２を示す。そして、第２３図Ａ、第２３図Ｂおよび第２３
図Ｃに示すように、超格子薄片７１に対して超格子薄片７２の方位を９０度回転して重ね
合わせる。このようにして、２次元のパターンの最小単位として、人工神経系として信号
・情報がアクセスすることができる格子（ｌａｔｔｉｃｅ）が完成する。この格子の精度
は原子層オーダとすることができる。ここで、各超格子薄片７１、７２の溶剤難溶性電析
有機膜６１および電析金属膜６２は厳密には円弧状であるが、電析金属膜６２の周期は例
えば１０ｎｍ前後と極めて小さいため、これらの溶剤難溶性電析有機膜６１および電析金
属膜６２は直線状に延在しているとみなすことができる。従って、この格子は、第１９図
に示すものと実質的に同様な構造を有する。
　超格子薄片７１、７２の電析金属膜６２の本数をそれぞれＮ本とすると、超格子薄片７
１の電析金属膜６２と超格子薄片７２の電析金属膜６２との交差点は合計Ｎ２個ある。こ
の場合、これらの交差点（アドレス）へのアクセスは、超格子薄片７１、７２の各電析金
属膜６２を通じて容易に行うことができる。例えば、第２３図Ｃに示すように、超格子薄
片７１、７２の縁の電析金属膜６２にそれぞれリレー回路７３、７４を接続することで、
どのアドレスにアクセスするかを制御することができる。具体的には、例えば、超格子薄
片７１、７２の一辺を１ｃｍとし、電析金属膜６２の間隔を１０ｎｍとすると、１ｃｍ／
１０ｎｍ＝１０－２ｍ／１０－８ｍ＝１０６～２２０であるが、例えば２０段のリレー回
路７３、７４で２２０～１０６本の電析金属膜６２を選択することができるので、例えば
（ｘｙ平面の一自由度あたり）約２０ビットの情報でアドレスへのアクセスを制御するこ
とができる。
　超格子薄片７１の電析金属膜６２と超格子薄片７２の電析金属膜６２とのＮ２個の交差
点には、ボトムアップにより生成される所望の機能を有する構造を設ける。このためには
、例えば、超格子薄片７１を基板としてその上に自己組織化により量子ドットを成長させ
、その上に超格子薄片７２を上記と同様に重ね合わせればよい。あるいは、超格子薄片７
１、７２の間に機能材料層（例えば、無機分子や有機分子など）をはさみ込み、互いに交
差しかつ対向している電析金属膜６２間に例えば電流通電を行ってエネルギーを注入する
ことにより生じる自己組織化臨界現象を用いて、結果として、ボトムアップ構造が超格子
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薄片７１、７２の間に設けられた構造を作製することができる。
　超格子薄片７１、７２のＮ２個の交差点に設けるボトムアップ構造をエネルギー注入と
散逸とにより最後に形成する場合は、これらのボトムアップ構造を、何ら位置合わせの必
要もなく、自己整合的に各交差点に自動的に形成することができる。この場合、超格子薄
片７１、７２の電析金属膜６２同士は必ずしも互いに直交している必要はなく、縁とつな
がっていることのみが要件である。各ボトムアップ構造は例えば、単純なメモリー素子で
もよいし、上述の自己組織化により高度の機能を有するボトムアップ素子でもよい。超格
子薄片７１、７２の電析金属膜６２によるメッシュ構造の次元は１とボトムアップ系（今
の場合、平面系である）の次元２との間であり、生体の神経系の次元が細胞系の次元より
小さいことと同等の関係が成立している。上記のボトムアップ構造を形成する元になる材
料物質は例えばインタカレーションにより導入することもできる。また、インタカレーシ
ョンに先立って、電解エッチングにより電析金属膜６２のナイフエッジを先鋭化させてお
くこともでき、これによって表面増強効果をより強化し、超格子薄片７１、７２の電析金
属膜６２の交差部に配置するボトムアップ構造をより少数の原子団（分子団）とすること
も可能である。
　超格子薄片７１、７２の各交差点にボトムアップ構造がはさまれた上記の２次元構造体
をシリコンＬＳＩと接続して機能素子を作る。すなわち、第２４図Ａに示すように、基板
８１上に上記の２次元構造体８２をマウントし、超格子薄片７２の電析金属膜６２を接続
パッド８３を介して配線接続部８４と接続するとともに、超格子薄片７１の電析金属膜６
２を配線接続部８５と接続する。接続パッド８３は枕木状の形状を有し、その厚さは配線
接続部８４の上面と超格子薄片７２の下面との高さの差にほぼ等しい。第２４図Ｂは、超
格子薄片７２の電析金属膜６２と接続パッド８３との接続部を拡大して示したものであり
、接続パッド８３に幅の狭い絶縁体８３ａを介して形成された、溶剤難溶性電析有機膜６
１の幅（厚さ）と等しい幅の電極部８３ｂと電析金属膜６２とが接続されている。また、
第２４図Ｃは、超格子薄片７１の電析金属膜６２と配線接続部８５との接続部を拡大して
示したものであり、配線接続部８５に幅の狭い絶縁体８５ａを介して形成された、溶剤難
溶性電析有機膜６１とほぼ等しい幅の電極部８５ｂと電析金属膜６２とが接続されている
。配線接続部８４、８５は配線８６を介して所望の機能を有するトップダウン系のＬＳＩ
８７と接続されており、結果として２次元構造体８２とＬＳＩ８７とが接続されている。
こうして機能素子が得られる。ＬＳＩ８７は典型的にはシリコンＬＳＩであるが、他の半
導体、例えばＧａＡｓなどの化合物半導体を用いたＬＳＩでもよい。また、ＬＳＩ８７は
チップ状のものを基板８１上にマウントしたものであっても、基板８１としてシリコン基
板などの半導体基板を用い、これにＬＳＩプロセスで回路を形成したものでもよい。
　超格子薄片７１、７２の電析金属膜６２と外部の接続パッド８３または配線接続部８５
との接続は、一辺あたりＮ個の接続でよい。この接続数と超格子薄片７１、７２の、ボト
ムアップ構造が設けられる交差点の数との比は１／Ｎでスケールする。このため、Ｎ２の
位置合わせ誤差を生ずる従来法と比べ、Ｎが大きくなるほど、言い換えれば集積度が上が
るほど位置合わせ誤差が減少し、従って従来法に比べて素子の製造歩留まりの向上を図る
ことができる。特に、第２４図Ｂおよび第２４図Ｃに示すように、接続パッド８３の電極
部８３ｂの幅は超格子薄片７２の誘電体である溶剤難溶性電析有機膜６１の幅（厚さ）と
ほぼ等しく、また、配線接続部８５の電極部８５ｂの幅は超格子薄片７２の誘電体である
溶剤難溶性電析有機膜６１の幅（厚さ）とほぼ等しく設定することができるので、超格子
薄片７１、７２の電析金属膜６２と電極部８３ｂ、８５ｂとの位置合わせのマージンを大
きくすることができ、これも素子の製造歩留まりの向上に寄与する。
　シリコンＬＳＩなどに代表されるＬＳＩ８７からなるトップダウン系は、すでに述べた
ように、時間が非連続に投影され、かつ空間的に非等方的な構造、先の記法に従えば（時
間投影性、空間方位性）＝（↓、↓）の構造を有している。また、超格子薄片７１、７２
の間にはさまれたボトムアップ構造は、自律分散的生成則により形成されたものであるた
め、時間が連続的に投影され、局所ルールには大局性が存在しないので、特別な方向は特
になく等方的な構造、すなわち（時間投影性、空間方位性）＝（↑、↑）の構造を有して
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いる。両構造を直接隣り合わせて並べてみても、（↑、↑）（↓、↓）となって矢印がフ
リップするので、直ちにつながらない。これに対し、上記の２次元構造体８２は、すでに
述べたように、時間を成長方向に連続的に投影してできた空間座標の一方向に向いた非等
方性を有する構造、すなわち（時間投影性、空間方位性）＝（↑、↓）の構造を有してい
る。第２４図Ａ、第２４図Ｂおよび第２４図Ｃに示す機能素子においては、この２次元構
造体８２、すなわち（↑、↓）構造をボトムアップ構造、すなわち（↑、↑）構造とトッ
プダウン構造のＬＳＩ８７、すなわち（↓、↓）構造との間に介在させていることにより
、（↑、↑）（↑、↓）（↓、↓）となり、矢印が構造間でフリップすることなくつなが
っていくので、結局（↑、↑）構造と（↓、↓）構造とを、すなわちボトムアップ系とト
ップダウン系とを、個別アクセス性を失うことなく、うまくつなげることができる。
　このように、この第１の実施形態によれば、ボトムアップ系とシリコンＬＳＩに代表さ
れるトップダウン系との利点を最大限活かすことができる高機能の機能素子を容易に実現
することができる。この機能素子は、ボトムアップ系に持たせる機能とシリコンＬＳＩに
持たせる機能との組み合わせにより、多彩な機能を発現することができる。
　次に、この発明の第２の実施形態について説明する。この第２の実施形態は、ボトムア
ップ構造として特に量子ドットを用いたものである。
　第２５図に示すように、この第２の実施形態においては、基板８１の中央部に２次元構
造体８２がマウントされているが、この場合、この２次元構造体８２の超格子薄片７１、
７２の電析金属膜６２の十字交差点にボトムアップ構造として量子ドット９１がはさまれ
ている。ここで、超格子薄片７１、７２の電析金属膜６２の周期および厚さは量子ドット
９１のサイズより十分小さくすることができるので、超格子薄片７１、７２の電析金属膜
６２の十字交差点と量子ドット９１とは必ずしも１対１に対応している必要はない。つま
り、全ての十字交差点に量子ドット９１が付随している必要はないが、各量子ドット９１
には必ず十字交差点が付随している。この冗長性は、量子ドット素子の歩留まりを向上さ
せるとともに、量子ドットを活性部とする十字交差よりなるダイオードへのサイドゲート
の役割を果たさせることもでき、従来極めて困難であった量子ドット素子の３端子素子化
も可能となる。特にその際、超格子薄片７１、７２として、極めて薄い誘電体を間にはさ
んだ導電層２層構造とやや厚めの誘電体との積層繰り返し構造、すなわち、空間周波数と
して大小二つの周波数を有する構造のものを用いることが有効である。
　また、第２５図に示す構造は平面ディスプレイとしても適用することができる。この場
合、量子ドット９１として発光性量子ドットを用いるが、発光性有機分子モノマー、オリ
ゴマー、ポリマーであってもよい。また、この場合、すでに述べたように、超格子薄片７
１、７２の厚さの設定に自由度があるので、電析金属膜６２を、高い導電性を持ち、かつ
、極めて細い導電ラインとして構成することができるという長所を有する。この平面ディ
スプレイによれば、十字交差部の面積が小さいので、陰になることが少なく、明るい画面
を低消費電力で実現することができる。また、図示は省略するが、第２５図の縦横の各電
析金属膜６２、すなわち各導電ラインに関して、上述のような極めて薄い誘電体を間には
さんだ導電層２層構造とやや厚めの誘電体との積層繰り返し構造、すなわち、空間周波数
として大小二つの周波数を有する構造を用いることで導入される冗長性によって、例えば
活性部の不良による画素落ちなどのリスクを低減することができ、製造歩留まりを向上さ
せることができる。
　さらに、第２５図の配置は、十字交差部にはさまれるπ電子系有機分子の官能基の配置
や荷電状態を制御することで、光素子のみならず電子素子としても利用することができ、
従って集積分子エレクトロニクス素子として利用することもできるが、空間周波数として
大小二つの周波数を有する超格子薄片構造を用いることで得られる上述の冗長性は、分子
エレクトロニクス素子に求められているフォルトトレランス（欠陥許容性）を高める上で
極めて効果が大きい。
　基板８１の外周部８１ａはトップダウン型のＬＳＩが配置される領域であるが、必ずし
も四方八方全てに配置する必要はなく、一部に配置するだけでもよい。
　なお、場合によっては、多層構造にして、基板８１の中央部を含む全面の上下にトップ
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ダウン型ＬＳＩを配置することも可能である。
　２次元構造体８２の周囲の額縁部８１ｂは、第２４図Ｂおよび第２４図Ｃと同様な配置
で、２次元構造体８２のＮ２個の交差点にアクセスするｘ、ｙ方向の平行な電析金属膜６
２と接続する。
　上記以外のことは、その性質に反しない限り第１の実施形態と同様である。
　この第２の実施形態によっても、第１の実施形態と同様な利点を得ることができる。
　次に、この発明の第３の実施形態について説明する。
　第２６図に示すように、この第３の実施形態においては、第２の実施形態においてボト
ムアップ構造として用いた量子ドット配列の代わりに、自己相似性を有する階層的な構造
を有する面、すなわちフラクタル構造を有する面９２をボトムアップ構造として用いる。
この場合も、空間周波数として大小二つの周波数を有する超格子薄片構造を用いることで
得られる上述の冗長性は、系のロバストネスを高める上で極めて大きな効力を発揮する。
　上記以外のことは、その性質に反しない限り第１および第２の実施形態と同様である。
　この第３の実施形態によっても、第１および第２の実施形態と同様な利点を得ることが
できる。
　次に、この発明の第４の実施形態について説明する。
　この第４の実施形態においては、第２７図Ａに示すように、第１の実施形態において用
いた成長装置の電解液５４中に２本の軸１０１、１０２を所定の間隔で互いに平行に設け
る。軸１０１の長手方向には複数の電極部１０１ａが例えば等間隔に設けられ、軸１０２
の長手方向には複数の電極部１０２ａが電極部１０１ａと互い違いに例えば等間隔に設け
られている。そして、軸１０１の一番下の電極部１０１ａの上下に支持板１０３および溶
剤可溶樹脂板１０４が所定の間隔を持って取り付けられ、その上の電極部１０１ａの上下
に２枚の溶剤可溶樹脂板１０５、１０６が所定の間隔を持って取り付けられ、さらにその
上の電極部１０１ａの上下に同様に２枚の溶剤可溶樹脂板１０７、１０８が所定の間隔を
持って取り付けられている。一方、軸１０２の一番下の電極部１０２ａの上下に２枚の溶
剤可溶樹脂板１０９、１１０が所定の間隔を持って取り付けられ、その上の電極部１０２
ａの上下に２枚の溶剤可溶樹脂板１１１、１１２が所定の間隔を持って取り付けられ、さ
らにその上の電極部１０２ａの上下に溶剤可溶樹脂板１１３および支持板１１４が所定の
間隔を持って取り付けられているが、これらの２枚の板の組み合わせは軸１０１に取り付
けられたものと互い違いになっている。この場合、これらの支持板１０３、１１４および
溶剤可溶樹脂板１０４～１１３はいずれも円板状であり、それらの半径は軸１０１、１０
２の間隔よりも少し小さく選ばれている。このため、軸１０１に取り付けられた支持板１
０３および溶剤可溶樹脂板１０４～１０８と、軸１０２に取り付けられた溶剤可溶樹脂板
１０９～１１３および支持板１１４とは、軸１０１、１０２の間の部分で互いに重なって
いる。
　この成長装置においては例えば次のようにして成長を行う。
　まず、軸１０１の電極部１０１ａおよび軸１０２の電極部１０２ａの側面にあらかじめ
導電性有機レジスト（図示せず）を所定の厚さ塗布しておく。この有機レジストとしては
、例えば、溶剤可溶樹脂板１０４～１１３の溶解に用いられる溶剤により溶解することが
できるものを用いる。次に、第１の実施形態と同様にして、軸１０１に取り付けられた支
持板１０３および溶剤可溶樹脂板１０４の間の空間と溶剤可溶樹脂板１０５、１０６の間
の空間と溶剤可溶樹脂板１０７、１０８の間の空間とにおいて電極部１０１ａの側面に導
電性有機レジストを介して周期構造体をラテラル成長させる。同様に、軸１０２に取り付
けられた溶剤可溶樹脂板１０９、１１０の間の空間と溶剤可溶樹脂板１１１、１１２の間
の空間と溶剤可溶樹脂板１１３および支持板１１４の間の空間とにおいて電極部１０２ａ
の側面に導電性有機レジストを介して周期構造体をラテラル成長させる。電極部１０１ａ
の側面に成長させる周期構造体と電極部１０２ａの側面に成長させる周期構造体とは互い
に同一であっても異なってもよい。次に、電解槽５１から電解液５４を排出して代わりに
所定の溶剤を入れ、この溶剤により溶剤可溶樹脂板１０４～１１３および電極部１０１ａ
、１０２ａの側面に塗布した導電性有機レジストを溶解する。これによって、電極部１０
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１ａの側面にラテラル成長した円板状の各超格子薄片１１５と電極部１０２ａの側面にラ
テラル成長した円板状の各超格子薄片１１６とは沈降していき、順次交互に積層される。
こうして、超格子薄片が交互に積層された積層構造体が形成される。
　次に、この積層構造体を電解槽から取り出し、第２７図Ｂの実線の四角形で示される形
に切り出す。これによって、例えば第２８図に示すように、超格子薄片三次元積層体が得
られる。そして、この超格子薄片三次元積層体を用いて第１の実施形態と同様にして機能
素子を製造する。
　上記以外のことは第１の実施形態と同様であるので、説明を省略する。
　この第４の実施形態によれば、第１の実施形態と同様な利点に加えて、超格子薄片三次
元積層体を用いて機能素子を構成していることにより、機能性および集積度の大幅な向上
を図ることができるという利点を得ることができる。
　次に、この発明の第５の実施形態について説明する。
　第２９図Ａおよび第２９図Ｂは真空蒸着装置の真空チェンバー１２１の正面図および側
面図である。第２９図Ａおよび第２９図Ｂに示すように、この第５の実施形態においては
、ローラ１２２に、例えば幅が狭くて薄い平坦なテープ状の樹脂製ベースフィルム１２３
を巻き付けておき、この樹脂製ベースフィルム１２３の一方の面に、蒸着源１２４から例
えば金属を蒸発させて薄く金属膜（図示せず）を形成した後、この金属膜付き樹脂製ベー
スフィルム１２３を巻き取りローラ１２５で巻き取っていく。符号１２６は樹脂製ベース
フィルム１２３を両側から保持する支持板を示す。
　上述のようにして金属膜付き樹脂製ベースフィルム１２３が巻き取りローラ１２５で巻
き取られることにより、樹脂製ベースフィルム１２３と金属膜とが交互に積層されたスパ
イラル構造が形成される。このスパイラル構造は第２２図に示す同心円構造とほぼ類似の
ものである。そこで、このスパイラル構造を元にして第１の実施形態と同様にして超格子
薄膜を得ることが可能である。
　この第５の実施形態によれば、第１の実施形態と同様な利点を得ることができる。
　次に、この発明の第６の実施形態について説明する。
　この第６の実施形態においては、第３０図Ａ～第３０図Ｅに示す方法により超格子薄片
７１、７２を作製する。すなわち、まず、第３０図Ａに示すように、樹脂基板１３１に、
第１の実施形態の電析金属膜６２と同一のパターン形状を有するナノ構造金型１３２を近
づけ、第３０図Ｂに示すように、このナノ構造金型１３２で樹脂基板１３１を型押しする
。次に、第３０図Ｃに示すように、ナノ構造金型１３２を樹脂基板１３１から引き離す。
次に、第３０図Ｄに示すように、例えば真空蒸着などにより樹脂基板１３１上に金属膜１
３３を堆積させて、ナノ構造金型１３２による型押しで樹脂基板１３１に形成された溝の
内部をこの金属膜１３３により埋め込む。次に、第３０図Ｅに示すように、樹脂基板１３
１を上下からエッチングすることにより上面の不要な金属膜１３３を除去するとともに、
裏面に金属膜１３３を露出させる。これによって、第３０図Ｆに示すように、超格子薄片
７１、７２が作製される。
　上記以外のことは、その性質に反しない限り第１の実施形態と同様である。
　この第６の実施形態によっても、第１の実施形態と同様な利点を得ることができる。
　次に、この発明の第７の実施形態について説明する。
　この第７の実施形態においては、第２４図Ａ、第２４図Ｂおよび第２４図Ｃに示す、第
１の実施形態による機能素子を特にＲＯＭに特化したものについて説明する。ただし、超
格子薄片７１、７２の溶剤難溶性電析有機膜６１および電析金属膜６２はそれぞれ、各種
の方法により成膜される有機膜または無機膜を含む各種の誘電体膜および各種の方法によ
り成膜される各種の金属膜に一般化して考える。ここで、例えば、誘電体膜の厚さは１０
～１００ｎｍ、金属膜の厚さは１～１０ｎｍである。また、超格子薄片７１、７２の金属
膜と接続されるＬＳＩ８７としてはインバータ群を含むもの（デコーダ）を用いる。
　第３１図にこのＲＯＭの回路を模式的に示す。このＲＯＭにおいては、超格子薄片７１
、７２の金属膜の本数をそれぞれＮ本とすると、超格子薄片７１の金属膜と超格子薄片７
２の金属膜との交差点は合計Ｎ２個あるため、このＲＯＭの容量はＮ２ビットである。超
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格子薄片７２のＮ本の金属膜にｊ＝１～Ｎの番号を付け、超格子薄片７１のＮ本の金属膜
にｉ＝１～Ｎの番号を付ける。超格子薄片７１、７２の互いに対向する主面上に露出した
金属膜の表面には薄い自然酸化膜（図示せず）（例えば、金属膜がＡｌからなる場合には
Ａｌ２Ｏ３膜）が形成されており、従って、各交差点では、超格子薄片７１の金属膜と超
格子薄片７２の金属膜とはこの自然酸化膜を介して互いに対向している。超格子薄片７２
のＮ本の金属膜の一端はそれぞれｎチャネルＦＥＴからなるインバータＩｊ（ｊ＝１～Ｎ
）の一端と接続されている。インバータＩｊの他端は接地されている。超格子薄片７１の
Ｎ本の金属膜の一端は負荷抵抗ＲＬを介して所定の電源に接続されている。
　次に、このＲＯＭの動作原理について説明する。
　まず、情報の書き込み方法について説明する。今、アドレス（ｉ，ｊ）にあるメモリセ
ルＡｉｊに情報を書き込む場合を考える。超格子薄片７２のｊ番目の金属膜と接続されて
いるインバータＩｊを構成するｎチャネルＦＥＴのゲートＧｊにハイレベルの信号を入力
して導通させ、この状態で電源により、超格子薄片７１の金属膜と超格子薄片７２の金属
膜との間に十分に高い電圧を印加することにより、これらの金属膜の間の自然酸化膜を絶
縁破壊し、導通させる。こうして導通した部位に例えば情報「１」が書き込まれたとする
と、自然酸化膜が絶縁破壊しておらず、導通していない部位には情報「０」が書き込まれ
ていると考えることができる。選択されたアドレスのメモリセルの全てに対してこの操作
を行うことにより、情報が書き込まれる。
　次に、情報の読み出し方法について説明する。今、アドレス（ｉ，ｊ）にあるメモリセ
ルＡｉｊの情報を読み出す場合を考える。まず、超格子薄片７２のｊ番目の金属膜と接続
されているインバータＩｊを構成するｎチャネルＦＥＴのゲートＧｊにハイレベルの信号
を入力して導通させるとともに、超格子薄片７１のｉ番目の金属膜の一端に接続されてい
る電源によりハイレベルの電圧を印加する。このとき、メモリセルＡｉｊに情報「１」が
書き込まれている場合、すなわちこのメモリセルＡｉｊの交差点において自然酸化膜が導
通している場合には、負荷抵抗ＲＬを通って超格子薄片７１のｉ番目の金属膜に電流が流
れ、その結果、この金属膜の他端Ａｉ’の電位はローレベルになる。インバータＩｊを構
成するｎチャネルＦＥＴのゲートＧｊにローレベルの信号が入力される場合には導通しな
いため、負荷抵抗ＲＬを通って超格子薄片７１のｉ番目の金属膜に電流が流れず、その結
果、この金属膜の他端Ａｉ’の電位はハイレベルに保持される。一方、メモリセルＡｉｊ

に情報「０」が書き込まれている場合、すなわちこのメモリセルＡｉｊの交差点において
自然酸化膜が導通していない場合には、インバータＩｊを構成するｎチャネルＦＥＴが導
通しているか否かにかかわらず、負荷抵抗ＲＬを通って超格子薄片７１のｉ番目の金属膜
に電流が流れず、その結果、この金属膜の他端Ａｉ’の電位はハイレベルに保持される。
　以上のように、この第７の実施形態によれば、メモリセル部に超格子薄片７１、７２を
用いた新規なＲＯＭを実現することができる。このＲＯＭは例えば１０～１６０Ｇビット
／ｃｍ２と大容量化が可能である。また、フレキシブルに構成することができるので、様
々な電子機器への搭載が可能である。さらに、このＲＯＭでは、超格子薄片７１、７２は
リソグラフィーフリーで形成することができるので、製造コストを安価に抑えることがで
き、例えば使い捨て可能なメモリとして用いることができ、ユビキタス情報装置などに用
いて好適なものである。
　次に、この発明の第８の実施形態について説明する。
　この第８の実施形態においては、第７の実施形態によるＲＯＭにおいて、超格子薄片７
１の金属膜と超格子薄片７２の金属膜との交差点に、いわゆるナノブリッジ構造（インタ
ーネット〈ＵＲＬ：ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｎｅｃ．ｃｏ．ｊｐ／ｐｒｅｓｓ／ｊａ／０
４０２／１８０１－０１．ｈｔｍ〉（平成１６年２月１８日検索））を用いる。また、超
格子薄片７１の金属膜としてＣｕ膜を用い、超格子薄片７２の金属膜としてＴｉ膜を用い
るとともに、それらの交差点に挿入する物質としてＣｕ２Ｓ膜を用いる。
　第３２図Ａに、これらの金属膜の交差点の構造を示す。第３２図Ａにおいて、符号１４
１は超格子薄片７１の金属膜としてのＣｕ膜、１４２は超格子薄片７２の金属膜としての
Ｔｉ膜、１４３はそれらの間に挿入されたＣｕ２Ｓ膜を示す。この場合、Ｔｉ膜１４２に
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負電圧を印加すると、Ｃｕ膜１４１の表面で酸化反応が起こり、Ｃｕ原子がＣｕ＋となっ
てＣｕ２Ｓ膜１４３内に溶け込む。Ｔｉ膜１４２の表面では還元反応が起こり、Ｃｕ２Ｓ
膜１４３内のＣｕ＋がＣｕとなって析出する。符号１４４はこのＣｕ析出領域を示す。第
３２図Ｂに示すように、析出したＣｕがＣｕ膜１４１まで達してＣｕ析出領域１４４から
なる金属架橋を形成すると、ナノブリッジはオン状態になる。Ｔｉ膜１４２に正電圧を印
加すると逆反応が起こり、第３２図Ｃに示すように、金属架橋が消滅し、オフ状態になる
。以上の現象を利用することにより、メモリセルに情報を書き込むことができる。
　上記以外のことについては、第７の実施形態とほぼ同様である。
　この第８の実施形態によれば、第７の実施形態と同様な利点に加えて、メモリセルへの
情報の書き込みを非破壊的に行うことができるという利点を得ることができる。
　次に、この発明の第９の実施形態について説明する。
　この第９の実施形態は、時間が連続的に折織り込まれた構造において、織り込まれた方
向に直交する方向から、この構造にアクセスすることを特徴とする機能素子である。この
機能素子は、ストリップ状またはリボン状の金属層などの導電体層と、この導電体層の厚
さ以上の厚さを有する非金属層との周期構造体からなる薄片を有し、この薄片に交差する
方向、好ましくは直交する方向から、光（太陽光など）をアクセスさせる。
　具体的には、第３３図Ａ、第３３図Ｂおよび第３３図Ｃはこの第９の実施形態による有
機太陽電池を示す。ここで、第３３図Ａは表面図、第３３図Ｂは裏面図、第３３図Ｃは側
面図である。第３３図Ａ、第３３図Ｂおよび第３３図Ｃに示すように、この有機太陽電池
は、アノード電極１５１とカソード電極１５２とが間に有機半導体層１５３をはさんで渦
巻き（スパイラル）状に形成されたもので、全体として薄い円板の形状を有する。図示は
省略するが、アノード電極１５１とカソード電極１５２とが背中合わせになる部位にはこ
れらを互いに電気的に絶縁するための絶縁膜が設けられている。この有機太陽電池の裏面
には、中心から半径方向に沿って線状の取り出し電極１５４、１５５が形成されている。
ここで、取り出し電極１５４はアノード電極１５１とコンタクトしており、取り出し電極
１５５はカソード電極１５２とコンタクトしている。
　有機半導体層１５３はヘテロジャンクション型あるいはバルクヘテロジャンクション型
の構造を有する。ヘテロジャンクション型構造の有機半導体層１５３においては、ｐ型有
機半導体膜およびｎ型有機半導体膜とを、それぞれアノード電極１５１およびカソード電
極１５２と接触するように接合する。バルクヘテロジャンクション型構造の有機半導体層
１５３は、ｐ型有機半導体分子とｎ型有機半導体分子との混合物からなり、ｐ型有機半導
体とｎ型有機半導体とが互いに入り組んで互いに接触した微細構造を有する。有機半導体
層１５３の材料としては、有機太陽電池の材料として一般的に報告されているものは全て
用いることができるが、具体的には、ポリアセチレン（好ましくは二置換型ポリアセチレ
ン）、ポリ（ｐ－フェニレンビニレン）、ポリ（２，５－チエニレンビニレン）、ポリピ
ロール、ポリ（３－メチルチオフェン）、ポリアニリン、ポリ（９，９－ジアルキルフル
オレン）（ＰＤＡＦ）、ポリ（９，９－ジオクチルフルオレン－ｃｏ－ビチオフェン）（
Ｆ８Ｔ２）、ポリ（１－ヘキシル－２－フェニルアセチレン）（ＰＨｘＰＡ）（発光材料
としては青色の発光を示す）、ポリ（ジフェニルアセチレン）誘導体（ＰＤＰＡ－ｎＢｕ
）（発光材料としては緑色の発光を示す）、ポリ（ピリジン）（ＰＰｙ）、ポリ（ピリジ
ルビニレン）（ＰＰｙＶ）、シアノ置換型ポリ（ｐ－フェニレンビニレン）（ＣＮＰＰＶ
）、ポリ（３，９－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルインデノ［１，２－ｂ］フルオレン（ＰＩＦ）
などを用いることができる。これらの有機半導体のドーパントについては、ドナーとして
はアルカリ金属（Ｌｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｃｓ）を用いることができ、アクセプタとしてはハロ
ゲン類（Ｂｒ２、Ｉ２、ＣＩ２）、ルイス酸（ＢＦ３、ＰＦ５、ＡｓＦ５、ＳｂＦ５、Ｓ
Ｏ３）、遷移金属ハロゲン化物（ＦｅＣｌ３、ＭｏＣｌ５、ＷＣｌ５、ＳｎＣｌ４）、有
機アクセプタ分子としてはＴＣＮＥ、ＴＣＮＱを用いることができる。また、電気化学ド
ーピングに用いられるドーパントイオンは、陽イオンとしてはテトラエチルアンモニウム
イオン（ＴＥＡ＋）、テトラブチルアンモニウムイオン（ＴＢＡ＋）、Ｌｉ＋、Ｎａ＋、
Ｋ＋、陰イオンとしてはＣｌＯ４

－、ＢＦ４
－、ＰＦ６

－、ＡｓＦ６
－、ＳｂＦ６

－など
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を用いることができる。
　有機半導体層１５３としてはさらに、高分子電解質を用いることもできる。この高分子
電解質の具体例を挙げると、ポリアニオンとしては、サルフォネートポリアニリン、ポリ
（チオフェン－３－酢酸）、サルフォネートポリスチレン、ポリ（３－チオフェンアルカ
ンサルフォネート）など、ポリカチオンとしては、ポリアリルアミン、ポリ（ｐ－フェニ
レン－ビニレン）前駆体高分子、ポリ（ｐ－メチルピリジニウムビニレン）、プロトン化
ポリ（ｐ－ピリジルビニレン）、ポロトン（２－Ｎ－メチルピリジニウムアセチレン）な
どを用いることができる。
　アノード電極１５１およびカソード電極１５２は好適には互いに仕事関数が異なる金属
からなり、具体的には、例えば、アノード電極１５１はＡｕやＮｉからなり、電極１５２
はＡｌからなる。
　この有機太陽電池の各部の寸法の例を挙げると、有機半導体層１５３の厚さは７０～１
００ｎｍ、アノード電極１５１およびカソード電極１５２の厚さはそれぞれ１００ｎｍ程
度である。この有機太陽電池の高さ（厚さ）、従って有機半導体層１５３の高さは、この
有機太陽電池の面に垂直な方向から入射する光のほぼ全部または完全に吸収されて光電変
換されるのに十分な高さに選ばれ、具体的には数μｍ～１ｍｍ程度に選ばれる。
　次に、この有機太陽電池の製造方法の一例について説明する。ここでは、有機半導体層
１５３が、ｐ型有機半導体膜とｎ型有機半導体膜とを接合したヘテロジャンクション型構
造を有する場合について説明する。第３４図Ａ、第３４図Ｂおよび第３４図Ｃにこの有機
太陽電池の製造に用いる真空蒸着装置を示す。ここで、第３４図Ａは正面図、第３４図Ｂ
は側面図、第３４図Ｃは平面図である。
　第３４図Ａ、第３４図Ｂおよび第３４図Ｃに示すように、ローラ１６１に、例えば所定
幅の薄い平坦なテープ状の樹脂製ベースフィルム１６２を巻き付けておき、この樹脂製ベ
ースフィルム１６２の一方の面に、まず蒸着源１６３からカソード電極用の金属を蒸発さ
せてカソード電極１５２を形成し、次に蒸着源１６４からｎ型有機半導体を蒸発させてｎ
型有機半導体膜を形成し、次に蒸着源１６５からｐ型有機半導体を蒸発させてｐ型有機半
導体膜を形成し、次に蒸着源１６３からアノード電極用の金属を蒸発させてアノード電極
１５１を形成した後、この蒸着膜付き樹脂製ベースフィルム１６２を巻き取りローラ１６
６で巻き取っていく。この場合、樹脂製ベースフィルム１６２としては、熱または光によ
り剥離可能なものを用いる。そして、カソード電極１５２、ｎ型有機半導体膜、ｐ型有機
半導体膜およびアノード電極１５１が渦巻き状に形成される際に樹脂製ベースフィルム１
６２が巻き込まれないようにするため、巻き込まれる直前にこの樹脂製ベースフィルム１
６２の裏面に高温に加熱されたローラを押し付けたり、この裏面に光を照射したりするこ
とにより、樹脂製ベースフィルム１６２を剥離する。符号１６６～１７１は蒸着源１６３
～１６５に通電を行うための電極を示す。また、樹脂製ベースフィルム１６２のローラ１
６１および巻き取りローラ１６６の全体は下部が解放した容器１７２内に収容されている
。蒸着源１６３～１６５からの蒸着ビームは、この容器１７２の解放された下部から樹脂
製ベースフィルム１６２に照射されるようになっている。
　第３４図Ｂに示すように、容器１７２およびその中のローラ１６１および巻き取りロー
ラ１６６の全体は点線で示すように鉛直面から傾斜させることができるようになっており
、必要に応じて斜め蒸着を行うことができるようになっている。
　また、実際には蒸着源１６３～１６５の前方に例えば直径が１～３ｍｍの開口を有する
金属製の遮蔽板（図示せず）が設けられており、蒸着源１６３～１６５から樹脂製ベース
フィルム１６２への熱放射を極力抑えることができるようになっている。
　この第９の実施形態によれば、アノード電極１５１とカソード電極１５２とが間に有機
半導体層１５３をはさんで渦巻き状に形成されて薄い円板状に有機太陽電池が構成されて
いるので、有機太陽電池の単位面積当たりのｐｎ接合の面積は極めて大きくなり、この有
機太陽電池の面に垂直方向に光を入射させたとき、有機半導体層１５３の光吸収領域を増
大させることができる。また、有機半導体層１５３は一般に電気抵抗が高いが、この有機
半導体層１５３の厚さを十分に小さくすることができるため、その電気抵抗を十分に低く
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抑えることができる。このため、光電変換効率が高く、しかもフレキシブルな有機太陽電
池を実現することができる。
　次に、この発明の第１０の実施形態について説明する。
　第３５図Ａ、第３５図Ｂおよび第３５図Ｃはこの第１０の実施形態による有機太陽電池
を示す。ここで、第３５図Ａは表面図、第３５図Ｂは裏面図、第３５図Ｃは側面図である
。第３５図Ａ、第３５図Ｂおよび第３５図Ｃに示すように、この有機太陽電池は、アノー
ド電極１５１とカソード電極１５２とが間に有機半導体層１５３をはさんで六角形の渦巻
き状に形成されたもので、全体として薄い六角形板の形状を有する。その他の構成は第９
の実施形態と同様である。
　次に、この有機太陽電池の製造方法の一例について説明する。ここでは、有機半導体層
１５３が、ｐ型有機半導体膜とｎ型有機半導体膜とを接合したヘテロジャンクション型構
造を有する場合について説明する。第３６図にこの有機太陽電池の製造に用いる真空蒸着
装置を示す。また、第３７図は蒸着膜付き樹脂製ベースフィルム１６２が巻き取りローラ
１６６で巻き取られる状態を示す。
　第３６図に示すように、ローラ１６１に、例えば所定幅の薄い平坦なテープ状の樹脂製
ベースフィルム１６２を巻き付けておき、この樹脂製ベースフィルム１６２の一方の面に
、まず蒸着源１６３からカソード電極用の金属を蒸発させてカソード電極１５２を形成し
、次に蒸着源１６４からｎ型有機半導体を蒸発させてｎ型有機半導体膜１５３ａを形成し
、次に蒸着源１６５からｐ型有機半導体を蒸発させてｐ型有機半導体膜１５３ｂを形成し
、次に蒸着源１６３からアノード電極用の金属を蒸発させてアノード電極１５１を形成し
た後、この蒸着膜付き樹脂製ベースフィルム１６２を断面形状が六角形の巻き取りローラ
１６６で巻き取っていく。その他のことは第９の実施形態と同様である。
　第３７図において、符号１７３はｐ側とｎ側との電気的分離用の絶縁膜を示す。この絶
縁膜１７３は、蒸着源１６３からアノード電極用の金属を蒸発させる直前に形成する。
　カソード電極１５２、ｎ型有機半導体膜１５３ａ、ｐ型有機半導体膜１５３ｂおよびア
ノード電極１５１が渦巻き状に形成される際に樹脂製ベースフィルム１６２が巻き込まれ
ないようにするため、巻き込まれる直前にこの樹脂製ベースフィルム１６２の裏面に高温
に加熱されたローラ１７４を押し付けたり、この裏面に光を照射したりすることにより、
樹脂製ベースフィルム１６２を剥離する。
　この第１０の実施形態によれば、第９の実施形態と同様な利点を得ることができるほか
、次のような利点を得ることもできる。すなわち、この第１０の実施形態による有機太陽
電池は六角形の形状を有するため、第３８図に示すように、この有機太陽電池を隙間なく
一面に敷き詰めることができる。このため、単位面積当たりの発電量を大幅に増すことが
できる。
　次に、この発明の第１１の実施形態について説明する。
　この第１１の実施形態においては、スピントンネル接合（例えば、Ｊｐｎ．Ｊ．Ａｐｐ
ｌ．Ｐｈｙｓ．Ｖｏｌ．４２（２００３）ｐｐ．１２４６－１２４９および特許第３５５
７４４２号明細書参照）を用いた磁気記録装置について説明する。
　この磁気記録装置においては、第７の実施形態によるＲＯＭと同様な構成において、超
格子薄片７１、７２の金属膜としてＣｏ膜を、これらの超格子薄片７１、７２間にはさま
れる物質としてＡｌ２Ｏ３膜を用いる。ここで、例えば、Ａｌ２Ｏ３膜の厚さは２ｎｍ、
Ｃｏ膜の厚さは１０～５０ｎｍである。この場合、強磁性金属である二層のストリップ状
またはリボン状Ｃｏ膜のエッジがＡｌ２Ｏ３膜を介して十字対向する構造がスピントンネ
ル接合である。このとき、活性部位である交差部をまたいでストリップ状またはリボン状
の構造の幅方向に沿う方向に電子が移動するようになっている。
　この第１１の実施形態によれば、超高密度の新規な磁気記録装置を実現することができ
る。
　次に、この発明の第１２の実施形態について説明する。
　この第１２の実施形態においては、触媒反応プラットフォームについて説明する。
　第３９図に示すように、この触媒反応プラットフォームは、複数の超格子薄片７１を所
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定の間隔をあけて互いに平行に積層した構造を有する。第４０図Ａに一つの超格子薄片７
１を示す。この超格子薄片７１の誘電体膜および金属膜としては、それぞれＴｉＯ２膜や
ＳｉＯ２膜などの酸化膜１８１およびＡｕ膜、Ｐｄ膜、Ｐｔ膜などの金属膜１８２を用い
る。ここで、例えば、酸化膜１８１の厚さは１０～１００ｎｍ、金属膜１８２の厚さは０
．５～１０ｎｍである。第４０図Ｂに、超格子薄片７１の一主面に露出した金属膜１８２
の端部近傍の拡大図を示す。第４０図Ｂに示すように、この金属膜１８２の端部は凸面か
らなり、その曲率半径はその厚さと同程度、すなわち０．５～１０ｎｍ程度である。
　この触媒反応プラットフォームの使用方法は次のとおりである。
　第４１図Ａに示すように、所定の反応装置内にこの触媒反応プラットフォームを入れて
おき、その一方の側から超格子薄片７１に平行に反応ガスを流入させ、他方の側から流出
させる。このとき、反応ガスは超格子薄片７１の一主面に露出した金属膜１８２の端部の
表面と接触するが、この端部の曲率半径は０．５～１０ｎｍ程度と極めて小さいため、こ
の端部の表面の触媒活性は極めて高くなっている。この結果、第４１図Ｂに示すように、
ガス分子１８３は、この金属膜１８２の端部の表面の触媒作用を受けることにより、反応
速度が大幅に速くなる。
　以上のように、この第１２の実施形態によれば、一主面に露出した金属膜１８２の端部
が曲率半径が０．５～１０ｎｍ程度と小さい凸面からなる超格子薄片７１を用いることに
より、高効率の触媒反応プラットフォームを実現することができる。
　次に、この発明の第１３の実施形態による太陽電池について説明する。
　第４２図Ａ、第４２図Ｂおよび第４２図Ｃはこの太陽電池を示す。ここで、第４２図Ａ
は表面図、第４２図Ｂは裏面図、図４２図Ｃは側面図である。第４２図Ａ、第４２図Ｂお
よび第４２図Ｃに示すように、この太陽電池は、アノード電極１５１とカソード電極１５
２とが、間にｐ型半導体層とｎ型半導体層とからなるｐｎ接合をはさんで渦巻き状に形成
されたもので、全体として薄い円板の形状を有する。これらのｐ型半導体層およびｎ型半
導体層は無機半導体でも有機半導体でもよい。
　第４３図にこの太陽電池の詳細構造を模式的に示す。第４３図において、符号１９１が
ｐ型半導体層、１９２がｎ型半導体層を示す。第４３図に示すように、アノード電極１５
１とカソード電極１５２とが背中合わせになる部位には樹脂などの各種の絶縁体からなる
絶縁膜１９３が設けられており、この絶縁膜１９３によりアノード電極１５１とカソード
電極１５２とが互いに電気的に絶縁されている。この場合、カソード電極１５２は全面電
極であり、ｎ型半導体層１９２とオーミック接触しているのに対し、アノード電極１５１
は円板の厚さ（Ｗ）方向に互いに分離された細長いｎ個の微小アノード電極１５１－１～
１５１－ｎからなる。これらの微小アノード電極１５１－１～１５１－ｎの幅はそれぞれ
Ｗ１、Ｗ２、…、Ｗｎであり、これらは互いに同一であっても異なっていてもよい。
　ｐ型半導体層１９１およびｎ型半導体層１９２のバンドギャップＥｇは、光入射面から
円板の厚さ方向にｎ段階（ｎ≧２）に段階的に減少しており、光入射面側から順にＥｇ１

、Ｅｇ２、…、Ｅｇｎ（Ｅｇ１＞Ｅｇ２＞…＞Ｅｇｎ）となっている。ｐ型半導体層１９
１およびｎ型半導体層１９２のうちのバンドギャップＥｇがＥｇｋ（１≦ｋ≦ｎ）の領域
をＥｇｋ領域と呼ぶ。このＥｇｋ領域のｐ型半導体層１９１と微小アノード電極１５１－
ｋとがオーミック接触している。これらのＥｇｋ領域は一体になっていても互いに分離さ
れていてもよい。微小アノード電極１５１－ｋとカソード電極１５２との間にＥｇｋ領域
が挟まれた構造が微小太陽電池を構成し、カソード電極１５２を共通電極としたこれらの
ｎ個の微小太陽電池によりこの太陽電池が構成されている。
　Ｅｇｋは次のように設定することができる。例えば、ＡＭ１．５太陽光スペクトルの全
波長範囲またはその主要な波長範囲（入射エネルギーが高い部分を含む範囲）において、
波長をｎ個の区間に分ける。そして、これらの区間に短波長側（高エネルギー側）から順
に１、２、…、ｎというように番号を付け、ｋ番目の区間の最小光子エネルギーに等しく
Ｅｇｋを選ぶ。こうすることで、ｋ番目の区間の光子エネルギーを有する光子がＥｇｋ領
域に入射すると電子－正孔対が発生し、光電変換が行われる。また、この場合、このｋ番
目の区間の光子エネルギーを有する光子が各Ｅｇｋ領域に到達して十分に吸収されるよう
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に、光入射面からこのＥｇｋ領域までの深さを選ぶ。これによって、この太陽電池の光入
射面に入射する太陽光は、まずＥｇ１領域に入射してそのスペクトルのうち光子エネルギ
ーがＥｇ１以上のものが吸収されて光電変換され、続いてＥｇ２領域に入射してそのスペ
クトルのうち光子エネルギーがＥｇ２以上でＥｇ１より小さいものが吸収されて光電変換
され、最終的にＥｇｎ領域に入射して、そのスペクトルのうち光子エネルギーがＥｇｎ以
上でＥｇｎ－１より小さいものが吸収されて光電変換される。この結果、太陽光スペクト
ルのほぼ全範囲あるいは主要な波長範囲の光を光電変換に使用することができる。
　Ｅｇｋの理想的な設定例について説明する。第４４図にＡＭ１．５太陽光スペクトルの
光子密度ｎｐｈと光子エネルギーｈνとの関係を示す。ここでは、ＡＭ１．５太陽光スペ
クトルの光子エネルギーをエネルギー幅Δの１０個の区間に等分するものとする。この場
合の理論最高光電変換効率は約６５％にもなり、これは例えばＥｇ＝１．３５ｅＶの従来
の太陽電池の理論最高光電変換効率３１％の倍以上である。
　各Ｅｇｋの設定は各Ｅｇｋ領域を構成する半導体の組成を変えることにより行うことが
できる。具体的には、各Ｅｇｋ領域を別種の半導体により構成する。無機半導体を用いる
場合について具体例をいくつか挙げると次のとおりである。ｎ＝２の最も簡単な場合には
、例えば、Ｅｇ１領域をＧａＡｓ（Ｅｇ＝１．４３ｅＶ）、Ｅｇ２領域をＳｉ（Ｅｇ＝１
．１１ｅＶ）により構成する。また、ｎ＝３の場合には、例えば、Ｅｇ１領域をＧａＰ（
Ｅｇ＝２．２５ｅＶ）、Ｅｇ２領域をＧａＡｓ（Ｅｇ＝１．４３ｅＶ）、Ｅｇ３領域をＳ
ｉ（Ｅｇ＝１．１１ｅＶ）により構成する。また、ｎ＝４の場合には、例えば、Ｅｇ１領
域をＧａＰ（Ｅｇ＝２．２５ｅＶ）、Ｅｇ２領域をＧａＡｓ（Ｅｇ＝１．４３ｅＶ）、Ｅ

ｇ３領域をＳｉ（Ｅｇ＝１．１１ｅＶ）、Ｅｇ４領域をＧｅ（Ｅｇ＝０．７６ｅＶ）によ
り構成する。さらには、ＧａＩｎＮｘＡｓ１－ｘやＧａＩｎＮｘＰ１－ｘを用いてｘの制
御だけでｎ～１０の場合のＥｇｋ領域を構成することも可能である。加えて、Ｔｅを含ま
せると大きなボウイング（ｂｏｗｉｎｇ）を示すことが知られているＩＩ－ＶＩ族化合物
半導体を用いてＥｇｋ領域を構成してもよい。
　この太陽電池の製造方法は第９の実施形態と同様である。
　この太陽電池を複数用いて太陽電池システムを構成する場合には、例えば、一列に並べ
た太陽電池の微小アノード電極１５１－ｋ同士を接続し、各列毎の最終段の太陽電池の微
小アノード電極１５１－ｋから出力電圧を取り出す。
　この第１３の実施形態によれば、第９の実施形態と同様な利点に加えて、次のような利
点を得ることができる。すなわち、例えば従来のアモルファスＳｉ太陽電池では太陽光ス
ペクトルのうち光子エネルギーが１．１２ｅＶより小さい波長の光は利用することができ
ないのに対し、この第１３の実施形態によれば、Ｅｇｋ領域の設計により、太陽光スペク
トルの全部または主要部の光を光電変換に利用することができ、光電変換効率の飛躍的な
向上を図ることができる。
　次に、この発明の第１４の実施形態による太陽電池について説明する。
　第４５図Ａ、第４５図Ｂおよび第４５図Ｃはこの太陽電池を示す。ここで、第４５図Ａ
は表面図、第４５図Ｂは裏面図、第４５図Ｃは側面図である。第４５図Ａ、第４５図Ｂお
よび第４５図Ｃに示すように、この太陽電池は、アノード電極１５１とカソード電極１５
２とが、間にｐ型半導体層１９１とｎ型半導体層１９２とからなるｐｎ接合をはさんで渦
巻き状に形成されたもので、全体として薄い六角形板の形状を有する。その他の構成は第
１３の実施形態と同様である。
　この六角形の形状を有する太陽電池を隙間なく一面に敷き詰めて太陽電池システムを構
成する場合には、一列に並べた太陽電池の微小アノード電極１５１－ｋ同士を接続し、各
列毎の最終段の太陽電池の微小アノード電極１５１－ｋから出力電圧を取り出す。このと
き、一つの列の各太陽電池のＥｇｋ領域の微小太陽電池毎に並列接続する。この太陽電池
システムを第４６図に示す。
　この第１４の実施形態によれば、第１３の実施形態と同様な利点を得ることができるほ
か、次のような利点を得ることもできる。すなわち、この第１４の実施形態による太陽電
池は六角形の形状を有するため、第３８図に示すように、この太陽電池を隙間なく一面に
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敷き詰めることができる。このため、各太陽電池の光電変換効率の飛躍的な増加と相まっ
て単位面積当たりの発電量を飛躍的に増加させることができる。
　次に、この発明の第１５の実施形態による太陽電池について説明する。
　第４７図に示すように、この太陽電池は、アノード電極１５１とカソード電極１５２と
が、間にｐ型半導体層とｎ型半導体層とからなるｐｎ接合をはさんで渦巻き状に形成され
ていることは第１３の実施形態による太陽電池と同様であるが、この場合、巻き取り軸で
ある中心軸１９４がアノード側となっており、したがってｎ型半導体層１９２よりもｐ型
半導体層１９１が先に巻きついていること、アノード電極１５１が円板の厚さ（Ｗ）方向
に互いに分離された細長いｎ個の微小アノード電極１５１－１～１５１－ｎからなるだけ
でなく、カソード電極１５２も、六角形板の厚さ（Ｗ）方向に互いに分離された細長いｎ
個の微小カソード電極１５２－１～１５２－ｎからなることが異なる。これらの微小カソ
ード電極１５２－１～１５２－ｎの幅はそれぞれＷ１、Ｗ２、…、Ｗｎである。その他の
構成は第１３の実施形態と同様である。
　第４８図に中心軸１９４の詳細構造を示す。第４８図に示すように、中心軸１９４の表
面は絶縁体からなり、その表面にｐコンタクト層１９５－１～１９５－ｎが軸方向に互い
に分離されて形成されており、その周りにそれぞれ微小アノード電極１５１－１～１５１
－ｎが巻き付いてコンタクトした構造になっている。中心軸１９４の一端にはコネクター
１９６が設けられている。このコネクター１９６の表面は絶縁体からなり、この表面に電
極１９７－１～１９７－ｎが軸方向に互いに分離されて形成されている。電極１９７－１
～１９７－ｎは、図示省略した内部配線により、それぞれｐコンタクト層１９５－１～１
９５－ｎと電気的に接続されている。
　この太陽電池を複数用いて太陽電池システムを構成する場合には、例えば、一列に並べ
た太陽電池の微小アノード電極１５１－ｋ同士および微小カソード電極１５２－ｋ同士を
接続し、各列毎の最終段の太陽電池の微小アノード電極１５１－ｋから出力電圧を取り出
す。このとき、一つの列の各太陽電池のＥｇｋ領域の微小太陽電池毎に並列接続する。
　この第１５の実施形態によれば、第１３の実施形態と同様な利点を得ることができる。
　次に、この発明の第１６の実施形態による太陽電池について説明する。
　この太陽電池は、全体として薄い六角形板の形状を有する。その他の構成は第１５の実
施形態と同様である。
　この六角形の形状を有する太陽電池を隙間なく一面に敷き詰めて太陽電池システムを構
成する場合には、一列に並べた太陽電池の微小アノード電極１５１－ｋ同士および微小カ
ソード電極１５２－ｋ同士を接続し、各列毎の最終段の太陽電池の微小アノード電極１５
１－ｋから出力電圧を取り出す。このとき、一つの列の各太陽電池のＥｇｋ領域の微小太
陽電池毎に並列接続する。この場合、太陽電池の側面に微小アノード電極１５１－ｋが露
出しているため、この太陽電池の側面同士を突き合わせるだけで微小アノード電極１５１
－ｋ同士を電気的に接続することができる。この太陽電池システムを第４９図に示す。
　次に、この太陽電池システムからの出力電圧の好ましい取り出し方について説明する。
この太陽電池の各微小太陽電池の微小アノード電極１５１－ｋと微小カソード電極１５２
－ｋとの間に発生する光起電力はＥｇｋ／ｅで表されるため、各微小太陽電池の光起電力
は互いに異なる。各微小太陽電池の光起電力をそのまま使ってもよいが、太陽電池を最も
有効に利用するためには、各微小太陽電池の接続の仕方を工夫して単一の電圧の出力電圧
が得られるようにするのが好ましい。そこで、Ｅｇｎ＝Δとし、Ｅｇｉ＝Ｅｇ１－（ｉ－
１）Δ（ｉ＝１～ｎ）とする。このとき、一つの列の各太陽電池のＥｇｋ領域の微小太陽
電池毎に並列接続する。そして、ｉ番目の列のｊ番目の太陽電池をＣｉｊで表すとき、第
５０図に示すように、２ｉ－１番目の列の１番目の太陽電池Ｃ２ｉ－１，１のＥｇｋ領域
（ｋ≧２）の微小太陽電池と２ｉ番目の列の１番目の太陽電池Ｃ２ｉ，１のＥｇ（ｎ＋２

－ｋ）領域の微小太陽電池とを直列接続すると合計の光起電力の値は（Ｅｇｋ＋Ｅｇ（ｎ

＋２－ｋ））／ｅ＝Ｅｇ１／ｅとなる。一方、Ｅｇ１領域の微小太陽電池の光起電力はＥ

ｇ１／ｅである。したがって、これらの光起電力を同一の端子から取り出すことにより、
この太陽電池から単一の電圧の出力電圧を得ることができる。
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　次に、この発明の第１７の実施形態による発光素子について説明する。
　この発光素子の表面図、裏面図および側面図はそれぞれ第４２図Ａ、第４２図Ｂおよび
第４２図Ｃに示すものと同様である。
　第５１図にこの発光素子の詳細構造を模式的に示す。第５１図に示すように、アノード
電極１５１とカソード電極１５２とが背中合わせになる部位には絶縁膜１９３が設けられ
ており、この絶縁膜１９３によりアノード電極１５１とカソード電極１５２とが互いに電
気的に絶縁されている。この場合、カソード電極１５２は全面電極であり、ｎ型半導体層
１９２とオーミック接触しているのに対し、アノード電極１５１は円板の厚さ（Ｗ）方向
に互いに分離された細長いｎ個の微小アノード電極１５１－１～１５１－ｎからなる。こ
れらの微小アノード電極１５１－１～１５１－ｎの幅はそれぞれＷ１、Ｗ２、…、Ｗｎで
あり、これらは互いに同一であっても異なっていてもよい。カソード電極１５２および微
小アノード電極１５１－１～１５１－ｎは、発光波長の光に対して透明な導電材料、例え
ばインジウム－スズ酸化物（ＩＴＯ）などからなる。微小アノード電極１５１－ｋとカソ
ード電極１５２との間にＥｇｋ領域が挟まれた構造が微小発光素子を構成し、カソード電
極１５２を共通電極としたこれらのｎ個の微小発光素子によりこの発光素子が構成されて
いる。
　ｐ型半導体層１９１およびｎ型半導体層１９２のバンドギャップＥｇは、光入射面から
円板の厚さ方向にｎ段階（ｎ≧２）に段階的に変化している。具体的には、例えば、Ｅｇ

１領域、Ｅｇ４領域、Ｅｇ７領域、…からは赤色（Ｒ）発光が得られ、Ｅｇ２領域、Ｅｇ

５領域、Ｅｇ８領域、…からは緑色（Ｇ）発光が得られ、Ｅｇ３領域、Ｅｇ６領域、Ｅｇ

９領域、…からは青色（Ｂ）発光が得られるように、これらの領域のバンドギャップが選
ばれている。すなわち、光入射面から円板の厚さ方向に微小発光素子の発光色はＲ、Ｇ、
Ｂの繰り返しになっている。各発光色の微小発光素子の微小アノード電極１５１－ｋとカ
ソード電極１５２との間にはそれぞれ所定の駆動電圧を印加して電流を注入し、発光を起
こさせる。これらの微小発光素子の駆動により白色光が得られる。
　上記以外のことは、その性質に反しない限り、第１３の実施形態と同様である。
　この第１７の実施形態によれば、発光素子の体積の大部分を占める全てのＥｇｋ領域の
全体から三次元的に発光が生じるため、従来の発光ダイオードに比べて発光効率の飛躍的
な向上を図ることができ、超高輝度の発光素子を実現することができる。また、この発光
効率の飛躍的な向上により、発光素子の注入電流密度を大きくしないでも十分に大きな光
強度を得ることができるため、発光素子の寿命の向上を図ることができる。
　次に、上記の第１～第１７の実施形態による各種の素子の製造に用いて好適なクリーン
ユニットおよびクリーユニットシステムについて説明する。
　第５２図Ａ、第５２図Ｂおよび第５２図Ｃはこの発明の第１８の実施形態によるクリー
ンユニットを示し、第５２図Ａは上面図、第５２図Ｂは正面図、第５２図Ｃは側面図であ
る。このクリーンユニットでは、主に、ガスの発生や有機溶剤の使用などを伴う化学プロ
セスを行うが、これに限定されるものではない。
　第５２図Ａ、第５２図Ｂおよび第５２図Ｃに示すように、このクリーンユニットは、六
面体形状の箱状の作業室２１１を有する。この作業室２１１の両側面は互いに平行、上面
および底面も互いに平行、両側面と上面、底面、前面および背面とは互いに直角であるが
、前面は背面に対して非平行でその上部が背面に近づく向きに角度θ（例えば、７０～８
０°）だけ傾斜している。作業室２１１の背面および両側面にそれぞれ、クリーンユニッ
ト間のコネクターおよび搬送路を兼用するトランスファーボックス２１２、２１３、２１
４が着脱自在に設けられている。第５２図Ａ、第５２図Ｂおよび第５２図Ｃには図示され
ていないが、これらのトランスファーボックス２１２、２１３、２１４が取り付けられて
いる部分の作業室２１１の壁には開口部が設けられている。これらのトランスファーボッ
クス２１２、２１３、２１４を用いて背面および両側面の三方向から他のクリーンユニッ
トを連結することができるようになっているとともに、これらのトランスファーボックス
２１２、２１３、２１４を通して試料などの搬送を行うことができるようになっている。
作業室２１１の前面の壁には二つの円形の開口部が設けられており、これらの開口部に一
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対の手作業用グローブ２１５が装着されている。そして、これらの手作業用グローブ２１
５にオペレーターが両手を入れて作業室２１１内で必要な作業を行うことができるように
なっている。作業室２１１の上面には、排気ダクト２１６およびそれ自体は送風動力を持
たないパッシブ防塵フィルター２１７が取り付けられており、これらにより作業室２１１
の内部を例えばクラス１０あるいはクラス１００程度のクリーンな環境に維持することが
できるようになっている。このパッシブ防塵フィルター２１７としては、例えば、パッシ
ブＨＥＰＡフィルターを用いることができる。
　作業室２１１の前面は取り外し可能になっており、前面を取り外した状態でその中にプ
ロセス装置や観察装置などの必要な装置を入れることができるようになっている。
　作業室２１１の大きさは、その中に必要なプロセス装置などを収容することができ、か
つ、オペレーターが手作業用グローブ２１５に両手を入れて作業室２１１内で必要な作業
を行うことができる大きさに選ばれる。作業室２１１の寸法の具体例を挙げると、第５２
図Ａ、第５２図Ｂおよび第５２図Ｃにおいて、奥行きａ＝５０～７０ｃｍ、幅ｂ＝７０～
９０ｃｍ、高さｈ＝５０～１００ｃｍである。また、作業室２１１を構成する材料として
は、好適には、外部から内部を見ることができるようにするため、透明材料、例えばアク
リル樹脂板が用いられる。機械的補強のため、このアクリル樹脂板を金属枠に取り付ける
ようにしてもよい。トランスファーボックス２１２、２１３、２１４の寸法ｃは例えばｃ
＝１５～２０ｃｍである。
　第５３図Ａ、第５３図Ｂおよび第５３図Ｃはトランスファーボックス２１２、２１３、
２１４の構成例を示し、第５３図Ａは上面図、第５３図Ｂは正面図、第５３図Ｃは側面図
である。
　第５３図Ａ、第５３図Ｂおよび第５３図Ｃに示すように、トランスファーボックス２１
２、２１３、２１４は、矩形断面を有する筒２１８の両端にこの筒２１８よりも一回り大
きい額縁状のつば（フランジ部）２１９を有するものからなる。この場合、つば２１９の
内周は筒２１８の内周と一致している。
　次に、作業室２１１とトランスファーボックス２１２、２１３、２１４との接続の仕方
について説明する。ここでは、一例として、作業室２１１の右側の側面にトランスファー
ボックス２１４を接続する場合について説明するが、他のトランスファーボックス２１２
、２１３の接続の仕方も同様である。第５４図Ａおよび第５４図Ｂに示すように、作業室
２１１の内外を仕切る壁２２０にはトランスファーボックス２１４が取り付けられる部分
に矩形の開口部２２０ａが設けられている。また、壁２２０の外側の面においてこの開口
部２２０ａの直ぐ下の位置に水平方向に延びるストッパー２２１が設けられており、この
ストッパー２２１の両端部の上に鉛直方向に延びる一対のガイドレール２２２が互いに対
向して平行に設けられている。これらのガイドレール２２２と壁２２０との間の隙間は、
トランスファーボックス２１４のつば２１９の厚さより僅かに大きく選ばれている。そし
て、この隙間にトランスファーボックス２１４のつば２１９の両側部を上から差し込んで
ガイドレール２２２に沿ってスライドさせる。つば２１９の下端がストッパー２２１に接
した時点でつば２１９とガイドレール２２２および壁２２０とがほぼ密着し、トランスフ
ァーボックス２１４の取り付けが終了する。
　また、壁２２０の内側の面にも、開口部２２０ａの直ぐ下の位置に水平方向に延びるス
トッパー２２３が設けられており、このストッパー２２３の両端部の上に鉛直方向に延び
る一対のガイドレール２２４が互いに対向して平行に設けられている。そして、ガイドレ
ール２２４と壁２２０との間の隙間に開口部２２０ａより一回り大きい矩形の引き戸２２
５の両側部を差し込んでガイドレール２２４に沿ってスライドさせる。引き戸２２５の下
端がストッパー２２３に接した時点で引き戸２２５とガイドレール２２４および壁２２０
とがほぼ密着し、壁２２０の内外が遮断される。ガイドレール２２４と壁２２０との間の
隙間は、引き戸２２５の厚さより僅かに大きく選ばれている。この引き戸２２５には取っ
手２２６が付いており、この取っ手２２６を手で持って引き戸２２５を上下動させること
により引き戸２２５の開閉を行うことができるようになっている。そして、このように引
き戸２２５の開閉を行うことにより、作業室２１１の内部とトランスファーボックス２１
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４との間の連通／非連通を制御することができるようになっている。
　クリーンユニットシステムを拡張する際には、内側の引き戸２２５を閉じた状態で、壁
２２０の開口部２２０ａの外側にトランスファーボックス２１４を装着し、さらにそれに
連なる次のクリーンユニットの作業室２１１をこのトランスファーボックス２１４の他端
に接続した後、この内側の引き戸２２５を開けることで、作業室２１１内にクリーンな環
境を維持したまま、クリーンな領域（空間）を左右ならびに奥行き方向に拡張していくこ
とができる。
　次に、クリーンユニットへの試料の投入および取り出しの仕方について説明する。第５
５図Ａおよび第５５図Ｂに示すように、この試料の投入および取り出しのために、クリー
ンユニットの作業室２１１に、次のクリーンユニットを接続する代わりに投入／取り出し
ボックス２２７を取り付ける。この投入／取り出しボックス２２７は、トランスファーボ
ックス２１２、２１３、２１４とほぼ同様な構成を有する。すなわち、この投入／取り出
しボックス２２７は、矩形断面を有する筒２２８の両端にこの筒２２８より一回り大きい
額縁状のつば（フランジ部）２２９を有するものからなるが、一方のつば２２９の下部に
はストッパー２３０が取り付けられ、このストッパー２３０の両端部の上に鉛直方向に延
びる一対のガイドレール２３１が互いに対向して平行に設けられている。つば２２９の内
周は筒２２８の内周と一致している。そして、ガイドレール２３１とつば２２９との間の
隙間に筒２２８より一回り大きい矩形の密閉遮断板２３２の両側部を差し込んでガイドレ
ール２３１に沿ってスライドさせる。密閉遮断板２３２の下端がストッパー２３０に接し
た時点で密閉遮断板２３２とガイドレール２３１およびつば２２９とがほぼ密着し、投入
／取り出しボックス２２７の内外が遮断される。ガイドレール２３１とつば２２９との間
の隙間は、密閉遮断板２３２の厚さより僅かに大きく選ばれている。この密閉遮断板２３
２には取っ手２３３が付いており、この取っ手２３３を手で持って密閉遮断板２３２を上
下動させることによりこの密閉遮断板２３２の開閉を行うことができるようになっている
。そして、このように密閉遮断板２３２の開閉を行うことにより、投入／取り出しボック
ス２２７の内部と外部との間の連通／非連通を制御することができるようになっている。
投入／取り出しボックス２２７のクリーンユニットへの取り付け方法は、トランスファー
ボックス２１２、２１３、２１４の取り付け方法と同じであるので、説明を省略する。
　次に、クリーンユニットの三箇所のコネクター部のうち、特に試料の出し入れもせず、
他のクリーンユニットも連結しないコネクター部に関しては、第５６図Ａおよび第５６図
Ｂに示すように、壁２２０の外側にも、内側と同様に開閉機構が設けられている。すなわ
ち、作業室２１１の壁２２０にストッパー２３４および一対のガイドレール２３５を取り
付け、このガイドレール２３５と壁２２０との間の隙間に開口部２２０ａより一回り大き
い矩形の密閉遮断板２３６の両側部を差し込んでガイドレール２３５に沿ってスライドさ
せる。密閉遮断板２３６の下端がストッパー２３４に接した時点で密閉遮断板２３６とガ
イドレール２３５および壁２２０とがほぼ密着し、壁２２０の内外が遮断される。ガイド
レール２３５と壁２２０との間の隙間は、密閉遮断板２３６の厚さより僅かに大きく選ば
れている。この密閉遮断板２３６には取っ手２３７が付いており、この取っ手２３７を手
で持って密閉遮断板２３６を上下動させることにより密閉遮断板２３６の開閉を行うこと
ができるようになっている。そして、このように密閉遮断板２３６の開閉を行うことによ
り、クリーンユニットの内部と外部との間の連通／非連通を制御することができるように
なっている。この場合、壁２２０の内側にも同様な開閉構造が設けられているため、コネ
クター部の壁２２０の両側に二重の密閉構造が備わっていることになる。このようにして
、他のクリーンユニットとの接続がなく、かつトランスファーボックスも連結しない場合
には、クリーンユニットの作業室２１１の内部の外気からの遮断を効率よく行うことがで
きる。
　第５７図Ａ、第５７図Ｂおよび第５７図Ｃはこの発明の第１９の実施形態によるクリー
ンユニットを示し、第５７図Ａは上面図、第５７図Ｂは正面図、第５７図Ｃは側面図であ
る。このクリーンユニットでは、主に、表面観察などの各種測定や検査やアセンブリなど
、局所排気の必要ない、非化学的なプロセスを行うが、これに限定されるものではない。
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　第５７図Ａ、第５７図Ｂおよび第５７図Ｃに示すように、このクリーンユニットは、第
５２図Ａ、第５２図Ｂおよび第５２図Ｃに示すクリーンユニットの作業室２１１と同様な
構成の作業室２５１を有する。この作業室２５１の背面および両側面にはそれぞれ、クリ
ーンユニット間のコネクターおよび搬送路を兼用するトランスファーボックス２５２、２
５３、２５４が設けられ、これらのトランスファーボックス２５２、２５３、２５４を用
いて背面および両側面の三方向から他のクリーンユニットを連結することができるように
なっているとともに、これらのトランスファーボックス２５２、２５３、２５４を通して
試料などの搬送を行うことができるようになっている。また、作業室２５１の前面には二
つの円形の開口部が設けられており、これらの開口部に一対の手作業用グローブ２５５が
装着されている。作業室２５１の上面には、それ自体送風動力を持つアクティブ防塵フィ
ルター２５６が取り付けられており、作業室２５１の内部を例えばクラス１０またはクラ
ス１００程度のクリーンな環境に維持することができるようになっている。この場合、排
気ダクトは設けられておらず、その代わりに、作業室２５１の両側面の下部の隅に排気用
通風孔２５７が設けられている。この排気用通風孔２５７は、アクティブ防塵フィルター
２５６から送られた空気を作業室２５１の外部に排気し、アクティブ防塵フィルターの動
作により加わる正圧を調節するためのものである。このアクティブ防塵フィルター２５６
としては、例えば、アクティブＨＥＰＡフィルターを用いることができる。なお、例えば
、このクリーンユニットをバイオクリーンルーム代替で用いるときには、このアクティブ
防塵フィルター２５６に直列にイオン殺菌除去装置を加えてもよい。
　上記以外の構成は第５２図Ａ、第５２図Ｂおよび第５２図Ｃに示すクリーンユニットの
構成と同一である。
　トランスファーボックス２５２、２５３、２５４の連結部位には、第５２図Ａ、第５２
図Ｂおよび第５２図Ｃに示すクリーンユニットと同様に、他のクリーンユニットを連結し
ない場合には、外気との密閉遮断板または遮断扉を付けることも可能である。
　次に、この発明の第２０の実施形態によるクリーンユニットシステムについて説明する
。
　第５８図Ａはこのクリーンユニットシステムを示す。また、第５８図Ｂはこのクリーン
ユニットシステムとの比較のための従来のクリーンユニットシステムを示す。
　第５８図Ａに示すように、部屋の中に定盤２６１、２６２、２６３、２６４がそれらの
間にオペレーターが入って作業を行うのに十分なスペースをあけて設置されている。そし
て、定盤２６１上にはクリーンユニット２６５が、定盤２６２上にはクリーンユニット２
６６、２６７が、定盤２６３上にはクリーンユニット２６８、２６９、２７０が、定盤２
６４上にはクリーンユニット２７１、２７２、２７３がそれぞれ設置されている。これら
のクリーンユニット２６５～２７３はトランスファーボックス２７４により連結されてお
り、繰り返し折れ曲がったつづら折り状配置となっている。
　この場合、クリーンユニット２６５～２７３としては三方向の連結が可能な第１８また
は第１９の実施形態によるクリーンユニットが用いられており、このため上述のようにク
リーンユニット２６５～２７３をつづら折り状に配置することが可能となっている。
　ただし、クリーンユニット２６５、２６９、２７２、２７３としては、左右二方向のみ
の連結が可能な従来のクリーンユニットを用いてもよい。
　前処理、レジスト塗布、ベーキング、露光、現像、ポストベーク、エッチング（食刻）
、薄膜成長、表面観察、アセンブリなどの各要素プロセスは最近の技術の進歩によりコン
パクトな装置で行うことが可能になってきたので、基本的に第１８の実施形態によるクリ
ーンユニット（以下「タイプＡ」という）と第１９の実施形態によるクリーンユニット（
以下「タイプＢ」という）とのどちらかの中に収めることが可能である。そこで、クリー
ンユニット２６５～２７３には、実行するプロセスに応じた小型のプロセス装置（成長装
置、エッチング装置などの化学プロセス装置またはリソグラフィー装置、ベーク炉などの
非化学プロセス装置）や小型の観察装置（ＡＦＭ、ＳＴＭ、光学顕微鏡、ＳＥＭなど）な
どが設置される。例えば、クリーンユニット２７０内には小型の成長装置が設置される。
この場合、成長装置の電源２７５およびオシロスコープ２７６がこのクリーンユニット２
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７０の近くに設置されている。
　このクリーンユニットシステムを用いてプロセスや観察、測定などを実行する場合には
、例えば次のようにする。すなわち、オペレーターはまず、クリーンユニット２６５の前
方に立って試料の出し入れ部から基板（図示せず）を投入する。そして、このクリーンユ
ニット２６５内で所定のプロセスなどを実行した後、作業用グローブ（図示せず）を用い
て基板をトランスファーボックス２７４を通して次のクリーンユニット２６６に搬送する
。次に、オペレーターはクリーンユニット２６６の前方に移動し、このクリーンユニット
２６６内で所定のプロセスを実行する。このようにして、基板をクリーンユニット２６５
～２７３間で受け渡しながら順次プロセスを実行する。そして、プロセス終了後にクリー
ンユニット２７３から基板を取り出す。
　以上のように、この第２０の実施形態によれば、クリーンユニット２６５～２７３をつ
づら折り状に配置することが可能であるので、クリーンユニットシステムの占有面積を方
形に近づけることができ、このクリーンユニットシステムを設置する部屋の設計への負担
を軽くするとともに、部屋のスペースの有効利用を図ることができる。
　すなわち、第５８図Ｂに示すように、左右方向にのみ連結可能なクリーンユニット２８
１～２８８を左右方向に単一直線状配置で連結した従来のクリーンユニットシステムでは
、長さが極めて長くなるため、設置スペースも長くなり、部屋のスペースの使用効率が悪
い。したがって、この第１８の実施形態によるクリーンユニットシステムの優位性は明ら
かである。なお、第５８図Ｂにおいて、符号２８９～２９２は定盤、２９３は連結部を示
す。
　次に、この発明の第２１の実施形態によるクリーンユニットシステムについて説明する
。
　第５９図はこのクリーンユニットシステムを示す。第５９図に示すように、このクリー
ンユニットシステムにおいては、タイプＡまたはタイプＢの三方向接続可能なクリーンユ
ニット１１０１～１１０６がトランスファーボックス１１０７を介してループ状配置で連
結されている。連結に使用されていないトランスファーボックス１１０７は密閉遮断板に
より遮断されている。
　この第２１の実施形態によれば次のような利点を得ることができる。すなわち、一般に
、トータルな一連のプロセスにおいては、同一のプロセスを繰り返すことがよくあるが、
左右方向にのみ連結可能なクリーンユニットを左右方向に連結した単一直線状配置の従来
のクリーンユニットシステムでは、同一のプロセスを繰り返し行う場合、その都度上流側
のクリーンユニットに試料を戻さざるを得ないため、作業効率が極めて悪い。これに対し
、この第２１の実施形態によれば、クリーンユニット１１０１～１１０６が３方向接続可
能であるので、プロセスフローに沿ってクリーンユニット１１０１～１１０６の最適なル
ープ状の連結が可能となり、試料の無駄な搬送を伴うことなく必要な回数、何回でも一連
のプロセスを繰り返すことができる。このため、一連のプロセスを効率的に行うことがで
きる。
　次に、この発明の第２２の実施形態によるクリーンユニットシステムについて説明する
。
　第６０図はこのクリーンユニットシステムを示す。第６０図に示すように、このクリー
ンユニットシステムにおいては、タイプＡまたはタイプＢのクリーンユニット１１０１～
１１０６がトランスファーボックス１１０７を介してループ状配置で連結されていること
は第１９の実施形態と同様であるが、この場合にはさらに、クリーンユニット１１０２と
クリーンユニット１１０５とがトランスファーボックス１１０７および中継ボックス１１
０８を介して直接連結されている。この場合、第５２図Ａ、第５２図Ｂおよび第５２図Ｃ
または第５７図Ａ、第５７図Ｂおよび第５７図Ｃにおいて、作業室の奥行きの寸法ａ、ト
ランスファーボックスの寸法ｃ、背面トランスファーボックスの、向かって右側面からの
距離ｘがｘ＝（ａ－ｃ）／２を満たすように設計することにより、単一の構造仕様のクリ
ーンユニット１１０１～１１０６のみを用いて第６０図に示すような連結を行うことがで
きる。
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　以上のように、この第２２の実施形態によれば、クリーンユニット１１０１～１１０６
がループ状配置で連結され、しかもクリーンユニット１１０２とクリーンユニット１１０
５とがトランスファーボックス１１０７および中継ボックス１１０８により直接連結され
ていることにより、第２１の実施形態と同様な利点に加え、条件判断に伴う分岐や小ルー
プなど、より小回りの効いたプロセスを実行することが可能になる。具体的には、クリー
ンユニット１１０１～１１０６間で順番に基板を受け渡してプロセスを実行するほかに、
例えば、クリーンユニット１１０１から出発してクリーンユニット１１０２でプロセスを
実行した後、クリーンユニット１１０５に進んでプロセスを行うこともできる。
　次に、この発明の第２３の実施形態によるクリーンユニットシステムについて説明する
。
　第６１図はこのクリーンユニットシステムを示す。第６１図に示すように、このクリー
ンユニットシステムにおいては、タイプＡまたはタイプＢの三方向接続可能なクリーンユ
ニット１１２１～１１２８がトランスファーボックス１１２９を介して連結されている。
この場合、クリーンユニット１１２２～１１２７は第２２の実施形態と同様なループ状配
置で連結されている。
　例えば、クリーンユニット１１２２、１１２３、１１２５、１１２６としてはタイプＡ
のものを用い、クリーンユニット１１２１、１１２４、１１２７としてはタイプＢのもの
を用いる。
　各クリーンユニット１１２１～１１２８で行われる作業は、例えば次のとおりである。
まず、クリーンユニット１１２１は保管ユニットで、試料保管庫（例えば、基板を収納し
たウエハーカセット１１３０）が設置され、連結に使用されていない右側面のトランスフ
ァーボックス１１２９は試料投入口、同じく連結に使用されていない背面のトランスファ
ーボックス１１２９は非常時試料取出口である。クリーンユニット１１２２は化学ユニッ
トで、化学前処理システム１１３１が設置され、化学前処理が行われる。クリーンユニッ
ト１１２３はレジストプロセスユニットで、スピンコータ１１３２および現像装置１１３
３が設置され、レジストのコーティングや現像が行われる。クリーンユニット１１２４は
リソグラフィーユニットで、露光装置１１３４が設置され、連結に使用されていない右側
面のトランスファーボックス１１２８は非常時試料取出口である。クリーンユニット１１
２５は成長／メタライゼーションユニットで、電気化学装置１１３５およびマイクロリア
クターシステム１１３６が設置され、連結に使用されていない右側面のトランスファーボ
ックス１１２８は非常時試料取出口である。クリーンユニット１１２６はエッチングユニ
ットで、エッチング装置１１３７が設置されている。このクリーンユニット１１２６の背
面のトランスファーボックス１１２９は、中継ボックス１１３８を介して、クリーンユニ
ット１１２３の背面のトランスファーボックス１１２９と連結されている。クリーンユニ
ット１１２７はアセンブリユニットで、顕微鏡１１３９およびプローバー１１４０が設置
されている。クリーンユニット１１２８は走査プローブ顕微鏡（ＳＰＭ）観察ユニットで
、卓上ＳＴＭ１１４１および卓上ＡＦＭ１１４２が設置され、連結に使用されていない右
側面のトランスファーボックス１１２９は試料取出口、同じく連結に使用されていない背
面のトランスファーボックス１１２９は非常時試料取出口である。クリーンユニット１１
２３のスピンコータ１１３２、クリーンユニット１１２４の露光装置１１３４、クリーン
ユニット１１２５の電気化学装置１１３５およびマイクロリアクターシステム１１３６、
クリーンユニット１１２６のエッチング装置１１３７、クリーンユニット１１２７のプロ
ーバー１１４０などは電源１１４３に接続されていて電源が供給されるようになっている
。また、クリーンユニット１１２５の電気化学装置１１３５は信号ケーブル１１４４によ
り電気化学装置制御器１１４５と接続されており、この電気化学装置制御器１１４５によ
り制御されるようになっている。さらに、クリーンユニット１１２７の顕微鏡１１３９、
クリーンユニット１１２８の卓上ＳＴＭ１１４１および卓上ＡＦＭ１１４２による観察画
像は、液晶モニター１１４６に映し出すことができるようになっている。
　この第２３の実施形態によれば、次のような多くの利点を得ることができる。すなわち
、化学前処理、レジスト塗布、露光、現像、成長／メタライゼーション、エッチング、プ
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ロービング、表面観察など、通常巨大なクリーンルームの中に設えられた装置群を駆使し
て行われるほぼあらゆる工程を、クリーンな局所空間を包むクリーンユニットを連結した
クリーンユニットシステムにおいてループ状配置などを取ることによって、クリーンルー
ムを用いることなく通常の実験室規模の部屋の中において簡便かつコンパクトに実現する
ことができる。
　また、一般的には、上記のタイプＡ、Ｂのクリーンユニットの中に収めるプロセス装置
の性格により、第６１図に示すように、Ａ、Ｂ（あるいはその変形型）からなる、いわゆ
る「モザイク」状のクリーンユニット配列パターンができ、これによりプロセス全体、あ
るいはその主要部の一連の工程（例えば、途中で有塵雰囲気に暴露すると歩留まりを下げ
てしまう恐れのある工程を済ませ、有塵雰囲気でも差し支えない、区切りの良い段階まで
工程を進めてしまうことなど）を実行することができる。
　また、あるトータルな、あるいは主要な一連のプロセスフローが与えられたとき、それ
に対応した一次元のクリーンユニットの繋がり具合（モザイクパターン）が決まるが、上
記のタイプＡ、Ｂのクリーンユニットを用いることにより、同一処理（群）の繰り返しは
同一クリーンユニット（群）で行うなどの束縛条件を満たすように（つまりこのモザイク
のどことどこを繋げば最も効率がよくなるかを判定して）、クリーンユニットのループ状
配置などの実現が可能となる。また、その際、必要な工程数、作業の段数の増加に対応し
て、拡張性に富み、かつ極めてフレキシブルなやり方でプロセス一貫システムを組上げる
ことができる。
　次に、この発明の第２４の実施形態によるクリーンユニットシステムについて説明する
。
　第６２図はこのクリーンユニットシステムを示す。第６２図に示すように、このクリー
ンユニットシステムにおいては、タイプＡまたはタイプＢの三方向接続可能なクリーンユ
ニット１１５１～１１７１がトランスファーボックス１１７２を介して連結されている。
この場合、クリーンユニット１１６０～１１６５は第２１の実施形態と同様なループ状配
置で連結され、クリーンユニット１１６６～１１７１は第２２の実施形態と同様なループ
状配置で連結されている。クリーンユニット１１５５の背面のトランスファーボックス１
１７２とクリーンユニット１１６０の右側面のトランスファーボックス１１７２とは中継
ボックス１１７３を介して連結されている。また、クリーンユニット１１５８の背面のト
ランスファーボックス１１７２とクリーンユニット１１６５の右側面のトランスファーボ
ックス１１７２とは中継ボックス１１７３を介して連結されている。さらに、クリーンユ
ニット１１６７の背面のトランスファーボックス１１７２とクリーンユニット１１７０の
背面のトランスファーボックス１１７２とは中継ボックス１１７３を介して連結されてい
る。クリーンユニット１１６０～１１６５にはこのクリーンユニットシステムを用いて実
行するプロセスに必要なプロセス装置や観察装置などが設置されている。
　この第２４の実施形態によれば、次のような利点を得ることができる。すなわち、初段
から最終段までの一連のプロセスフローは、（途中の計測により不具合が見つかった場合
には、再度そのプロセスを繰り返すという条件判断およびその後の処理まで含めて）プロ
グラミングのフローチャートと同一視できるが、この第２４の実施形態によれば、プログ
ラミングでいうところのサブルーチン部１１７４や、条件判断による分岐１１７５などの
処理に対応して、三方接続を含め並べ替えることで、極めて順応性良く対応することがで
きる。つまり、トランスファーボックス１１７２の開閉や基板の搬送を含めてコンピュー
ターコントロールを行うことで（ループや条件判断によるプロセス上の別工程に飛び移る
ことを含み）全プロセス工程、あるいは主要な一連のプロセス工程を、プログラミングの
下、コンピュータの管理下において自動的に実行することができる。
　また、クリーンユニットシステムにループがあるため、クリーンユニット間で基板を行
き来させることにより、最小の移動距離で基板に対して同様の処理を何度でも行うことが
できる。従来のクリーンユニットの直線状配置では同様の処理を行う際、遠いクリーンユ
ニットまで長距離、基板を搬送する必要が出てくるため、これは非常に有利な点である。
これを一般化すると次のとおりである。すなわち、ペアノ曲線あるいは第６３図に示すヒ
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ルベルト曲線などに似た形で面が埋められるので、空間（面積）占有率の向上の面でも有
利である。特に、ヒルベルト曲線と同様に、一連の線上に乗っておりながら、同時に、こ
の線上では遠隔地に存しながらも、残るもう１次元を利用した三方接続により一種のプロ
セス空間内でいわば「ワープ」させて、別系のプロセスを基板（試料）に適用することが
できることが利点である。これは、たんぱく質合成の際に、ＤＮＡの一次元配列の各所に
散らばって存在する設計図をうまく読み取り合わせていく過程と相同の機能であり、一つ
のプロセスラインを多目的に利用することができる利便性を実現するものである。
　次に、この発明の第２５の実施形態によるクリーンユニットについて説明する。
　第６４図Ａ、第６４図Ｂおよび第６４図Ｃはこの第２５の実施形態によるクリーンユニ
ットを示し、第６４図Ａは上面図、第６４図Ｂは正面図、第６４図Ｃは側面図である。
　第６４図Ａ、第６４図Ｂおよび第６４図Ｃに示すように、このクリーンユニットは、六
面体形状の箱状の作業室２１１の背面および両側面にそれぞれトランスファーボックス２
１２、２１３、２１４が着脱自在に設けられていることに加えて、この作業室２１１の上
面および下面にそれぞれトランスファーボックス１２０１、１２０２が着脱自在に設けら
れている。これらのトランスファーボックス１２０１、１２０２の構造は、トランスファ
ーボックス２１２、２１３、２１４と同様である。
　上記以外のことは第１８の実施形態と同様であるので、説明を省略する。
　この第２５の実施形態によるクリーンユニットを以下においてはタイプＣという。
　次に、この発明の第２６の実施形態によるクリーンユニットについて説明する。
　第６５図Ａ、第６５図Ｂおよび第６５図Ｃはこの第２６の実施形態によるクリーンユニ
ットを示し、第６５図Ａは上面図、第６５図Ｂは正面図、第６５図Ｃは側面図である。
　第６５図Ａ、第６５図Ｂおよび第６５図Ｃに示すように、このクリーンユニットは、六
面体形状の箱状の作業室２５１の背面および両側面にそれぞれトランスファーボックス２
５２、２５３、２５４が着脱自在に設けられていることに加えて、この作業室２５１の上
面および下面にそれぞれトランスファーボックス１２０３、１２０４が着脱自在に設けら
れている。これらのトランスファーボックス１２０３、１２０４の構造は、トランスファ
ーボックス２１２、２１３、２１４と同様である。
　上記以外のことは第１９の実施形態と同様であるので、説明を省略する。
　この第２６の実施形態によるクリーンユニットを以下においてはタイプＤという。
　次に、この発明の第２７の実施形態によるクリーンユニットについて説明する。
　第６６図はこの第２７の実施形態によるクリーンユニットを示す正面図である。
　第６６図に示すように、このクリーンユニットにおいては、作業室２５１の左側の側面
の下部の隅の排気用通風孔（図示せず）は図示省略した蓋などにより塞がれており、右側
の側面の下部の隅の排気用通風孔とアクティブ防塵フィルター２５６の入り口との間に、
気密性を有する管１２５１が接続されている。そして、排気用通風孔から排気される気体
の全てがこの管１２５１を通ってアクティブ防塵フィルター２５６の入り口に入るように
なっている。このようにすることにより、気体は、アクティブ防塵フィルター２５６→作
業室２５１→排気用通風孔→管１２５１→アクティブ防塵フィルター２５６のように循環
するため、作業室２５１内の清浄度の大幅な向上を図ることができる。
　作業室２５１内で化学プロセスを実行する場合には、化学プロセス対応のアクティブ防
塵フィルター２５６を用いるとともに、上記の管１２５１の途中に吸着塔１２５２あるい
は吸着剤を設置することで、ダクトなどを通じて外部に接続することなく、クローズドシ
ステムで有害物質の除去とクリーンな環境の維持とを両立させることができる。
　また、作業室２５１の内壁の全部または一部に粘着シートを貼り付けてダスト微粒子を
付着させることで、清浄度のさらなる向上を図ることが可能である。この場合、粘着シー
トを多層化したものを用い、一枚ずつ剥がすことで清浄なシート面を露出させることによ
り、常時ダスト微粒子の付着効果を維持することができる。
　作業室２５１の詳細の図示および説明は省略するが、第１９または第２４の実施形態と
同様である。
　この第２７の実施形態によるクリーンユニットを以下においてはタイプＥという。
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　第６７図は、このタイプＥのクリーンユニットを通常のオフィス環境下に置いてアクテ
ィブ防塵フィルター２５６を運転した時の作業室２５１の内部の清浄度を測定した結果を
示し、横軸は微粒子の粒径（μｍ）、縦軸は横軸の粒径以上の微粒子数（個／ｍ３）を示
す。ただし、この測定に用いたクリーンユニットの作業室２５１は直方体形状でその大き
さは幅８０ｃｍ、奥行き６０ｃｍ、高さ８０ｃｍである。アクティブ防塵フィルター２５
６としては、アズワン株式会社製ＨＥＰＡユニットＧＫ－０７５７－０１（型番２５Ｓ）
０．３μｍを用いた。また、測定は、アクティブ防塵フィルター２５６の運転を開始して
から２０分または３０分経過後に安定した状態となってから行った。第６７図より、この
循環型クリーンユニットの清浄度の平均値（○）はクラス１０並、最高値（●）はクラス
１に近い値が得られている。しかも、この清浄度に到達するのに要する時間は、アクティ
ブ防塵フィルター２５６の運転開始後２０分または３０分程度と極めて短い。以上のこと
は、排気用通風孔から排気される気体の全てを管１２５１を通してアクティブ防塵フィル
ター２５６の入り口に入れて循環させることが、高い清浄度を得るために極めて有効な方
法であることを示す。第６７図には、比較のために、クリーンルームのスーパークリーン
エリアの清浄度（△）、通常エリア（▲）の清浄度の測定結果も示してある。
　以上、この発明の実施形態について具体的に説明したが、この発明は、上述の実施形態
に限定されるものではなく、この発明の技術的思想に基づく各種の変形が可能である。
　例えば、上述の実施形態において挙げた数値、材料、形状、配置などはあくまでも例に
過ぎず、必要に応じて、これらと異なる数値、材料、形状、配置などを用いてもよい。必
要に応じて、上述の実施形態の二以上を組み合わせてもよい。
　また、例えば、超格子薄片にはさまれる層として、π電子共役有機分子系材料や生体分
子系材料のほかに、強誘電体材料系やＰｒＣａＭｎＯ系の巨大磁気抵抗材料を用いてもよ
い。
　また、同心円構造自体は、第１～第６の実施形態で述べた方法以外の方法で形成するこ
ともできる。例えば、回転軸を回転させながらその側面上に交互に異なる物質を真空蒸着
により形成したり、ＭＯＣＶＤ法などにより円柱状の基板に交互に異なる物質を成長させ
たりすることができる。
　また、同心円構造を形成する物質としては、上述の第１～第６の実施形態で用いたもの
と異なる物質を用いてもよい。誘電体としては酸化物などの無機物質のほか、ポリスチレ
ンやポリカーボネートなどの有機物質を用いてもよい。
　なお、（↑、↑）と（↓、↓）とを結びつけるに際し、目的に応じて、既に述べた（↑
、↓）の性質を持つものの代わりに（↓、↑）の性質を持つもの、すなわち、時間的には
不連続な投影をされた構造でかつ空間的には等方的な構造を有するものを用いてもよい。
　また、上に述べたトップダウン構造の範疇の１つである脳由来構造には有形のものと無
形のものとがある。前者は３次元的実在を伴ったハードウェアなど、物的アーキテクチャ
ーであり、後者には知的学問体系、データベース、ソフトウェアなど、知的アーキテクチ
ャーが含まれる。また、ボトムアップ構造の範疇の１つである遺伝子由来構造には単に細
胞・組織レベルの構造のみならず、骨格や臓器などの器官も含まれる。
　さらに、ボトムアップとトップダウンとの接続・統合は、狭い意味のハードウェアのみ
に適用されるものではなく、直接結合しようとしても相容れない２系統の流れがぶつかる
種々の局面に適用することができる。一例を挙げると、両系統の持つ属性を精査し、各々
において（↑、↑）のものと（↓、↓）のものという相反する性質の組を同定・抽出し、
その上で（↑、↓）の性質を持つ中間層（緩衝材となる方策）を間にはさむ（さらに必要
なら、この作業を漸化式的にイテレイティブ（ｉｔｅｒａｔｉｖｅ）に繰り返す）ことに
より、市場形成や消費動向など、ユーザーやマスを形成する消費者などの（ヒエラルキー
末端の）層に内在して下から湧き上がってくる動きと、企業運営や行政などの（ヒエラル
キートップの）、あらかじめ設定された計画に基づいて上から下ろされてくるルールやプ
ランニングとを整合させる際などにも、ソフトウェア的な（ビジネスモデルやサービスモ
デル上の）仕組みとしても機能させることができる。
　また、（ｘ１，ｘ２，…，ｘＮ）とＮ成分系へと拡張することができ、ｘｉ，ｘｊなど
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の複数成分間で結合することができること、さらにｘｉも↑、↓の２値のみならず、多値
（離散的）変数であってもよいことは言うまでもない。
　また、例えば、上述の第１８～第２７の実施形態においては、サイズが同じタイプＡ～
Ｅの５種類の基本のクリーンユニットを所定の配置で連結してクリーンユニットシステム
を構成しているが、タイプＡ～Ｅ間でクリーンユニットのサイズが互いに異なっていても
よいし、タイプは同じであるがサイズが異なるクリーンユニットを用いてもよいし、タイ
プＡ～Ｅを変形したクリーンユニットを用いてもよいし、さらには３種類以上のタイプの
クリーンユニットを用いてもよい。
　また、第２０～第２４の実施形態によるクリーンユニットシステムにおいて、上下（鉛
直）方向の自由度を利用して一部三次元的な接続を取り入れることも可能である。また、
トランスファーボックスの密閉用の遮断板は、パッキンを備えた扉式のものを用いてもよ
い。また、一部のクリーンユニットおよびトランスファーボックスを加圧あるいは減圧対
応、あるいは、真空対応にすることも可能である。この場合、トランスファーボックスは
密閉性を高め、それ自体に加圧装置や局所排気装置をつけることが望ましい。また、トラ
ンスファーボックスは必ずしも直線状である必要はなく、例えばくの字型に曲がっていて
もよい。また、トランスファーボックスに三方向接続性を備えさせることで、クリーンユ
ニットをＴ字型に配置することも可能である。さらに、一旦クリーンユニットを連結した
後に全てのトランスファーボックスの引き戸を開放して、例えば回転寿司店で寿司などの
提供に用いられている搬送コンベアと同様の自動搬送コンベアをクリーンユニットシステ
ムを貫いて設けることも可能である。
　以上説明したように、この発明によれば、時間が連続的に織り込まれた構造において、
織り込まれた方向に直交する方向から、当該構造にアクセスすることによって、あたかも
絵巻物を見るように、時間軸が織り込まれるのを、直面する２次元面の中に（例えば、左
右方向に）見ることができ、例えば原子層オーダーの究極の空間分解能・制御性を、当該
機能素子に持ち込むことが可能となる。
　特に、ボトムアップ系とトップダウン系との利点を最大限活かすことができ、新規な超
高集積密度の記憶素子および磁気記録素子を実現することができる。
　また、新規な高効率の太陽電池、光電変換素子、発光素子および触媒反応装置を実現す
ることができる。
　より一般的には、この発明によれば、生命体に代表されるボトムアップ系とシリコンＬ
ＳＩに代表されるトップダウン系との利点を最大限活かすことができる高機能の機能素子
を実現することができる。すなわち、細胞に相当するボトムアップ系とトップダウン系と
の間に随伴神経系に相当する人工情報伝達・制御系を設けた高機能の機能素子を実現する
ことができる。
　また、時間が連続的に投影された構造を用いることで、究極の分解能（原子層オーダの
制御）を持った人工神経系相当物を形成することができる。これによって、例えば、表面
増強効果を担いうるナノ構造／ゼロ次元構造をバルクサイズに亘って超並列多重に配列さ
せることも可能になる。
　また、ナノスケールで離散化されたバルクサイズの系を創出し、例えばシリコン基板上
に形成されたＬＳＩシステムと、それと近接して配された自律分散システムとを結合する
ことにより、ボトムアップ系とトップダウン系とをつなぐプラットフォームを実現するこ
とができる。
　また、ナノスケールで離散化されたバルクサイズ系を創出し、そこに現れる局所的かつ
個別的にアドレスすることが可能な２～３次元のナノ構造体を大局的サイズで得ることに
よって、微視的世界と巨視的世界とをつなぐ高機能のプラットフォームを実現することが
できる。さらに、現在では形がないが将来現れてくると考えられるほとんどのナノスケー
ルの並列新機能要素と既存のＵＬＳＩシステムとをシナジェティックに結合し、シリコン
ベースの世界と炭素系の有機物の世界との止揚をとることにより、飛躍的な機能の増大が
可能となる。
　また、この発明によれば、例えば、１０～１６０Ｇｂｉｔｓ／ｃｍ２（０．１～１Ｔｂ
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／ｉｎｃｈ２）の集積度のフレキシブルな機能素子を実現することができる。例えば、物
質表面がそのまま機能素子となるようなユビキタス情報装置を実現することができる。こ
の場合、機能素子の中核部分はリソグラフィーフリーで形成することができるので、機能
素子を安価に製造することができる。また、要素の数をＮとすると、従来はＮ２の位置合
わせが必要となるが、この発明では４Ｎの位置合わせで済み、従来に比べ１／Ｎで位置合
わせの困難さが減少する。しかも、記録容量が大きくなるほどこの効果が増大する。
　また、特に記憶素子において、交差部に記憶される情報（データ）の読み出しを、対角
線上の複数個の交差部に亘る並列読み出しにより行うことにより、高速の読み出しが可能
である。
　また、この発明によれば、微分方程式系に支配される物質系ではなく、セルラーオート
マトンに代表される離散的な、差分方程式に支配されるような物質系を提供することがで
きる。この物質系によれば、例えば、注目する性質に関して、変調された次元、連結性、
自発的対称性の破れ、あるいは自己組織化臨界現象を示すことが可能となる。
　ナノテクノロジーの発展は際限がないほどと期待されるが、それを支える母体の構造は
原子間隔というカットオフがある以上（際限なく小さくなることはないので）その「収束
先」をあらかじめ（ある精度を以って）見定めておき、その極限値と既存のＵＬＳＩシス
テムとの結合を、現時点から正面の目標に据え、攻略し始めることは、単に時代に先行す
るという観点からのみならず、今は形なき、将来のナノテクノロジーの成果を先取りする
上でも重要である。
　一方、この発明によるクリーンユニット（連結部を有するもの）によれば、クリーンユ
ニットの連結の自由度が大きく、様々な配置でクリーンユニットを連結することができる
ことにより、従来のように大掛かりで小回りが効かず、巨大な設備投資や固定資産負担が
必要な巨大なクリーンルームや植物工場を用いることなく、クリーンな環境や高度育成環
境を容易に得ることができ、また、一直線状にしか連結できない従来のクリーンユニット
の持つ空間利用効率の悪さを解決し、トータルのパフォーマンスを投資的にも作業効率的
にも部屋の面積有効利用的にも最大化することができ、目的に応じたトータルな一連のプ
ロセスフローに対応してプロセスを高いフレキシビリティーを持って低コストで簡便に実
行することができる高機能クリーンユニットシステムを実現することができる。また、プ
ロセスの上流から下流まで最小限の種類あるいは最小個数のクリーンユニットでクリーン
ユニットシステムを構成することができるため、プロセスの最大効率化を図ることができ
る。また、作業性を落とすことなく高度プロセス環境を手軽に実現することができる。
　さらに、ナノテクデバイスを作製し、あるいはバイオテクノロジー処理を実行するにあ
たって、一つの巨大なボックス、すなわちクリーンルームを用いるのではなく、少なくと
も入り口から出口までの一部を、超クリーンな複数のクリーンユニットをループ状配置あ
るいは上下左右方向のつづら折り状配置で連結したもので置き換えることにより、空間あ
るいは面積の利用効率の向上を図ることができる。
　また、複数種類のクリーンユニットを用いることで、化学プロセス、非化学プロセス、
バイオプロセスなどの作業を一つの高機能クリーンユニットシステムの中で行うことがで
きる。
　また、微細構造などの次世代を担うキーストラクチャーや植物形質改変をコストパフォ
ーマンスのよいレスデマンディングな方法で作製することができる。
　また、植物体の育成に関しては、人工光源などの利用により、所望の地方あるいは地域
の環境条件で栽培を行うことができるほか、速成栽培や成分強化野菜・薬草の栽培を行う
こともできる。
　また、装置を配置する部屋そのものの性能にかかわらず、低コストで一貫プロセスライ
ンを構築することができる。このため、投資負担が軽減され、ベンチャーの製造分野への
参入が容易となる。また、固定資産が小さく済むため、高度ナノテク製品を中小ベンチャ
ーでも供与することができ、かつてのＩＴソフト隆盛がこれからナノテクハード主体で勃
興し、新産業が興り得る。
　また、従来の技術の延長線上にあるデバイスに対し、その製造方法を置き換えるのでは
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造方法ではない）コストパフォーマンスのよいレスデマンディングな方法で作製すること
ができる。
　また、クリーン度や無害性の高さを各プロセス要素ごとに設定したクリーンユニットを
連結したクリーンユニットシステムにより、高度環境化において、前処理、レジスト塗布
、ベーキング、露光、現像、ポストベーク、エッチング、薄膜成長、メタライゼーション
、表面観察、アセンブリなどの要素プロセスを一貫性をもって完遂することができる。
　また、プロセスを要素化し、この要素プロセスの処理機能を各クリーンユニットあるい
は各機能ユニットに持たせ、目的に応じてクリーンユニットあるいは機能ユニットを連結
して全体システムを構成することにより、高効率なナノテクノロジープラットフォームや
バイオテクノロジープラットフォームが得られるのみならず、さらに、ナノテクノロジー
プロセスユニットとバイオテクノロジープロセスユニットとを混成（連結）することによ
り、ナノ・バイオ融合プラットフォームを実現することができる。加えて、植物工場ユニ
ットを連結することも可能である。
　また、プロセスフローをあたかもプログラミングと同様に、サブルーチンや、分岐など
のコンセプトを入れて最小のクリーンユニット数で最大の効率にて、クリーンルームなし
で実行、遂行することができる。また、投入からロットアウトまでの全プロセス、あるい
はその主要部をなす一連の工程をコンピュータのプログラムになぞらえて完全自動化で遂
行することができる。
　さらには、ナノテクノロジー、バイオテクノロジーの実現環境をユビキタスに提供する
ことが可能となる。
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【手続補正書】
【提出日】平成18年10月31日(2006.10.31)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電体層と当該導電体層の厚さ以上の厚さを有する非金属層との周期構造体からなる薄
片を有し、当該薄片に交差する方向に、少なくとも一部、電子を流すことを特徴とする機
能素子。
【請求項２】
　上記導電体層の幅方向に沿う方向に電子を流すことを特徴とする請求項１記載の機能素
子。
【請求項３】
　上記導電体層が金属層であることを特徴とする請求項１または２記載の機能素子。
【請求項４】
　導電体層と当該導電体層の厚さ以上の厚さを有する非金属層との周期構造体からなる薄
片をその層が互いに交差し、かつ、上記導電体層のエッジ同士が所定の機能物質を介して
対向するように少なくとも２枚重ねた構造を含むことを特徴とする機能素子。
【請求項５】
　上記導電体層が金属層であることを特徴とする請求項４記載の機能素子。
【請求項６】
　複数の導電体層がそれらのエッジを対向させて互いに交差し、かつ、上記導電体層のエ
ッジ同士が所定の機能物質を介して対向する構造を含むことを特徴とする機能素子。
【請求項７】
　上記導電体層の厚さが０．２ｎｍ以上１００ｎｍ以下であることを特徴とする請求項１
～６のいずれか一項記載の機能素子。
【請求項８】
　厚さが０．２ｎｍ以上１００ｎｍ以下の導電体層と当該導電体層の厚さ以上の厚さを有
する誘電体層との周期構造体からなる薄片をその層が互いに交差し、かつ、上記導電体層
のエッジ同士が所定の記憶媒体を介して対向するように少なくとも２枚重ねた構造を含む
ことを特徴とする記憶素子。
【請求項９】
　上記記憶媒体が絶縁膜またはナノブリッジ構造であることを特徴とする請求項８記載の
記憶素子。
【請求項１０】
　上記交差部に記憶される情報の読み出しを、対角線上の複数個の交差部に亘る並列読み
出しにより行うことを特徴とする請求項８または９記載の記憶素子。
【請求項１１】
　絶縁体層と強磁性体層との周期構造体からなる薄片をその強磁性体層のエッジ同士が対
向するように少なくとも２枚、その間に厚さが０．２ｎｍ以上１０ｎｍ以下のトンネル絶
縁体層をはさんで重ねた構造を含むことを特徴とする磁気記録素子。
【請求項１２】
　上記トンネル絶縁体層がＡｌ2 Ｏ3 膜であり、上記強磁性体層がＣｏ膜であることを特
徴とする請求項１１記載の磁気記録素子。
【請求項１３】
　厚さが０．５ｎｍ以上１０ｎｍ以下の金属層と誘電体層との周期構造体からなる薄片を
少なくとも１枚有することを特徴とする触媒反応装置。
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【請求項１４】
　上記金属層がＡｕ膜、Ｐｄ膜またはＰｔ膜であり、上記誘電体層が酸化膜であることを
特徴とする請求項１３記載の触媒反応装置。
【請求項１５】
　発光層が渦巻き状または同心形状に形成されたことを特徴とする発光素子。
【請求項１６】
　上記発光素子が板状の形状を有することを特徴とする請求項１５記載の発光素子。
【請求項１７】
　上記板の厚さ方向に上記発光層の発光可能な光の波長が段階的および／または連続的に
変化していることを特徴とする請求項１６記載の発光素子。
【請求項１８】
　第１の電極と第２の電極とが、間に上記発光層をはさんで渦巻き状または同心形状に形
成されていることを特徴とする請求項１５～１７のいずれか一項記載の発光素子。
【請求項１９】
　上記第１の電極および上記第２の電極のうちの少なくとも一方が、上記板の厚さ方向に
互いに分離して設けられた複数の電極からなることを特徴とする請求項１８記載の発光素
子。
【請求項２０】
　上記板の一主面から厚さ方向に上記発光層の発光可能な光の波長が段階的に変化してお
り、上記第１の電極および上記第２の電極のうちの少なくとも一方が、上記板の厚さ方向
に上記各段階に対応した位置に互いに分離して設けられた複数の電極からなることを特徴
とする請求項１８または１９記載の発光素子。
【請求項２１】
　上記発光層がｐ型半導体層とｎ型半導体層とからなるｐｎ接合であることを特徴とする
請求項１５～２０のいずれか一項記載の発光素子。
【請求項２２】
　上記ｐ型半導体層および上記ｎ型半導体層が無機半導体または有機半導体からなること
を特徴とする請求項２１記載の発光素子。
【請求項２３】
　上記ｐ型半導体層および上記ｎ型半導体層が上記板の厚さ方向に組成傾斜した無機半導
体または有機半導体からなることを特徴とする請求項２２記載の発光素子。
【請求項２４】
　上記板の一主面から厚さ方向に上記ｐ型半導体層および上記ｎ型半導体層のバンドギャ
ップが段階的および／または連続的に変化していることを特徴とする請求項２１記載の発
光素子。
【請求項２５】
　上記第１の電極および上記第２の電極の厚さがそれぞれ０．２ｎｍ以上１００ｎｍ以下
であることを特徴とする請求項１８記載の発光素子。
【請求項２６】
　上記発光層の厚さが１０ｎｍ以上１００ｎｍ以下であることを特徴とする請求項１５記
載の発光素子。
【請求項２７】
　上記発光素子は円形、三角形または六角形の形状を有することを特徴とする請求項１５
～２６のいずれか一項記載の発光素子。
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